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補足-60-2【水密扉の強度及び耐震性に関する説明書 
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強度計算書

1 . 強度評価に用いる条件

強度計算条件を下記に示す。

上記の条件より下表の部位を評価する。

凡例 ○ ：評価箇所を示す。

－ ：評価対象外を示す。

躯体開口内

■ 強度計算　（原子炉建屋原子炉棟水密扉No14） 【Cタイプ】

正圧 逆圧

水頭

正圧 逆圧

水の密度

水平 鉛直

２軸タイプ 0.64 0.53 14.8 0.15

ヒンジ形式
余震係数

 （ｍ） （ｔ/ｍ3）扉枠取付箇所

1.03 1.00

ト

1



強度計算書

は入力値

： 扉体自重 は計算値

自重の内訳は次の通り は既に入力又は計算された値

G1 ： 扉本体（カンヌキ装置、ヒンジ含む） kg ｋN

G2 ： 枠本体（強度計算では含めない） kg ｋN

G ： 合計（強度計算では枠本体の自重は含めない） kg ｋN

補足資料の数値計算説明書においては水密扉の自重に枠本体自重を含める

262.82

4100

凡例：

26800

40.21

26800 262.82

Ｇ ｋＮ 扉体自重 1 262.82

Ｇ

注）
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強度計算書

 L：扉体の区画短辺の長さ

　　該当部位は，次の通り。

Ｌ 区画短辺の長さ

Ｌ1 1.040

Ｌ2 1.000

ｍ 区画短辺の長さ 2

Ｌ3

0.845

1.000Ｌ

Ｌ4 1.000

Ｌ5 0.700

Ｌ6

1,
0
40

1,
00
0

1,
00
0

1
,0
00

70
0

84
5
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強度計算書

：区画上端の単位長さ当たりの作用荷重

扉板評価に必要な作用荷重を算定する。

添付資料○　4.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

Wu=（Phｕ’+Ps）･Ly

ここで

：評価区画上端部の浸水による静水圧荷重

= ρ・g・ｈu ＝ ×9.80665× ＝ ＝ (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

g ：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈu ：当該部分の浸水深さ（区画上端高さ）図より＝ (m）

Wu

kN/m
区画上端の単位長さ当

たりの作用荷重
3 54.43

3.040

Phu’

Phｕ’

Wu

30.711.03

1.03

3.040 30.70658

Wu

Wd

芯材芯材
（主桁） （横桁）

P1

H
g

P2

Ph'

Phu'

Phd'
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強度計算書

：余震による受圧面積に対する地震荷重

Pｓ = G・KH/（Hg・B） = × / （ × ） = = (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

G ：扉体自重 （ｋN）

KH ：水平震度

Hg ：受圧髙 （ｍ）

B1 ：扉全体受圧幅 （ｍ）

Ly ：受圧幅 = (m）

Wu=（Phｕ’+Ps）･Ly ＝ （ + ） ・ ＝ ＝ (ｋＮ/ｍ)  （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

採用→

54.4354.430501.5005.57730.71

Ps

5.577

5.577

5.577

1.500

区画短辺の長さ

1.000

1.040

L2

L1

L

39.28

23.52

Wu

20.61

Phu’

2.040

1.000

ｈu

Pｓ

##### 0.64 5.585 5.400 5.577267151 5.577

0.64

5.585

5.400

262.82

L4

5.740

L3

L6

4.040

30.71

40.81

50.910.700

0.845

1.000

1.000

L5

10.10

5.577

5.577

5.577

3.040 54.43

69.58

84.73

95.34

5.040

57.98
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強度計算書

Wd ：区画下端の単位長さ当たりの作用荷重

扉板評価に必要な作用荷重を算定する。

添付資料○　4.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

Wｄ=Pｈｄ’･Ly

ここで

：評価区画下端部の浸水による単位長さ当たりの静水圧荷重

＝ ρ・g・ｈd ＝ ×9.80665× ＝ ＝ (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

g ：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈd ：当該部分の浸水深さ（区画下端高さを考慮）図より＝ + ＝ (m）

　　　　　　　　

Ly ：受圧幅 =

Wd

1.03

1.03

40.80743Phｄ’ 40.81

1.500

kN/m
区画下端の単位長さ当

たりの作用荷重

Pｈd’

4 69.58

1.0003.040 4.04

4.040

Wu

Wd

芯材芯材
（主桁） （横桁）

P1

H
g

P2

Ph'

Phu'

Phd'
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強度計算書

：余震による受圧面積に対する地震荷重= (ｋN/m2)

Wu=（Phｕ’+Ps）･Ly ＝ （ + ） ・ ＝ ＝ (ｋＮ/ｍ)  （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

採用→

1.500 69.58050 69.58

Wd

54.43

69.58

84.73

95.34

108.13

50.91

57.98

L1

L2

L3

2.040

0.845

L5

ｈd

66.51

L4

3.040

4.040

1.040 20.61

L

1.000

0.700

1.000

1.000

L6

Ps

40.81

区画短辺の長さ

5.577

Pｈd’ Ps

39.28

5.577

5.577

5.040

5.740

6.585

5.577

5.577

5.577

5.577

5.577

30.71

40.81
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強度計算書

：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数

　　　建築構造学体系11　平板構造　図5-1　等分布荷重四辺固定スラブ

　　　の曲げモーメントとたわみより

ｌｘ ：短辺方向２ より

ｌｙ ：長辺方向図面より

ｌｙ
ｌｘ

1.000

ｌｙ

1.500

等分布荷重による曲げ
応力算定用の係数

5 0.08

グラフより

L1

1.500

0.08

ｌｘ

1.500

L6 0.845

1.442

1.5

L3

L2

1.000

1.000

1.040

1.5

＝

1.500

Mx1

計算値

2.143 0.085

0.08
1.000

1.5

採用→

L

1.500
0.08

Mx1

0.700

＝

1.500
0.08

L5

L4 1.000

－

1.500

を採用

1.775

1.500

Mx1

1.500

0.085

0.08
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強度計算書

：等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数

　　　建築構造学体系11　平板構造　図5-2　等変分布荷重四辺固定スラブ

　　　の曲げモーメントとたわみより

　　 ｌｘ ：短辺方向２ より

ｌｙ ：長辺方向図面より

　　 ｌｙ

　　 ｌｘ

1.500
＝

ｌｙ
計算値 Mx2

1.000

1.500

1.5

0.05

1.000

ｌｘ

0.05

0.05

0.05

1.5

1.500
0.05

Mx2

グラフより

1.000

Mx2

L

L1

等変分布荷重による曲
げ応力算定用の係数

1.500
1.5

1.040

1.500
1.5

1.500
採用→

L2

1.500
1.775 0.05

L6

－

0.700

1.000
0.05

L4 1.000

0.05

＝

L3

1.442

L5

1.500

2.143

0.845

を採用

6
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強度計算書

Z ：扉板の断面係数

扉板の最小断面係数を算定する。

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

1

6 採用→

 （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　b：弱軸側評価となる長辺方向距離 m ＝

　　※保守的に芯材受部距離含む

　h：パネル厚さ　PL-

mm3

1500

196000× （×

28

最小断面係数 7

1500 ）2

Z

＝＝ (mm3）

mm

196000

28
1.500

1.500

1.500

1.500

1.500

1.500

Ｚ

196000

196000

196000

1.500

ｈ

28

28

ｂ

28

28

28

28

196000

196000

196000

mm

Z=	
	
･b･h	

b

（パネル厚さ:h）
扉板
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強度計算書

：芯材の受圧高

当該部分は，以下のとおり。

5.585ｍ 受圧高 8Hg

Hg

受圧幅

受
圧
高
 
H g

B

11



強度計算書

B ：芯材の受圧幅

当該部は，以下のとおり。

ｍB 1.100受圧幅 9

受圧幅

受
圧
高
 
H g

B
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強度計算書

Phu：芯材に作用する浸水津波荷重又

は溢水による静水圧及び余震荷重（上部）

  添付資料○水密扉計算書　4.3（１）荷重の設定　

b.　浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重(Ph)算定式より

　　　Ph ＝ ρ・g・hu

　　上部静水圧荷重算定のため，

添付資料○第3-2表より

　　　　　ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　 水圧作用高さE.L. （m）

　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）
　　　　　　　　　ｈu：当該部分の浸水深さ（区画上端高さ）図より＝ （ｍ）

　　　　　　　　　Ps：余震による受圧面積に対する地震荷重　　　 (ｋN/m2)

＝ ρ・g・hu+Ps ＝ ×9.80665× （ - - ） +

　　　 　 ＝ ×9.80665× + ＝

＝ （kN/m2）  （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

採用→

15.68

5.5850.0306.621.03 5.577

5.577 15.6778495

Phuhu

1.0000

1.000

5.577

5.577

1.03

5.577

5.740

Phu

10kN/m2

区画短辺の長さ

1.040

L5

L2

L3

L4

3.040

6.615

L

L1

2.0401.000

1.000

0.700

4.040

5.040

Phu

浸水津波荷重又は溢水による
静水圧及び余震による荷重（上

部）
15.68

5.577

L6 0.845

5.577

1.000

15.68

26.18

36.28

46.38

56.49

63.56

1.000

5.577

Ps

5.577

1.03

B
受圧幅

受
圧
高
 H

g
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強度計算書

Phu：芯材に作用する浸水津波荷重又

は溢水による静水圧及び余震による荷重（下部）

  添付資料○水密扉計算書　4.3（１）荷重の設定　

b.　浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重(Ph)算定式より

Ph ＝ ρ・g・hd

　　上部静水圧荷重算定のため，

添.付資料○4第3-2表より

　　　　　ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　 水圧作用高さE.L. （m）

　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）
　　　　　　　　　ｈd：当該部分の浸水深さ（区画下端高さ）図より＝ （ｍ）

　　　　　　　　　Ps：余震による受圧面積に対する地震荷重　　　 (ｋN/m2)

＝ ρ・g・hd+Ps ＝ ×9.80665× （ - ） +

　　　 　 ＝ ×9.80665× + ＝

＝ （kN/m2）  （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

採用→

72.09

0.0306.6151.03 5.577

5.577

5.577

Phｄ

26.18

5.577

5.5771.000

L4

2.04

3.04

4.04L3

0.845

36.28

46.38

72.09109396

L

1.000

Ps

L1

L2 1.000

1.040

1.03

1.03

L6

5.577

11

6.615

L5 0.700

Phd

6.59 5.577

5.74

5.577

5.04

kN/m2

hd

Phｄ

5.577

浸水津波荷重又は溢水による
静水圧及び余震による荷重（下

部）
72.09

6.585

56.49

63.56

72.09

14.77

区画短辺の長さ

B
受圧幅

受
圧
高
 
H g
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強度計算書

Z　：芯材（主桁）の断面係数

芯材の断面係数を算定する。

主桁　Ｈ-600×300×16×32

（JIS　G　3192-2000より）

Z mm3 断面係数 12 5890000

芯材（主桁）

15



強度計算書

A　：芯材（主桁）の断面積

芯材の断面積を算定する。

（JIS　G　3192-2000より）

A mm2 13断面積 27920

芯材（主桁）

16



強度計算書

Y：芯材（主桁）の主桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

Y 14 1.500ｍ 主桁ピッチ

主桁ピッチ

17



強度計算書

a1～ａ7：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

ｍ

横桁ピッチ

a4

a1 15 1.040

a5

a6

横桁ピッチ

ｍ

16

横桁ピッチ

a3

ｍ

ｍ

a2 ｍ 横桁ピッチ

a1

18 1.000

1.000

1.000

19

ｍ 横桁ピッチ

ｍ 横桁ピッチ 17

1.040横桁ピッチ 15

0.84520

0.700

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ
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強度計算書

a2：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

16a2 ｍ 1.000横桁ピッチ

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ
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強度計算書

a3：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

1.000a3 横桁ピッチ 17ｍ

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ
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強度計算書

a4：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

a4 ｍ 横桁ピッチ 18 1.000

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ
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強度計算書

a5：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

a5 ｍ 横桁ピッチ 0.70019

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ
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強度計算書

a6：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

ｍ 20 0.845横桁ピッチa6

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ
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強度計算書

P1：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P1 = Ph1’+Ps

ここで

Ph1’：評価作用位置における浸水津波による荷重

＝ ρ・g・ｈ＝ ×9.80665× ＝

＝ (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ図より ＝ (m）

P1 ＝ Ph1’+Ps ＝ + = = (kN/m2）

Ps：余震による受圧面積に対する地震荷= (ｋN/m2)

15.35 20.93

5.577

20.9275.577

kN/m2 21

　Ph1’

1.03

P1

1.520

20.93

1.03

15.35

津波及び余震荷重

1.520

15.35329

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1

h

24



強度計算書

P2：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P2 = Ph1’+Ps

ここで

Ph2’：評価作用位置における浸水津波による荷重

＝ ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ図より = (m）

P2 ＝ Ph2’+Ps ＝ + = = (kN/m2）

Ps：余震による受圧面積に対する地震荷= (ｋN/m2)5.577

25.66 5.577 31.237 31.24

25.65616

22 31.24

1.03

津波及び余震荷重

　　Ph2'

P2 kN/m2

25.66

1.03

2.540

2.540

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1

h
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強度計算書

P3：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P3=Ph3’+Ps

ここで

Ph3’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ図より = (m）

P3 ＝ Ph3’+Ps ＝ + = = (kN/m2）

Ps：余震による受圧面積に対する地震荷= (ｋN/m2)5.577

35.76 5.577 41.337 41.34

23

1.03

1.03 35.75701

津波及び余震荷重kN/m2

3.540

35.76

3.540

41.34

　Ph3’

P3

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1

h
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強度計算書

P4：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P4=Ph4’+Ps

ここで

Ph4’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ図より = (m）

P4 ＝ Ph4’+Ps ＝ + = = (kN/m2）

Ps：余震による受圧面積に対する地震荷= (ｋN/m2)5.577

45.86 5.577 51.437 51.44

　Ph4’

P4 kN/m2

45.86

1.03

51.44津波及び余震荷重

4.540

4.540

24

45.85786

1.03

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1

h
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強度計算書

P5：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び荷重

浸水津波及び余震慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P5=Ph5’

ここで

Ph5’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ図より = (m）

P5 ＝ Ph5’+Ps ＝ + = = (kN/m2）

Ps：余震による受圧面積に対する地震荷= (ｋN/m2)5.577

54.44 5.577 60.017 60.02

1.03 54.44358

P5

　Ph5’

kN/m2 津波及び余震荷重 25 60.02

54.44

1.03

5.390

5.390

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1

h
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強度計算書

P6：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P6=Ph6’+Ps

ここで

Ph6’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ図より = (m）

P6 ＝ Ph6’+Ps ＝ + = = (kN/m2）

Ps：余震による受圧面積に対する地震荷= (ｋN/m2)

以上を纏めると下表となる。

5.577

62.25 5.577 67.827 67.83

P6

単位

kN/m2

29

25

24

67.83 6.1625

3.540

2.540

単位

ｍ
P3

1.03　Ph6’ 62.24649

20.93

P2

62.25

27

60.02

41.34

P5

P1

51.44

26

P6 kN/m2 津波及び余震荷重 26

ｈ：浸水深さ

1.520

記号

P4

1.03

番号 津波及び余震荷重

67.83

31.24

6.1625

6.1625

5.390

4.540

28

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1

h
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強度計算書

Z　：芯材（横桁）の断面係数

　　芯材（横桁）の断面係数を算定する。

横桁　Ｈ-250×250×9×14

（JIS　G　3192-2000より）

27 860000Z ㎜3 断面係数

芯材（横桁）
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強度計算書

A　：芯材（横桁）の断面積

芯材（横桁）の断面積を算定する。

（JIS　G　3192-2000より）

A mm2 28 9143断面積

芯材（横桁）
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強度計算書

逆圧（カンヌキ）

扉枠に発生する荷重は，

○水密扉の設計に関する補足資料　○強度評価方法

（１）荷重算定　ａ．扉枠より算定する。

（１）　荷重算定（逆圧）

ａ．  扉枠

扉枠に生じる荷重は、次式により算定する。

F＝Rｐ+Ps F： カンヌキにかかる作用荷重

ここで, カンヌキへは，溢水及び余震に伴う荷重が反力として作用することから本式より算出する。

F ： 作用荷重(kN)　　 F = Rｐ+Ps = + = = (kN)

Rp ： 溢水に伴う荷重による反力(kN) ここで Rｐ ： 溢水に伴う荷重によるカンヌキ部に発生する反力(kN)

Ps ： 余震に伴う地震荷重(kN) 溢水により発生する荷重（逆圧）は，カンヌキ部2か所が支持部とな

ることことから荷重のつり合いより次の式で表すことが出来きる。

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで ： 設計水圧荷重(kN)

水圧作用高さ及び扉設置高さより次のとおり算出する。

（ 2 - 2 ）

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで

g ： 重力加速度 (m/s2)

ρ ： 水の密度（海水）　　　　　　　 (t/m3）

Ps ：余震に伴う地震荷重 B ： 受圧幅（添付図寸法より）　　　　　　 (m）

Ps=G・KH/2 = × / 2 = ＝ (kN) H0 ： 受圧高さ下端水位（添付図寸法より）　　 (m)

G ： 枠本体自重 (ｋN) H1 ： 受圧高さ上端水位（添付図寸法より）　　 (m)

KH ： 水平震度

40.21

0.64

0.6440.21 12.8672 12.87

0.381 12.87 13.2513 13.25

F

0.000

2
5.4009.80665× 1.00 ×

1.00

5.400

0.120

0.000

＝ ×
0.120

Rｐ

0.381283

0.3813

＝ ＝

0.3813

13.25

9.80665

ｋN

0.3813

作用荷重

P０

29

P０

0.3813

カンヌキ

P0

H
g

h
c

h
'

H0

H1
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強度計算書

： 水圧中心位置

： 水圧中心位置

台形重心位置高さより

+

＝

＝ (m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　ここで

Hg ： 受圧高さ（添付図寸法より） (m)0.120

30 0.040ｈｃ ｍ 水圧中心位置

＝
0.120

ｈｃ

0.04000

0.0400

＝ｈｃ

ｈｃ

×
0.120 0

3 0.120 0

+2×Hg3 ･
H0 + 2H1H0 + H1

P0

H
g

h
c

h
'

H0

H1
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強度計算書

： 水圧受圧高

Hg ： 受圧高さ（添付図寸法より） (m)

Hg ＝ H0-H1 ＝ - ＝ (m)

Hｇ ｍ 受圧高 31 0.120

Hg

0.120

0 0.1200.120

P0

H
g

h
c

h
'

H0

H1
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強度計算書

： 水圧時カンヌキに作用する軸支持間距離

Lｂ mm 軸支持間距離

A

32 66.0

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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強度計算書

： カンヌキの本数（下部）

4

ｎ

ｎ 本 本数 33
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強度計算書

： カンヌキの断面係数

カンヌキの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= mm ： カンヌキ径

＝Z ・ ｄ3

Z

＝

ｄ 50

＝ ・（

Z mm3 断面係数

（有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）⇒ 12270 mm3

34 12270

12271.8463）350

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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強度計算書

： カンヌキの断面積

カンヌキの断面積を算定する

π π

4 4

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ ・（ 50A ＝

A

A

＝ 1963.495

196335mm2 断面積

⇒ 1963

ｄ2 ）2

mm2

・

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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強度計算書

： 水圧時カンヌキ受けピンに作用する軸支持間距離

Lp 軸支持間距離 36mm

Lp

91.0

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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： カンヌキ受けピンの本数

37 1

ｎ

ｎ 本 本数
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強度計算書

： カンヌキ受けピンの断面係数

カンヌキ受けピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= mm ： カンヌキ受けピン径

Z

断面係数 38 1534

＝

ｄp

Z

25

⇒ 1534

＝ ・（ 25 ）3 ＝

Z

・ ｄp
3

mm3

1533.980788

mm3 （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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強度計算書

： カンヌキ受けピンの断面積

カンヌキ受けピンの断面積を算定する

π π

4 4

490.9 mm2

A

A 39 490.9

＝ 490.8739

⇒

mm2 断面積

・ ｄp
2 ＝ ・（A ＝ 25 ）2

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

42



強度計算書

： カンヌキ受けボルトの本数

ｎ 本 本数 40 2

ｎ
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強度計算書

： カンヌキ受けボルト （M ） １本あたりの断面積

（JIS　B　1082より）

＝

Aｂ

157

Ab 16

Ab

１本当たりの断面積 41 157.0

mm2

mm2
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強度計算書

扉板部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

a.扉板より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．扉板より曲げ応力度

を算定する。なお，扉板にせん断力は発生しない。

(1)　応力算定 

a.　扉板

扉板に生じる荷重は，浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重に余震荷重を考慮し，等変分

布荷重及び等分布荷重を受ける周辺固定支持の矩形板として，次式により算定する。

　M＝Mx1・Wu・L2＋Mx2・(Wd－Wu)・L2 Ｍ：扉板に発生する曲げモーメント

扉板に発生するモーメントは，評価区画扉部において，作用する荷重は台形荷重となることから等分布荷重と不等分布荷重に分けること

ができる。このことから，芯材による4辺固定における扉板の曲げモーメントは，等変分布荷重四辺固定スラブ曲げモーメント式と不等分布

荷重四辺固定スラブの曲げモーメント式を足した次式であらわされる。なお，算定式は，Mx1,Mx2 説明添付図参照。

M = Mx1・Wu・L2＋Mx2・(Wd－Wu)・L2

= × ×（ ×（ - ）2

=

= (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

扉板に発生する曲げモーメントの諸元表

ここで， 

：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数（-）　 5  より

：区画上端の単位長さ当たりの作用荷重(kN/m)　 3  より

：区間短辺の長さ（m）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2  より

：等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数(-) 6  より

：区画下端の単位長さ当たりの作用荷重(kN/m)　 4  より

M = Mx1・Wu・L2＋Mx2・(Wd－Wu)・L2

くぐり戸のため扉板なし

（-）

(kN/m)

(kN･m)

単位

（-）

(kN/m)

(m)

5.58

Wu

L
Mx2

Wd

0.085

L5 L6

5.58

）2　+

↑

L4

0.050

69.58

L1 L2 L3

0.080

23.52

Mx1

）×（ 1.0001.000

0.080

39.28

1.000

0.080

69.58

1.000

0.050

1.040

0.080

2.366

0.080

0.050

評価対象部位

5.58

0.050

2651扉板

54.43

1.457

5.58

5.112

1.590

0.085

84.73

0.700

95.34

0.845

0.050

1.000

0.050

5.58

発生応力度（N/mm2）

0.050

2.5821.065

採用

5.112

5.1119

69.58 54.4354.43

芯材
（主桁） （横桁）

Wu

Wd

芯材
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(2)　断面検定

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確認する。なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

a.　扉板

　　扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確認する。

M

Z

M

Z

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

扉板に生じる曲げ応力度の諸元表

ここで， 

M：扉板の曲げモーメント(k･m)　　上述算定結果より

Z：扉板の断面係数（mm3）　　　　　　　　　　　　 ７ より

M

Z

くぐり戸のため扉板なし

26.08163265

単位

(kN･m)

(mm3)

L6L1 L6

採用

（N/mm2）

L2 L3

13

○

σ＝

9

L4 L5

6

5.112 2.366

＝

σ＝

196000

26

5.112 ×106

196000

1.07 1.457

196000196000

2.582

＝

196000 196000

14

σ：扉板に生じる曲げ応力度

196000
σ＝

1.59

8 27
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芯材の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

b.芯材より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．芯材より応力度を算定する。

　なお，ここでは横桁のせん断，曲げにおいて発生応力度結果が一番厳しい主桁の曲げの値を記載している。

b.　　 芯材 

　芯材に生じる荷重は、浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重を

負担する芯材について算定する。

荷重負担は横桁で負担するものとして算定する。

水平方向に取付く，横桁については，等分布荷重を受ける両端支持の単純梁として，次式により算定する。

芯材

評価対象部位 発生応力度（N/mm2）

52 33

a
6

Ph

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a
3

a
2

a
1

P3

P2

P1
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(a)　主桁

　 　

　 　

梁の等分布荷重による曲げモーメントと三角形荷重による曲げモーメント

 を足し合わせた本式であらわされる。ここでは，発生モーメントが厳しくな

　 　 る中間主桁を算出する。

　

 　

(b)　横桁　

　　

　　　　　　 （機械工学便覧　基礎編　第２章はり　Ａ4-33頁より：両端支持三角形荷重における最大曲げ応力）

σbmax ＝ より

最大曲げモーメント：M ＝ ＝ ＝

ここで

n ＝

W ＝ P･Hg

l ＝ Hg

M：主桁に作用する曲げモーメント

主桁に作用する荷重は台形荷重であることから，受圧高上下部を支点とした

M ＝

＝Q

※１

※２

※３

※４

※５

※７

※８

1
n
･
W･l･e
I

1
n
･W･l

2
9 3

･
1
2
W･l･l

9 3/2

p･Hg	

9 3

H	 	 ･（
	 	
	 	

+	 	
	
）

H	 ・（
	 	
	
+	 	
	
）

P	 ൌ P’	 	
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強度計算書

（機械工学便覧 基礎編　3-27より：両端支持等分布荷重における最大モーメント）

2

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで，

Hg：受圧高(m)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ８ より (m)

　　　　　　 P1：主桁に作用する三角形荷重（kN/m）　下述算定結果より (kN/m)

P2：主桁に作用する等分布荷重（kN/m）　下述算定結果より (kN/m)

c ：主桁の作用荷重に対する係数(-)

Q：　主桁に作用するせん断力

　曲げモーメント同様梁の等分布荷重によるせん断力と三角形荷重によるせん断力を足し合わせ

本式であらわされる。ここでは，せん断力が厳しくなる中間主桁（Ｃ＝1/2）を算出する。

なお，中間主桁と端主桁の断面積はその形状より（Ｃ＝1/2）にはならない。

（機械工学便覧 基礎編　3-27より：両端支持等分布荷重における最大せん断力）

1

2

         ＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

191.419179

＝

） ＝
8

81.8435208+
17.25

）×

中間主桁 = 5.585 ×（
62.05

3
×（

+
17.25

5.585

62.05

17.25

中間主桁　 ＝ 5.585
2

M ＝

62.05

191.4

81.84

9	 3

※１

H	 	 ･（
	 	
	 	

+	 	
	
）

49



強度計算書

ここで， 

Hg：受圧高(m)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８ より (m)

P1：主桁に作用する三角形荷重（kN/m）　下述算定結果より (kN/m)

P2：主桁に作用する等分布荷重（kN/m）　下述算定結果より (kN/m)

c ：主桁の作用荷重に対する係数(-)

P1：　主桁に作用する三角形荷重

　扉に作用する浸水による静水圧荷重（下部）から扉に作用する浸水による静水圧荷重（上部）を

　差し引いた本式であらわすことが出来る。

＝ Ｐ’ｈｄ - Ｐ’ｈｕ ＝ - ＝ (kN/m)

ここで， 

：扉に作用する浸水による静水圧荷重（下部）(kN/m）　 下述算定結果より (kN/m)

：扉に作用する浸水による静水圧荷重（上部）(kN/m）　 下述算定結果より (kN/m)

P2：主桁に作用する等分布荷重　

扉に作用する等分布荷重は，扉に作用する浸水静水圧荷重（上部）で本式で算出する。

＝ Ｐ’ｈu ＝ (kN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで

：扉に作用する浸水による静水圧荷重（上部）(kN/m）　 下述算定結果より (kN/m)

B：受圧幅　　　　　　　　９ より (m)

：扉に作用する浸水による静水圧荷重（上部）(kN/m）

１０ で算出した扉に作用する浸水による静水圧荷重（上部）が扉幅で作用するため次式で表す

ことが出来る。

＝ Ｐｈｕ・Ｂ ＝ × ＝

＝ (kN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

：扉に作用する浸水による静水圧荷重（下部）(kN/m）

　１１ で算出した扉に作用する浸水による静水圧荷重（上部）が扉幅で作用するため次式で表す

ことが出来る。

＝ Ｐｈｄ・Ｂ ＝ × ＝

＝ (kN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

Ｐ’ｈu 15.68 1.100 17.248

79.30

79.299

Ｐ’ｈｕ

5.585

62.05

17.25

Ｐ1 79.30 17.25 62.05

Ｐ’ｈｄ

17.25

79.30

17.25

Ｐ’ｈｕ

17.25

17.25

Ｐ’ｈｄ

Ｐ’ｈｄ 72.09 1.100

Ｐ2

Ｐ’ｈu

1.100

※２

※３

※４

※５
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(b)　横桁　

：横桁に作用する曲げモーメント

　　 　横桁に作用する荷重は，受圧幅左右を支持点とした梁の両端支持等分布荷重における曲げ

モーメントの公式であらわすことが出来る。 

（機械工学便覧 基礎編　3-27より：両端支持等分布荷重における曲げモーメント）

n=1の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

n=2の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝3の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝4の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

10.2065625

20.93

7.483134375

13.32295313

7.483

Ｍ

31.24 1.500
＝

13.0471875

8
×

1.040 1.000
Ｍ1

Ｍ2

Ｍ3 ＝

Ｍ4 ＝

1.000
×

1.50051.44

2

×
1.000 0.700

13.32

2

＝
41.34

×

2

60.02

2

＝

13.05

＝
51.44

8

1.500

×

8

×
1.500

8

×＝
31.24 41.34

×
1.000 1.000

10.21

2

2

1.000

2

＝

2

※７

※８
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ｎ＝5の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝6の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで， 

Y ：主桁ピッチ(m) より (m)

a1 ：横桁ピッチ（m） より (m) P1 より （kN/m2）

a2 ：横桁ピッチ（m） より (m) P2 より （kN/m2）

a3 ：横桁ピッチ（m） より (m) P3 より （kN/m2）

a4 ：横桁ピッチ（m） より (m) P4 より （kN/m2）

a5 ：横桁ピッチ（m） より (m) P5 より （kN/m2）

a6 ：横桁ピッチ（m） より (m) P6 より （kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

19 1.000

4.030055859

13.88870508

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

Ｍ5

Ｍ6 ＝

1.000

0.700

0.845

51.44

60.02

67.83

＝
60.02 67.83 0.845

×

×
1.500

8

＝

4.030

0.700 1.500

2 2
＝

26

31.24

8
×

28

0.845 0.000

×

1.500

1.040

1.000 25

20.93

2

41.34

24

2

13.89

27

29

16

17

18

67.83

20

21

22

0
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Q：横桁に作用するせん断力

横桁に作用する荷重は，受圧幅左右を支持点とした梁の両端支持等分布荷重におけるせん断力の

公式であらわすことが出来る。 

　　 （機械工学便覧 基礎編　3-27より：両端支持等分布荷重におけるせん断力）

n=1の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

n=2の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝3の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝4の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

27.2175

19.955025

Ｑ1 ＝

＝Ｑ3

Ｑ４

31.24 41.34

2

Ｑ2 ＝

＝
41.34 51.44

×
1.000 1.000

×
1.500

2 2

1.500

22
＝

2

35.527875

34.7925

51.44 60.02
×

1.000 0.700

27.22

×
2

＝

×
1.500

2

2

1.5001.000
××

1.040

1.000
＝

2

2 2

34.79

19.96

20.93 31.24

×
1.000

35.53

＝

※8
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ｎ＝5の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝6の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　 ここで， 

Y ：主桁ピッチ(m) より (m)

1´ a1 ：横桁ピッチ（m） より (m) P1 より （kN/m2）

2´ a2 ：横桁ピッチ（m） より (m) P2 より （kN/m2）

3´ a3 ：横桁ピッチ（m） より (m) P3 より （kN/m2）

4´ a4 ：横桁ピッチ（m） より (m) P4 より （kN/m2）

5´ a5 ：横桁ピッチ（m） より (m) P5 より （kN/m2）

6´ a6 ：横桁ピッチ（m） より (m) P6 より （kN/m2）：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

：津波及び余震荷重（kN/m
2
）

37.04

0.845
×

1.500

2 2

67.83

×

28

＝

29

20

1.040

1.000

22

10.74681563

37.03654688

2

Ｑ5

60.02

51.44

16

17

18

19

20.93

31.24

41.34

10.75

27

2

2

67.83 0

2

60.02 67.83
×

0.700

1.500

1.000

24

25

26

0.845 0.000

＝

×

1.000

0.700

0.845

1.500

21

Ｑ6

＝

＝
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b.　芯材

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力度以下である

ことを確認する。

M

Z

Q 中間主桁　　 Ｍ ×10
6

A Ｚ

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで， 

M ：中間主桁の曲げモーメント(kN･m)　　　　上述算定結果より (kN･m)

Z ：中間主桁の断面係数(mm3)　　　　　　　　　　　　　 ２３ より (mm3)

M ×106

Z

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで， 

M ：横桁の曲げモーメント(kN･m)　　　　上述算定結果より (kN･m)

Z ：横桁の断面係数(mm3)　　　　　　　　　　　　　 ２３ より (mm3)

τ：芯材に生じるせん断応力度

中間主桁　　 Q ×103

A

＝ （N/mm2）（小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで， 

Q ：中間主桁のせん断力(kN)　　　　　　　上述算定結果より (kN)

A ：中間主桁の断面積(mm2)　　　　　　　　　　　　　 ２４ より (mm2)

Q ×103

A

＝ （N/mm2）（小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで， 

Q ：横桁のせん断力(kN)　　　　　　　上述算定結果より (kN)

A ：横桁の断面積(mm2)　　　　　　　　　　　　　 ２４ より (mm2)

4.0511867

2.931232092τ

＝ ＝横主桁　　 ＝

27920

9143

37.04

32.49575552

16.149651163

33

σ：芯材に生じる曲げ応力度

17

＝ ＝σ

＝ ＝ ＝

＝ ＝

860000

13.89

4

＝

＝

τ

81.84

σ

σ ＝

τ ＝

37.04

191.4

5890000

13.89

860000

81.84

27920

9143

横主桁　　

5890000

191.4

3

55



強度計算書

逆圧

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の強度評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

ｂ.扉枠より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．カンヌキより曲げ応力度を算定する。

荷重

ｂ. カンヌキ部

（ａ） カンヌキ

カンヌキに生じる応力は、次式により算定する。カンヌキに生じる荷重の例を第○－○図に示す。

M ＝ F･Lb M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカン

： 曲げモーメント（kN･mm） ヌキで負担する

： 作用荷重（kN） M ＝ F･Lb ＝ × ＝ (kN・mm)

： 軸支持間距離（mm） ＝ (kN・mm) （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

Q ＝ F Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

Q ＝ F ＝ (kN)　

ここで、

Q ： せん断力（kN）

： 作用荷重（kN）

874.50

13.25

M

F

カンヌキ 53

F

評価対象部位

73

Lb

発生応力度（N/mm2）

874.5

13.25 66.00

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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応力

ｂ. カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，カンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。

σX＝ σX ：　カンヌキに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

＝

ここで、

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（kN･ｍ）

： せん断力（kN）

： カンヌキの断面係数（mm3） ＝ （kN/mm2）

： カンヌキの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで、

： 曲げモーメント より （kN･ｍ）

： せん断力 より （kN）

： カンヌキの断面係数 より （mm3）

： カンヌキの断面積 より （mm2）

Q

Z

上記

73

A 72.223915

34

A

M

1963
）2

13.25

上記

0.0722239150

35

+3×
M 12270

σｘ
＝ （（

874.5

σX

√ ）2 （

Q

Z

874.5

13.25

1963

12270

）
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逆圧

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の強度評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

ｂ.扉枠より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．カンヌキ受けピンより曲げ応力度を算定する。

荷重

ｂ. カンヌキ部

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる応力は、次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカン

： 曲げモーメント（kN･mm） ヌキで負担する

： 作用荷重（ｋN) ×

： 軸受け間距離（mm）

＝ (kN・mm) （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

Q ＝ Rp Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、 Q ＝ (kN)　

： せん断力（kN）

： 作用荷重（ｋN)

(kN・mm)
13.25F

301.4

4

13.25

91.0

評価対象部位 発生応力度（N/mm2）

ＬP

M

カンヌキ受けピン 54

＝ 301.4375

197

M ＝ ＝

F

Q

RP･LP
4

F･LP
4

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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応力

ｂ. カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度が

カンヌキ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σ ：　 カンヌキ受けピンに曲げモーメントが作用する場合の応力度

ここで、

： 曲げ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（kN･ｍ） ＝ （N/mm2）

： ヒンジピンの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで、

： 曲げモーメント より （kN･ｍ）

： カンヌキ受けピンの断面係数 より （mm3）

＝ τ ：　カンヌキ受けピンにせん断力が発生する場合の応力度

ここで、

： せん断応力度（N/mm2） 2 ×

： せん断力（kN） ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面積（mm2） ＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで、

： せん断力 より （kN）

： カンヌキ受けピンの断面積 より （mm2）

上記より

M ＝ ＞ τ ＝

曲げモーメントが厳しくなる。

0.196479791 （ｋN/mm2）

0.0134956203

196.479791

13.49562029

（kN/mm2）

301.4

Z 1534

σ

σ ＝
301.4

Z

＝ ＝
1534σ

M

τ ＝

Q 13.25

A 490.9

197 14

Q

A 14

＝
490.9

13.2500
＝

上記

38

τ

上記

197

M

39

τ

MZ

Q2･A

MZ

Q2･A
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逆圧

カンヌキ受けボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の強度評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

b.(ｃ)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

(ｃ)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる荷重は，次式により算定する。

T ＝ F T ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がカンヌキ受けボルトに引張力として作用す

ることから次式より求める

ここで、 T ＝ F ＝ (kN)

： 引張力(kN)

： 作用荷重(kN)

カンヌキ受けボルト

13.25

F

T

55 43

評価対象部位 発生応力度（N/mm2）

カンヌキ受けボル

ト

RP
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応力

ｃ. カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，ボルトの短期許容応力度以下で

あることを確認する。

σT ＝ σT ：　カンヌキ受けボルトに発生する引張力による引張応力度を次式より

求める。ここでカンヌキ部1か所における引張力を負担するボルト

本数は 2 本である。

ここで、

： 引張応力度（N/mm2） 2 ・

： 引張力(kN) ＝ （N/mm2）

： 本数 ＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

： M16　１本当たりの断面積

（kN/mm2）0.0421974522

42.19745223T

ｎ 43

σT 157.0
σT ＝ ＝

13.25
＝

Ab

Tn･Ab Tn･Ab
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強度計算書

扉板の許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SS400

扉板の許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１」（2015年版）より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

400 235

235

扉板 235 曲げ61

235 400

235

評価対象部位 許容限界値（N/mm2）

0.7
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強度計算書

芯材の許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SS400

芯材の許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１」（2015年版）より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

許容せん断応力度fs，F：基準値

⇒ （N/mm2）  （小数点第一位切り捨て、整数表示）

135

許容限界値（N/mm2）

62

235

芯材

0.7 235

ｆs = = =
F 235

400

235

評価対象部位

235

400

235 曲げ

135.6773 (N/mm2)

135

せん断

	 3	 3
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カンヌキの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SUS304

原子炉建屋水密扉○のカンヌキの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４３０３」P1213より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

評価対象部位 許容限界値（N/mm2）

205

205

カンヌキ 63

205

曲げ

0.7

520

205 520
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強度計算書

カンヌキ受けピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SCM440

カンヌキ受けピンの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

835

835

980

686980

68664 曲げ

評価対象部位 許容限界値（N/mm2）

カンヌキ受けピン

0.7
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カンヌキ受けボルトの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SCM435

カンヌキ受けボルトの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

930

785 930 0.7 651

651 引張

785

許容限界値（N/mm2）

カンヌキ受けボルト 65

評価対象部位
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扉板の許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

芯材の許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

主桁

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

0.140425532

0.110638298

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

61

26 235

33

扉板

0.11

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

51

71 0.11

52 62

235

0.14

芯材 72 0.14
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カンヌキの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

0.06605223

0.287172012

0.35609756

カンヌキ受けピン 74

0.07

55 65

63

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

54 64

197

43

53

0.29

0.36

73 205

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

カンヌキ 73 0.36

651

カンヌキ受けボルト 75 0.07

0.29

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

686
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強度計算書

1 . 強度評価に用いる条件（原子炉建屋水密扉）

強度計算条件を下記に示す。

上記の条件より下表の部位を評価する。

凡例 ○ ：評価箇所を示す。

－ ：評価対象外を示す。

想定津波高さ　T.P.+30.7m

RB床面高さ　T.P.+8.2m

－

－

－

－

－

－

正圧

○

－

－

－

漂流物衝突荷重①

流速

V

（ m/s ）

2

漂流物の衝突荷重（道示）車両幅

B

（ mm ）

－

  漂流物の衝突荷重

ＰH

（ kN ）

2.9

h

 （ mm ）

－

車両重量

W

（ kg ）

1500

ＰH  = 0.1 ×W ×g× V

（ N ）

2942

車両高さ

W B L V F = 1.3・V√Km（1+c）

扉枠取付箇所
余震係数

 （ｍ） （ｔ/ｍ3）

扉枠取付箇所

ヒンジ部

カンヌキ部

■ 強度計算 （原子炉建屋付属棟東側水密扉No.11） 【Ａ”タイプ】

評
価
対
象
部
位

水圧方向

ヒンジ形式

正圧 逆圧

水頭

正圧 逆圧

水の密度

水平 鉛直

２軸タイプ 0.64 0.53 4.1 － 1.03 －

ヒンジ形式

カンヌキアンカー

カンヌキ

ヒンジアーム

躯体壁面

２軸

ヒンジボルト

躯体開口内

カンヌキ受けピン

カンヌキボルト

扉板

芯材

ヒンジアンカー

ヒンジピン

漂流物衝突荷重②

  漂流物の衝突荷重

ＰH

足場板高さ

t

足場板重量 足場板幅 足場板長さ 流速 漂流物の衝突荷重（FEMA）

（ kN ）

10 200 1200 2 12.7 12.7

 （ mm ）

35

（ kg ） （ mm ）  （ mm ） （ m/s ） （ N ）

1



強度計算書

は入力値

： 扉体自重 は計算値

自重の内訳は次の通り は既に入力又は計算された値

G1 ： 扉本体（カンヌキ装置、ヒンジ含む） kg ｋN

G2 ： 枠本体（強度計算では含めない） kg ｋN

G ： 合計（強度計算では枠本体の自重は含めない） kg ｋN

補足資料の数値計算説明書においては水密扉の自重に枠本体自重を含める

58.84

Ｇ

58.84

注）

6000

Ｇ ｋＮ 扉体自重

凡例：

58.84

4000 39.23

6000

1

2



強度計算書

 L：扉体の区画短辺の長さ

　　該当部位は，次の通り。

Ｌ7 0.000

1.600Ｌ

Ｌ4 0.000

Ｌ5 0.000

Ｌ6

ｍ 区画の長さ 2

Ｌ3 0.000

Ｌ 区画の長さ

0.000

Ｌ1 1.600

Ｌ2 0.000

Wu

Wd 扉板受圧範囲の例

PH

3



強度計算書

：区画上端の単位長さ当たりの作用荷重

扉板評価に必要な作用荷重を算定する。ここでは，重畳を考慮した荷重

となることから

添付資料○　7.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

Wu=（Phｕ’+Ps）･B

ここで

：評価区画上端部の浸水による単位長さ当たりの静水圧荷重

= ρ・g・ｈu ＝ ×9.80665× ＝ ＝ (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第3-2表よりρ：水の密度 （t/m3）

g ：重力加速度9.80665（m/s2）
ｈu ：当該部分の浸水深さ（区画上端高さ） ＝ (m）

1.000

1.000

10.10

Wu

Phｕ’

Phu’

Wu kN/m
区画上端の単位長さ当

たりの作用荷重
3 28.61

1.03

1.03

10.10085

Wu

Wd 扉板受圧範囲の例

PH H
g

Ph'

Phu'

Phd'

4



強度計算書

：余震による受圧面積に対する地震荷重

Pｓ = G・KH/（Hg・B） = × / （ × ） = = (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

G ：扉体自重 （KN）

KH ：水平震度

Hg ：受圧髙 （ｍ）

B ：受圧幅 （ｍ）

9 より受圧幅Ｂ =

Wu=（Phｕ’+Ps）･B = （ + ） × ＝ = (ｋN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

区画上端の単位長さ当たりの作用荷重表

Wu

28.61

3.025

1.60

10.100 7.780 1.600

0.000

1.600

Pｓ

58.84 0.64 3.025 1.600 7.780495868 7.780

58.84

0.64

L5 0.000

0.000

0.000

L3

L4

L7

区画の長さ

L2

0.000

1.600

L

L1 1.000

ｈu

L6

Ps

7.780

28.6128.608

0.000

Phu’

10.10

5



強度計算書

Wd ：区画下端の単位長さ当たりの作用荷重

扉板評価に必要な作用荷重を算定する。ここでは，重畳を考慮した荷重

となることから

添付資料○　7.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

Wｄ=Pｈｄ’･B

ここで

：評価区画下端部の浸水による静水圧荷重

＝ ρ・g・ｈd ＝ ×9.80665× ＝ ＝ (ｋN/m2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第3-2表よりρ：水の密度 （t/m3）

g ：重力加速度9.80665（m/s2）
ｈd ：当該部分の浸水深さ（区画下端高さを考慮） ＝ + ＝ (m）

　　　　　　　　

：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m2)

77.50

1.00 3.025

40.66

4.025

4
区画下端の単位長さ当

たりの作用荷重

Pｈd’

Phｄ’

Wd kN/m

1.03

1.03

40.655924.025

7.780Pｓ

Wu

Wd 扉板受圧範囲の例

PH H
g

Ph'

Phu'

Phd'

6
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9 より受圧幅Ｂ ＝

Wu=（Phｕ’+Ps）･B = （ + ） × ＝ = (ｋN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

区画下端の単位長さ当たりの作用荷重表

40.66 1.600 77.504

L

77.50

Wu区画の長さ

4.0251.600

1.600

L1

77.50

Phu’ｈu Ps

40.66 7.780

7.780

7
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：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数

　　　建築構造学体系11　平板構造　図5-1　等分布荷重四辺固定スラブ

　　　の曲げモーメントとたわみより

ｌx ：短辺方向図面より

ｌy ：長辺方向図面より

ｌｙ
ｌｘ

L6

0.085

＝

Mx1

L2

グラフより を採用
3.025

3.025

0.085

0.085

L4

Mx1

＝

Mx1 －
等分布荷重による曲げ

応力算定用の係数
5

1.90
1.600

L

L1

L3

L7

L5

計算値

1.90

ｌｙ
ｌｘ

3.025

1.600

1.600

0.085

8
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：等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数

　　　建築構造学体系11　平板構造　図5-2　等変分布荷重四辺固定スラブ

　　　の曲げモーメントとたわみより

　　 ｌx ：短辺方向図面より

　　 ｌy ：長辺方向図面より

　　 ｌｙ

　　 ｌｘ

L2

Mx2

計算値

Mx2

3.025

1.600
＝

0.050

L

L1

L4

1.90

－

グラフより

1.600

＝
3.025

3.025
0.050

ｌｘ

L7

L3

ｌｙ
Mx2

等変分布荷重による曲
げ応力算定用の係数

6

L6

L5

1.600

1.90 を採用0.050

9
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Z ：扉板の断面係数

扉板の最小断面係数を算定する。

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

1

6

　b：弱軸側評価となる長辺方向距離 m ＝

　h：パネル厚さ　PL-

＝×

最小断面係数

mm

1.600

7 3227000

(mm3）（ 110

110

＝ ×

mm3

1600

Z

mm1600

3227000）2Z=	
	
･b･h	

扉板（パネル厚さ：h）

受
圧
高
 
H g

受圧幅 B

10
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：芯材の受圧高

当該部分は，以下のとおり。

3.025Hg ｍ 受圧高

Hg

8

受
圧
高
 H

g

受圧幅 B

受
圧
高
 H

g

11



強度計算書

B ：芯材の受圧幅

当該部は，以下のとおり。

ｍ 受圧幅B 1.6009

受
圧
高
 H

g

受圧幅 B

受
圧
高
 H

g

12
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Phu：芯材に作用する浸水津波荷重又

は溢水による静水圧及び余震による荷重（上部）

  添付資料○水密扉計算書　7.3（１）荷重の設定　

b.　浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重(Ph)算定式より

　　　Ph ＝ ρ・g・hu

　　上部静水圧荷重算定のため，

添付資料○第3.2-1表より

　　　　　ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　 水圧作用高さE.L. （m）

　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）
　　　　　　　　　ｈu：当該部分の浸水深さ（区画上端高さ）＝ （ｍ）

＝ ρ・g・hu+Ps ＝ ×9.80665× （ - - ） +

　　　 　 ＝ ×9.80665× + ＝

＝ （kN/m2）  （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m2)

溢水による静水圧荷重（上部）表

L

L1

17.88

4.080

1.03

Phu 7.780

L3

L4

L5

Phu

1.03

17.88

Ps

1.000

10
溢水による静水圧及び
余震による荷重（上部）

7.780

L6

L7

1.000

1.000

hu区画短辺の長さ

1.600

kN/m2

7.780

Pｓ

Phu

17.88

7.780

0.055 3.0254.0801.03

17.8808495

受
圧
高
 H

g

受圧幅 B

受
圧
高
 H

g

13
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Phu：芯材に作用する浸水津波荷重又

は溢水による静水圧荷重（下部）

  添付資料○水密扉計算書　7.3（１）荷重の設定　

b.　浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重(Ph)算定式より

Ph ＝ ρ・g・hd

　　上部静水圧荷重算定のため，

　　　　　ρ：水の密度 （t/m3）

　　　　　　 水圧作用高さE.L. （m）

　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）
　　　　　　　　　ｈd：当該部分の浸水深さ（区画下端高さ）＝ （ｍ）

＝ ρ・g・hu+Ps ＝ ×9.80665× （ - ） +

　　　 　 ＝ ×9.80665× + ＝

＝ （kN/m2）  （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m2)

溢水による静水圧荷重（下部）表

L

L1 7.780

7.780

Phｄ

Phd

4.080

48.44

溢水による静水圧荷重（下部）

4.025

48.4411

7.780

4.025

L6

L5

L4

L7

L3

kN/m2

1.03

1.03

Ps

区画短辺の長さ

区画短辺の長さ

1.03 4.080 0.055

48.43591924

Pｓ

Phｄ

48.44

hd

4.025

7.780

受
圧
高
 H

g

受圧幅 B

受
圧
高
 H

g

14
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扉板部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

a.扉板より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．扉板より曲げ応力度

を算定する。なお，扉板にせん断力は発生しない。

(1)　応力算定 

a.　扉板

扉板に生じる荷重は，浸水津波及び余震荷重を考慮し，等変分布荷重，等分布荷重を受ける周辺固定支持の矩形板

及び漂流物衝突荷重を考慮し、集中荷重を受ける両端固定支持の梁として，次式により算定する。

M ＝ M1+M2 扉板に発生する曲げモーメント

M ＝ M1+M2 ＝ +

ここで ＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

M1 ＝ Mx1・Wu・L2＋Mx2・(Wd－Wu)・L2

浸水津波及び余震荷重による扉板に発生する曲げモーメント

扉板に発生するモーメントは，評価区画扉部において，作用する荷重は台形荷重となることから等分布荷重と不等分布荷重に分けること

ができる。このことから，芯材による4辺固定における扉板の曲げモーメントは，等変分布荷重四辺固定スラブ曲げモーメント式と不等分布

荷重四辺固定スラブの曲げモーメント式を足した次式であらわされる。

M1 = Mx1・Wu・L2＋Mx2・(Wd－Wu)・L2

= × ×（ ×（ - ）2

=

= (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

扉板に発生する曲げモーメントの諸元表

ここで， 

：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数（-）　 5  より

：区画上端の単位長さ当たりの作用荷重(kN/m)　 3  より

：区間短辺の長さ（m）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9  より

：等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数(-) 6  より

：区画下端の単位長さ当たりの作用荷重(kN/m)　 4  より

M1 = Mx1・Wu・L2＋Mx2・(Wd－Wu)・L2

Mx1

Wd

Mx2

Wu

L

評価対象部位 発生応力度（N/mm2）

扉板 51 5

＝M2
8

PH･L

12.48

M：

0.050）2　+

（-）

L3

28.61

L4 L5 L6 L7単位

0.050

12.483456

(kN･m)

0.085

（-）

(kN/m)

(m)

1.600

77.50

Ｍ1：

0.085

77.50 28.61 ）×（1.600

15.73

12.48

L1

(kN/m)

28.61

1.600

12.48 3.25

（1）

Wu

Wd 扉板受圧範囲の例

PH

15



強度計算書

漂流物衝突荷重及び風荷重による扉板に発生する曲げモーメント

扉板に発生するモーメントは，評価区画扉部において，作用する荷重は集中荷重となる。

このことから，芯材による両端固定における扉板の曲げモーメントは，次式であらわされる。

×

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで， 

：漂流物衝突荷重 下記より （kN）

：区間短辺の長さ（m）　　　　　　　 9  より

ここで， 

＝  1.3・umax√Kmd（1+c）

＝ ### × × × ＝ （N）

＝ （kN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（kｇ）

（m/s2）

（m/s）

【Ⅴ-3-別添2-1-6　建屋の強度計算書より】

風荷重Wk＝ｑ×Ｃ×Ａ Ｈ

＝ N ＺG

＝ kN Ｚｂ

α

Ｇ

VD

Er

Ｅ

q

Ｗ

Ｗ

3.33

風力係数Ｃ 0.41

1273710(1+0)

0.15

ガスト影響係数 2.00

基準風速 30.00

1.29

_   ：漂流物の質量（kg）

　  ：付加質量係数（0～0.3）

_ 	 	 ：漂流物を運ぶ流体の最大流速（m/s）

　 ：漂流物の有効軸剛性（N/m） 2.4×106

Ｍ2：

PH

L

F

M2 ＝

3.25

3567.55

3.57

受圧面積Ａ 3025×1600＝

(PH+Wk)･L
＝

16.3

4.84

2,4×106

12.7

2

10

0

2

原子炉建屋高さ

告示1454

告示1454

原子炉建屋原子炉棟　受圧面積Ａ：5585*5400

原子炉建屋付属棟東　受圧面積Ａ：3025*1600

告示1454

12.7

1.600

55.65

350.00

5.00

1797.80

22230.11

3567.55

1.600

8 8

（1）

16



強度計算書

(2)　断面検定

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確認する。なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

a.　扉板

　　扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確認する。

M

Z

M

Z

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

扉板に生じる曲げ応力度の諸元表

ここで， 

M：扉板の曲げモーメント(k･m)　　上述算定結果より

Z：扉板の断面係数（mm3）　　　　　　　　　　　　 ７ より

M

Z
σ＝

×106

4.8745

15.73

L1

＝ ＝

σ＝

3227000
σ＝

σ：扉板に生じる曲げ応力度

L3 L4

5

L5

(kN･m)

(mm3)

（N/mm2）

単位

3227000

5

15.73

L6 L7

17



強度計算書

扉板の許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質： SUS304

・厚さ： （mm）

扉板の許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４３０３」P1213より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

110

205 520 0.7 205

評価対象部位 許容限界値（N/mm2）

扉板 205 曲げ61

205 520

18



強度計算書

扉板の許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

71 0.03

0.03

51

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

61

5 205 0.02439

扉板

19



強度計算書

1 . 強度評価に用いる条件（原子炉建屋水密扉）

強度計算条件を下記に示す。

想定津波高さ　T.P.+23m

RB床面高さ　T.P.+8.2m

上記の条件より下表の部位を評価する。

凡例 ○ ：評価箇所を示す。

－ ：評価対象外を示す。

■ 強度計算　（原子炉建屋付属棟西側水密扉No.23）　【Ａ’タイプ】

正圧 逆圧

水頭

正圧 逆圧

水の密度

水平 鉛直

２軸タイプ 0.64 0.53 6.8 － 1.03 －

ヒンジ形式
余震係数

 （ｍ） （ｔ/ｍ
3
）扉枠取付箇所

躯体開口内

－

1



強度計算書

は入力値

： 扉体自重 は計算値

自重の内訳は次の通り

G1 ： 扉本体（カンヌキ装置、ヒンジ含む） kg ｋN （小数点第三位切り上げ、小数点第二位表示）

G2 ： 枠本体（強度計算では含めない） kg ｋN （小数点第三位切り上げ、小数点第二位表示）

G ： 合計（強度計算では枠本体の自重は含めない） kg ｋN

補足資料の数値計算説明書においては水密扉の自重に枠本体自重を含める

凡例：

1050 10.30

4.42

10.30

ｋＮ 扉体自重 1 10.30

Ｇ

450

1050

注）

Ｇ

2



強度計算書

 L：扉体の区画短辺の長さ

　　該当部位は，次の通り。

採用→

Ｌ 区画短辺の長さ

Ｌ1 0.280

Ｌ2 0.240

ｍ 区画短辺の長さ 2

Ｌ3 0.300

0.240

Ｌ7 0.280

0.280Ｌ

Ｌ4 0.300

Ｌ5 0.300

Ｌ6

横桁

3



強度計算書

：区画上端の単位長さ当たりの作用荷重

扉板評価に必要な作用荷重を算定する。

ここでは，浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから

添付資料○　9.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

Wu=（Phｕ’+Ps）･B

ここで

：評価区画上端部の浸水による静水圧荷重

= ρ・g・ｈu ＝ ×9.80665× ＝ ＝ (ｋN/m
2
)  （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

g ：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈu ：当該部分の浸水深さ（区画上端高さ） ＝ (m）

：余震による受圧面積に対する地震荷重

Pｓ = G・KH/（Hg・B） = × / （ × ） = = (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

G ：扉体自重 （KN）

KH ：水平震度

Hg ：受圧髙 （ｍ）

B ：受圧幅 （ｍ）

Pｓ

10.30 0.64 1.940 1.005 3.381032979 3.381

10.30

0.64

2.660

2.660 26.87

1.940

1.005

Wu

Wu

Phu’

Phｕ’ 26.86826

30.40

1.03

1.03

kN/m
区画上端の単位長さ当

たりの作用荷重
3

横桁

Wu

Wd

Hg

P1 P2

Ph' Pd'K's

Phu'

Phd'

4
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9 より受圧幅Ｂ ＝

Wu=（Phｕ’+Ps）･B = （ + ） × ＝ = (ｋN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

区画上端の単位長さ当たりの作用荷重表

採用→

16.39

18.82

21.87

24.91

27.96

30.40

1.280

1.520

1.820

L6

L7

L3

L4

30.4030.40225526.87 3.381 1.005

Wu

13.55

Ps

3.381

3.381

21.41

3.381

3.381

12.93 3.381

3.381

1.000

ｈu

2.420

2.660

0.240

L

0.300

0.300

L5

区画短辺の長さ

L1

0.300

0.240

0.280

Phu’

10.10

1.005

0.280

2.120

L2

15.35

18.38

3.381

24.44

26.87

5
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Wd ：区画下端の単位長さ当たりの作用荷重

扉板評価に必要な作用荷重を算定する。

ここでは，浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから

添付資料○　9.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

Wｄ=Pｈｄ’・B

ここで

：評価区画下端部の浸水による静水圧荷重

＝ ρ・g・ｈd ＝ ×9.80665× ＝ ＝ (ｋN/m
2
)  （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

g ：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈd ：当該部分の浸水深さ（区画下端高さを考慮） ＝ (m）

　　　　　　　　

：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)3.381Pｓ

1.03Phｄ’ 2.940 29.7029.6965

区画下端の単位長さ当
たりの作用荷重

Pｈd’

1.03

Wd 4 33.25kN/m

2.940

横桁

Wu

Wd

Hg

P1 P2

Ph' Pd'K's

Phu'

Phd'

6
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9 より受圧幅Ｂ ＝

Wu=（Phｕ’+Ps）･B = （ + ） × ＝ = (ｋN/m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

区画下端の単位長さ当たりの作用荷重表

採用→

Wd

16.39

18.82

21.87

24.91

3.381

L

33.2529.70 1.005 33.246405

3.381

18.38

21.41

Ps

1.520

1.820

0.280

0.240

0.300

L7 29.70

3.381

3.381

27.96

30.40

33.25

26.87

L4

ｈd区画短辺の長さ

L1

3.3810.300

0.300

3.381

3.381

3.381

2.9400.280

0.240

L2

L3

1.280

2.420

2.660

L5

1.005

24.44

Pｈd’

12.93

15.35

L6

2.120

7
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：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数

　　　建築構造学体系11　平板構造　図5-1　等分布荷重四辺固定スラブ

　　　の曲げモーメントとたわみより

ｌx ：短辺方向２ より

ｌy ：長辺方向図面より

ｌｙ
ｌｘ

採用→

0.085

0.085

計算値

3.59

4.19

0.085

L

L1

L4

L5

L2

を採用

3.35

0.280

Mx1

－
等分布荷重による曲げ

応力算定用の係数

0.280

1.005
0.085

0.300

4.19

0.280

グラフより

0.300

0.085
L7

0.300

3.35

5

3.59＝

Mx1

＝

1.005
3.35 0.085

ｌｙ
ｌｘ

0.085

1.005

1.005

1.005

1.005

0.085
0.240

L3

1.005

3.59

1.005

Mx1

0.280

0.085

1.005

L6 0.240

0.085

8
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：等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数

　　　建築構造学体系11　平板構造　図5-2　等変分布荷重四辺固定スラブ

　　　の曲げモーメントとたわみより

　　 ｌx ：短辺方向２ より

　　 ｌy ：長辺方向図面より

　　 ｌｙ

　　 ｌｘ

採用→

0.05

0.05

0.240

0.053.35

0.280

1.005

3.35
L5

計算値 Mx2

0.300

0.280

ｌｙ

＝

0.280

－
等変分布荷重による曲
げ応力算定用の係数

を採用
1.005

0.300

0.05

ｌｘ

1.005
4.19

3.59

0.05

6Mx2

グラフより

L7 0.280

0.05
L6

1.005

＝

0.300

1.005
3.35

0.05
0.240

3.59

L

L1

L2

1.005

1.005

3.59 0.05

4.19

L3

1.005

L4

Mx2

0.05

1.005

9
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Z ：扉板の断面係数

扉板の断面係数を算定する。

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

1

6

　b：弱軸側評価となる長辺方向距離 m ＝

　　※芯材受部距離含む

　h：パネル厚さ　PL-

採用→

19660

19660

19660

19660

19660

19660

Ｚ

19660

L

L1

L2

L3

L4

L5

L6

L7

＝819

断面係数

(mm
3
）

819

＝ × 19660

Z mm
3

× ）
2

196607

mm12

ｂ ｈ

 （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

0.819

0.819

0.819

120.819

0.819

0.819

（ 12

12

12

0.819

mm

0.819

12

12

12

12

Z=	
	
･b･h	Z=	
	
･b･h	

（パネル厚さ:h）
扉板

b

10
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：芯材の受圧高

当該部分は，以下のとおり。

Hg

Hg

ｍ 受圧高 8 1.940

受
圧
高
 
H g

受圧幅 B

11
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B ：芯材の受圧幅

当該部は，以下のとおり。

B ｍ 受圧幅 9 1.005

受
圧
高
 
H g

受圧幅 B

12
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Phu：芯材に作用する浸水津波による静水圧及び余震による荷重（上部）

  添付資料○水密扉計算書　（１）荷重の設定　

b.　浸水津波に伴う静水圧(Ph)算定式より

　　　Ph ＝ ρ・g・hu

　　上部静水圧算定のため，

添付資料○第3-2表より

　　　　　ρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　 水圧作用高さE.L. （m）

　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

　　　　　　　　　ｈu：当該部分の浸水深さ（区画上端高さ）＝ （ｍ）

＝ ρ・g・hu ＝ ×9.80665× （ - - ） +

　　　 　 ＝ ×9.80665× + ＝

＝ （kN/m
2
）  （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

浸水津波による静水圧及び余震荷重（上部）表

L

採用→ L1

L2

L3

L4

L5

L6

L7

Pｓ 3.381

3.381

3.381

3.381

16.31

18.73

21.76

24.79

27.83

30.25

1.9400.0502.991.03 3.381

13.4818495

0.280

0.240

0.300

0.300

0.300

0.240

0.280

区画短辺の長さ

2.660

2.420

2.120

13.48

PhuPs

3.381

13.48

1.280

1.000

浸水津波による静水圧及び
余震による荷重（上部）

1.03

2.99

1.03

Phu

kN/m
2 10Phu

hu

1.520

3.381

3.381

1.820

3.381

1.000

13.48

1.000

3.381

受
圧
高
 
H g

受圧幅 B

受
圧
高
 
H g

13
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Phd：芯材に作用する浸水津波による静水圧及び余震による荷重（下部）

  添付資料○水密扉計算書　（１）荷重の設定　

b.　浸水津波に伴う静水圧(Ph)算定式より

Ph ＝ ρ・g・hd

　　下部静水圧算定のため，

　　　　　ρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　 水圧作用高さE.L. （m）

　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

　　　　　　　　　ｈd：当該部分の浸水深さ（区画下端高さ）＝ （ｍ）

＝ ρ・g・hu+Ps ＝ ×9.80665× （ - ） +

　　　 　 ＝ ×9.80665× + ＝

＝ （kN/m
2
）  （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

浸水津波による静水圧及び余震荷重（下部）表

L

L1

L2

L3

L4

L5

L6

採用→ L7

3.381

区画短辺の長さ Phu

0.280

0.240

0.300

0.300

0.300

18.73

21.76

33.08

1.820

2.120 24.79

27.83

30.253.3810.240

kN/m
2Phｄ

浸水津波による静水圧及び
余震による荷重（下部）

2.940

hu

1.280

1.520

0.280

1.03

Pｓ

Phu

1.03

1.03

16.31

2.99 0.050

33.07749753

3.381

2.940 3.381

11

33.08

2.420

2.660

2.99

2.940

Ps

3.381

3.381

3.381

3.381

3.381

3.381

33.08

受
圧
高
 
H g

受圧幅 B

受
圧
高
 
H g
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強度計算書

Z　：芯材（主桁）の断面係数

芯材の断面係数を算定する。

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-23ページより）

1 2

6

＝ （mm
3
）

＝ （mm
3
）  （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Ｚ ＝

× 100

31666.67

×＝

Z mm
3 断面係数

31670

14 31670

19

bh	

b

扉板

h

15



強度計算書

A　：芯材（主桁）の断面積

芯材の断面積を算定する。

A ＝ × ＝ （mm
2
）  （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

mm
2

19

断面積A

100 1900

190015

b

扉板

h

16



強度計算書

Y：芯材（主桁）の主桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

16 0.969Y ｍ 主桁ピッチ

主桁ピッチ

17



強度計算書

a1～ａ7：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

ｍ

ｍ

ｍ

20 0.300

横桁ピッチ 19

21 0.300

横桁ピッチ 17a1

0.300

横桁ピッチ

横桁ピッチ

a4

a2 横桁ピッチ

0.280

a6

a7

ｍ

23

a5 ｍ

a3

ｍ 0.240

ｍ 横桁ピッチ

18

0.280

横桁ピッチ 22 0.240

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

18



強度計算書

a1：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

横桁ピッチa1 ｍ 17 0.280

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

19



強度計算書

a2：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

a2 ｍ 0.240横桁ピッチ 18

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

20



強度計算書

a3：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

ｍa3 0.300横桁ピッチ 19

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

21



強度計算書

a4：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

a4 ｍ 横桁ピッチ 0.30020

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

22



強度計算書

a5：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

21a5 ｍ 0.300横桁ピッチ

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

23



強度計算書

a6：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

ｍa6 22横桁ピッチ 0.240

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

24



強度計算書

a7：芯材（横桁）の横桁ピッチ

当該部分は，以下のとおり。

23 0.280横桁ピッチｍa7

a
7

a
1

a
2

a
3

a
4

a
5

a
6

横
桁
ピ
ッ
チ

25



強度計算書

P1：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P1 = Ph1’+Ps

ここで

Ph1’：評価作用位置における浸水津波による荷重

＝ ρ・g・ｈ＝ ×9.80665× ＝

＝ (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　　　　　第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈ：当該部分の浸水深さ ＝ (m）

P1 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)3.381

11.51 14.893.381

1.140

1.140

24

1.03

14.89津波及び余震荷重

11.51497　Ph1’

P1 kN/m
2

11.51

1.03

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h

26



強度計算書

P2：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P2=Ph2’+Ps

ここで

Ph2’：評価作用位置における浸水津波による荷重

＝ ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

　　　　　　　第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈ：当該部分の浸水深さ = (m）

　　　　　　　　

P2 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

14.14 3.381 17.52

3.381

1.03 1.400

1.400

　　Ph2'

17.52津波及び余震荷重kN/m
2 25

14.14

14.14119

1.03

P2

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h
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強度計算書

P3：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P3=Ph3’+Ps

ここで

Ph3’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　　　　　第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈ：当該部分の浸水深さ = (m）

　　　　　　　　

P3 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

20.25

3.381

1.670

1.670

1.03 16.86842

津波及び余震荷重

16.87

16.87 3.381

20.2526

　Ph3’

P3

1.03

kN/m
2

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h
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強度計算書

P4：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P4=Ph4’+Ps

ここで

Ph4’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　　　　　第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈ：当該部分の浸水深さ = (m）

　　　　　　　　

P4 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

19.90 3.381 23.28

3.381

1.970

23.28

19.89867

1.970

19.90

P4 kN/m
2

　Ph4’

津波及び余震荷重

1.03

27

1.03

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h
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強度計算書

P5：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P5=Ph5’+Pｓ

ここで

Ph5’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　　　　　第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈ：当該部分の浸水深さ = (m）

　　　　　　　　

P5 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)3.381

22.93 3.381 26.31

22.93

kN/m
2 津波及び余震荷重 28 26.31

2.270

2.270

1.03

P5

22.92893　Ph5’ 1.03

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h
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強度計算書

P6：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P6=Ph6’+Ps

ここで

Ph6’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　　　　　 ρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s2）

ｈ：当該部分の浸水深さ = (m）

　　　　　　　　

P6 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

25.66 3.381 29.04

3.381

1.03

25.66

25.656162.540

2.540

P6

1.03

　Ph6’

29.04kN/m
2 津波及び余震荷重 29

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h
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強度計算書

P7：芯材（横桁）に作用する浸水津波及び余震荷重

浸水津波及び余震を考慮した荷重となることから添付資料○　3.3　荷重及び荷重の組合せ（１）より

P7=Ph7’+Pｓ

ここで

Ph7’：評価作用位置における浸水津波による荷重

= ρ・g・ｈ = ×9.80665× ＝

= (ｋN/m
2
) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　　　　　第3-2表よりρ：水の密度 （t/m
3
）

　　　　　　　　　　　　　　　g：重力加速度9.80665（m/s
2
）

ｈ：当該部分の浸水深さ = (m）

　　　　　　　　

P7 ＝ Ph1’+Ps ＝ + ＝ (kN/m
2
）

Pｓ ：余震による受圧面積に対する地震荷重 = (ｋN/m
2
)

以上を纏めると下表となる。

28.28 3.381 31.66

3.381

29.04

1.03

単位

28.28

ｍ

31.66

P7

P2 25 17.52

P5

20.25

28.28238　Ph7’ 1.03

津波及び余震荷重

2.800

2.800

23.28

P7

単位

P1

P6

28

31.66

29

kN/m
2

kN/m
2

ｈ：浸水深さ津波荷重番号

1.970

2.270

14.89

26.31

27

2.540

2.800

記号

P3

P4

1.140

1.400

1.67026

24

30

30

a
6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a
4

a3
a2

a1
a
7

P3

P2

P1

P7

h
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強度計算書

Z　：芯材（横桁）の断面係数

　　芯材（横桁）の断面係数を算定する。

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-23ページより）

1 2

6

＝

＝ (mm
3
) （有効数字5桁目四捨五入、有効数4桁表示）

断面係数

Z ×

31 63330

×

Z

38

㎜
3

100==

63330

63333.33

1
6b･h

2

b

h
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強度計算書

A　：芯材（横桁）の断面積

芯材（横桁）の断面積を算定する。

A ＝ × ＝ （有効数字5桁目四捨五入、有効数4桁表示）

mm
2

38 100 3800

32 3800A 断面積

 (mm
2
)

b

h
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強度計算書

扉板部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

a.扉板より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．扉板より曲げ応力度

を算定する。なお，扉板にせん断力は発生しない。

(1)　応力算定 

a.　扉板

扉板に生じる荷重は，浸水津波荷重又は溢水に伴う荷重に余震荷重を考慮し，等変分

布荷重及び等分布荷重を受ける周辺固定支持の矩形板として，次式により算定する。

　M＝Mx1・Wu・L
2
＋Mx2・(Wd－Wu)・L

2 Ｍ：扉板に発生する曲げモーメント

扉板に発生するモーメントは，評価区画扉部において，作用する荷重は台形荷重となることから等分布荷重と不等分布荷重に分けること

ができる。このことから，芯材による4辺固定における扉板の曲げモーメントは，等変分布荷重四辺固定スラブ曲げモーメント式と不等分布

荷重四辺固定スラブの曲げモーメント式を足した次式であらわされる。

M = Mx1・Wu・L
2
＋Mx2・(Wd－Wu)・L

2

= × ×（ ×（ - ）
2

=

= (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

扉板に発生する曲げモーメントの諸元表

ここで， 

：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数（-）　 5  より

：区画上端の単位長さ当たりの作用荷重(kN/m)　 3  より

：区間短辺の長さ（m）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2  より

：等変分布荷重による曲げ応力算定用の係数(-) 6  より

：区画下端の単位長さ当たりの作用荷重(kN/m)　 4  より

M = Mx1・Wu・L＋Mx2・(Wd－Wu)・L
2

評価対象部位

L7

0.280

0.05

33.25

0.240

L1

0.1810

L4 L5 L6

0.085

30.40

L3

0.1014 0.2043

0.085

0.05

21.87

0.300

0.05

24.91

0.085

16.39

発生応力度（N/mm
2
）

16.39

0.05

0.280

13.55

0.085

Wd

単位

（-）

(kN/m)

(m)

（-）

(kN/m)

(kN･m)0.1577

）×（0.05 30.40

Wu

L

0.2800.085 0.280

0.2138

）
2　

+

0.085

24.91

0.300

0.05

27.96

0.085

27.96

0.240

0.05

30.40

0.213758

0.0872 0.1439

11

Mx2

L2

扉板 51

Mx1

30.40 33.25

18.82

18.82

0.300

0.05

21.87

0.085

↑

0.2138

採用

横桁

Wu

Wd
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強度計算書

(2)　断面検定

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確認する。

a.　扉板

　　扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確認する。

M

Z

M

Z

＝ （N/mm
2
） （小数点第一位切り上げ、整数表示）

扉板に生じる曲げ応力度の諸元表

ここで， 

M：扉板の曲げモーメント(k･m)　　上述算定結果より

Z：扉板の断面係数（mm
3
）　　　　　　　　　　　　 ７ より

M

Z

＝

σ＝

×106

σ＝

0.1014

＝
19660

σ＝

採用

10.87487284

L5 L6

0.2043 (kN･m)

(mm
3
)

（N/mm
2
）

○

10

11

0.2138

56

L1 L2

19660

9

0.1577 0.1810

11

○

L3 L4

19660

L7 単位

0.0872 0.1439 0.2138

11

19660 19660 19660 19660 19660

8

σ：扉板に生じる曲げ応力度
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強度計算書

芯材の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　3.5　評価方法　(１)応力算定　

b.芯材より発生応力を算定し，(２)断面検定　ａ．芯材より応力度を算定する。

　なお，ここでは横桁のせん断，曲げにおいて発生

応力度結果が一番厳しい主桁の曲げの値を記載している。

b.　　 芯材 

　芯材に生じる荷重は、浸水津波及び余震荷重に伴う荷重を考慮し，荷重を負担する芯材について算定する。

荷重負担は横桁で負担するものとして算定する。

水平方向に取付く，横桁については，等分布荷重を受ける両端支持の単純梁として，次式により算定する。

芯材

評価対象部位 発生応力度（N/mm
2
）

52 15

Hg

P1 P2

Ph' Pd'K's

Phu'

Phd'
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強度計算書

(a)　横桁　

：横桁に作用する曲げモーメント

　　 　横桁に作用する荷重は，受圧幅左右を支持点とした梁の両端支持等分布荷重における曲げ

モーメントの公式であらわすことが出来る。 

（機械工学便覧 基礎編　3-27より：両端支持等分布荷重における曲げモーメント）

n=1の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

n=2の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝3の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝4の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

14.89

＝
20.25

Ｍ1

0.4945

0.5985

0.7664

0.8731

0.300

＝

Ｍ2 ＝
0.240

×
0.300

×

8

8

0.969

17.52
×

×
2

0.969

0.969

0.240

0.5984644

×

×

2

2

2

0.969

0.280

8

Ｍ

0.300

Ｍ3 ＝

Ｍ4 ＝

0.300
×

＝

8

23.28

17.52 20.25
＝

×
0.300

22

0.766368

2

0.873058

2

＝

23.28 26.31

0.4945155

※1

a6

Ph Pd

Ks/(B・Hg)

受
持
荷
重

P5

P6

P4

a5
a4

a3
a2

a1
a7

P3

P2

P1

P7
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強度計算書

ｎ＝5の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝6の場合

+ + 2

＝

＝ (kN･m) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで， 

Y ：主桁ピッチ(m) より (m)

a1 ：横桁ピッチ（m） より (m) P1 より （kN/m
2
）

a2 ：横桁ピッチ（m） より (m) P2 より （kN/m
2
）

a3 ：横桁ピッチ（m） より (m) P3 より （kN/m
2
）

a4 ：横桁ピッチ（m） より (m) P4 より （kN/m
2
）

a5 ：横桁ピッチ（m） より (m) P5 より （kN/m
2
）

a6 ：横桁ピッチ（m） より (m) P6 より （kN/m
2
）

a7 ：横桁ピッチ（m） より (m) P7 より （kN/m
2
）

0.240

0.8770

＝

14.89：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

17.52

20.25

23.28

26.31

29.04

31.66

28

×
2

31.66
＝

29.04

29

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

8

22

23

25

2
×

0.240 0.969

8

×
0.300

×

30

0.969

0.300

0.300

0.240

0.280

18

19

Ｍ5

0.877019

21

2

0.926168

0.280

0.9262

0.280

0.240

0.300

Ｍ6 ＝

20

＝

26

0.96916

17

2

26.31 29.04

24

27
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強度計算書

Q：横桁に作用するせん断力

横桁に作用する荷重は，受圧幅左右を支持点とした梁の両端支持等分布荷重におけるせん断力の

公式であらわすことが出来る。 

　　 （機械工学便覧 基礎編　3-27より：両端支持等分布荷重におけるせん断力）

n=1の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

n=2の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝3の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝4の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝Ｑ1

0.300

Ｑ４

×

×

＝
23.28 26.31

0.240

0.969

3.603953

0.280

2

3.163543

×
0.300

0.969

2

2

Ｑ3 ＝

0.969
＝

14.89 17.52

2

17.52 20.25

0.969

2

2
×

0.240 0.300

2

＝

＝

3.604

2.041

2.470

3.164

＝

Ｑ2

×
0.300 0.300

×

2

2.470441

2 2

2.041344

2

20.25 23.28

2
＝

×

×

※1
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強度計算書

ｎ＝5の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ｎ＝6の場合

+ +

＝

＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　 ここで， 

Y ：主桁ピッチ(m) より (m)

1´ a1 ：横桁ピッチ（m） より (m) P1 より （kN/m
2
）

2´ a2 ：横桁ピッチ（m） より (m) P2 より （kN/m
2
）

3´ a3 ：横桁ピッチ（m） より (m) P3 より （kN/m
2
）

4´ a4 ：横桁ピッチ（m） より (m) P4 より （kN/m
2
）

5´ a5 ：横桁ピッチ（m） より (m) P5 より （kN/m
2
）

6´ a6 ：横桁ピッチ（m） より (m) P6 より （kN/m
2
）

7´ a7 ：横桁ピッチ（m） より (m) P7 より （kN/m
2
）

27

Ｑ5

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

0.240

28

＝

3.620305

2

：津波及び余震荷重（kN/m2）

29.04

31.66

26.31

23.28

14.89

17.52

20.25

29

2

0.969

2 2

×

22

30

Ｑ6

：津波及び余震荷重（kN/m2）

：津波及び余震荷重（kN/m2）

21

3.620

3.823

0.300

0.300

＝

＝

23

0.96916

17

18

19

20

0.240

0.280

0.300

0.240

3.82319

0.280

25

26

＝
29.04 31.66

×
0.240 0.280

2

24

26.31 29.04
×

0.300
×

2

0.969
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強度計算書

b.　芯材

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力度以下であることを確認する。

M

Z

Q

A M ×10
6

Z

＝ （N/mm
2
） （小数点第一位切り上げ、整数表示）

ここで， 

M ：横桁の曲げモーメント(kN･m) 上述算定結果 より (kN･m)

Z ：横桁の断面係数(mm
3
) より (mm

3
)

τ：芯材に生じるせん断応力度

Q ×10
3

A

＝ （N/mm2）（小数点第一位切り上げ,整数表示）

ここで， 

Q ：横桁のせん断力(kN)　 上述算定結果 より (kN)

A ：横桁の断面積(mm
2
) より (mm

2
)

3.823

3800

0.9262

63330

3.823

＝σ ＝横主桁　　

横主桁　　

0.9262

6333031

32

3800

1

σ：芯材に生じる曲げ応力度

15

＝

τ ＝ ＝

14.62498

＝ 1.006053

σ ＝

τ ＝ ※2

※２
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強度計算書

扉板の許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質： SS400

・厚さ： （mm）

扉板の許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１」（2015年版）より

降伏点 N/mm
2
，引張強さ N/mm

2
（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm
2
）

許容限界値は， （N/mm
2
）

扉板 235 曲げ61

400

235

400

0.7 235235

235

12

評価対象部位 許容限界値（N/mm
2
）
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強度計算書

芯材の許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質： SS400

・厚さ： , （mm）

芯材の許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１」（2015年版）より

降伏点 N/mm
2
，引張強さ N/mm

2
（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm
2
）

許容限界値は， （N/mm
2
）

許容せん断応力度fs，F：基準値

⇒ （N/mm
2
）  （小数点第一位切り捨て、整数表示）

許容限界値（N/mm
2
）

62

135

135

ｆs

235 400

235 0.7 235

235

235 曲げ

235
= 135.6773 (N/mm

2
)=

F
=

400

19 38

評価対象部位

芯材 せん断

	 3	 3

44



強度計算書

扉板の許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ、小数点第2位表示）

芯材の許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

横桁

発生応力度/許容限界値より前ページ 、 から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ、小数点第2位表示）

扉板

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

0.07

52 62

15 235 0.06383

芯材 72 0.07

71

評価対象部位
発生応力度/
許容限界値

51

0.05

61

11 235 0.046809

0.05
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その1　耐震評価

水密扉の耐震計算書（数値根拠書）

（原子炉炉建屋付属棟北側水密扉1）

（原子炉炉建屋付属棟北側水密扉2）



1.　一般事項

  　本数値説明書は、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 における各水密扉の

  計算条件及び計算結果の内容を示す。

 1.1　計算条件

    　計算結果算出にあたっては、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 のと

    おりとする。

 1.2　計算精度と数値の丸め方

    　「東海第二発電所　工事認可申請における本文及び添付資料の作成要領について」を

    準拠する。該当頁を次頁に添付する。

1



2



3



第4-5表　耐震評価に用いる条件（1/2)

記　号 単　位

WX kN ①

kH ― ②

kV ― ③

Lj m ⑤

L1 mm ⑥

Z1 mm
3 ⑦

A1 mm
2 ⑧

L2 mm ⑨

B2 mm ⑩

Z2 mm
3 ⑪

A2 mm
2 ⑫

第4-5表　耐震評価に用いる条件（2/2)

対象部位 記　号 単　位

19

12271Z3

1963

ロ
ッ
ク
バ
ー

L3

A3

mm 作用点間距離

⑰断面積

本 本数
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト

数　値

軸支持間距離

作用点間距離

断面係数

１本当たりの断面積
（M16）

⑭

130

ブッシュ長さ 80

断面積

4

157

6283

1257

本数 ⑬

断面係数

ヒ
ン
ジ
ボ
ル
ト

n1 本

Ab1 mm
2

⑯

⑮

mm
3 断面係数

⑱

１本当たりの断面積
（M16）

定　義

⑲ 157

n3

Ab3

ピ
ン

mm
2

mm
2

4

数　値定　義

共
通

板

4.95

1.13

0.99

対象部位

共
通

扉体自重

水平震度

断面積

鉛直震度

10666

1.44(1440mm)

67.5

1600

Lr m
扉体重心～ヒンジ中

心間距離
④ 0.595（595mm)

ヒンジ中心間距離

ヒ
ン
ジ

4



第5-1表　原子炉建屋水密扉の耐震評価結果

20   67 25  205 30  0.33

21   14 26  345 31  0.04

22   20 27  118 32  0.17

23    3 28  345 33  0.01

23    3 29  118 34  0.03

（注1）　せん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載

（注2）　枠体を固定するアンカーについては、より荷重の大きな水圧荷重により強度計算書

       の方で評価する。

（注3）　原子炉建屋付属棟北側水密扉１と同一構造

      （水圧荷重：Po=277.5(kN) ＞ 耐震荷重：FH=8.267(kN),FV=7.227(kN) ）

                （Po：水圧荷重は強度計算書による。）

WX kN ① 4.95

KH ― ② 1.13

KV ― ③ 0.99

Lr m ④ 0.595

   Lr　：扉重心位置からヒンジ中心間距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-7-002」参照）

Lj m ⑤ 1.44

   Lj　：最遠端ヒンジ間のヒンジ中心間水平距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-7-002」参照）

L1 mm ⑥ 67.5

   L1　：ヒンジ板において地震による荷重が作用するヒンジ板枠体取付部からヒンジ板

      ヒンジピン取付中心部間の水平距離

 　　　 (添付　枠体組立図「SWT-7-003」参照）

発生
応力度

(N/mm
2
)

発生応力
度/許容
限界値

評価対象部位

扉体重心～ヒンジ中心間距離

作用点間距離

ヒンジ中心間距離

扉体自重

ヒンジボルト

ヒンジ部

ロックバー部

ピン
（注1）原子炉建屋付属棟

北側水密扉１
原子炉建屋付属棟

北側水密扉２
（注３）

板

名　称

ロックバー

ロックボルト

鉛直震度

水平震度

許容
限界値

(N/mm
2
)

5



Z1 mm
3 ⑦ 10666

   Z1 ：ヒンジ板の断面係数

    　ヒンジ板の断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

10666mm
2
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A1 mm
2 ⑧ 1600

   A1　：ヒンジ板の断面積

   　ヒンジ板の断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

1600mm
2

L2 mm ⑨ 130

   L2　：ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジ板支持部におけるヒンジピン

   　 軸支持間の水平距離

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

B2 mm ⑩ 80

   B2  ：地震時ヒンジピンに作用するブッシュ長さ

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

Z2 mm
3 ⑪ 6283

   Z2　：ヒンジピンの断面係数

   　 ヒンジピンの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

断面係数

A1=40x40=

10666.666666mm
2

ブッシュ長さ

Z1=   ・b・h
2
=    x40x40

2
=

作用点間距離

断面係数

断面積

h

b

d1

1

6

1

6

6



   Z2=    ・d
3
=    ｘ40

3
=

⇒ 6283mm
3

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

A2 mm
2 断面積 ⑫ 1257

   A2　：ヒンジピンの断面積

  　  ヒンジピンに断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

A2=    ・d
2
=    x40

2
=

⇒ 1257mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n1 本 ⑬ 4

   n1　：扉体重量をうけもつヒンジ1ヶ所あたりのヒンジボルト（枠体側）の本数

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

Ab1 mm
2 ⑭ 157

   Ab1　：ヒンジボルト（枠体側）(M16)1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab1= 157mm
2

6283.185307

1256.637061

断面積

本数

π

32
π

32

π

4

π

4
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L3 mm ⑮ 19

   L3　：地震時ロックバーに作用する軸支持間距離

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

Z3 mm
3 ⑯ 12271

   Z3　：ロックバーの断面係数

    　ロックバーの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

Z3=    ・d
3
=    ｘ50

3
=

⇒ 12271mm
3
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A3 mm
2 ⑰ 1963

   A3　：ロックバーの断面積

    　ロックバーの断面積を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

A3=    ・d
2
=    x50

2
=

⇒ 1963mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n2 本 ⑱  4

   n2　：扉体重量をうけもつロックバー1ヶ所あたりのロックボルトの本数

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

作用点間距離

本数

1963.495408

12271.8463

断面係数

断面積

d3

π

32

π

32

π

4

π

4
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Ab2 mm
2

19  157

   Ab2　：ロックボルト1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab3= 157mm
2

断面積

9



　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジ板部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 4.4　評価方法 (1)荷重算定　a.及び(a)よ

　り算定する荷重から(2)断面検定a.(a)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

         ヒンジ部は、ヒンジ板、ヒンジピン、ヒンジボルトで構成されており、次式により

        算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から、

　　　　各部材に発生する荷重を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を第4-3図に示す。

　　　　

FH=WX・kH         FH：扉にかかる水平地震力

FV=WX・kV 　    　FH=WX・kH=4.95x1.13=5.5935

Rr=(WX+FV)・     　　  =5.5935(kN) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

          ここで、         FV：扉にかかる鉛直地震力

       WX：扉体自重(kN)         FV=WX・kV=4.95x0.99

       kH：水平震度           =4.9005(kN) 

       kV：鉛直震度 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

       FH：水平地震力(kN)

       FV：鉛直地震力(kN)         Rr：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

       Rr：扉体自重反力(kN)         Rr=(WX+FV)・

          =(4.95+4.9005)x(0.595/1.44)

       Lj：ヒンジ中心間距離(m)           =4.070172

          =4.07(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

20     67

評価対象部位

ヒンジ板

発生応力度(N/mm
2
)

       Lr：扉体重心～ヒンジ中心間距離(

Lr
Lj

Lr
Lj

10



第4-3図　ヒンジ部に生じる荷重の例

   (a)　ヒンジ板

　    ヒンジ板に生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例を第4-4図

　   　　 に示す。

      +Rr

2

          ここで、             扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位

        M：曲げモーメント(kN・m)           ヒンジ部（扉部）、ヒンジアーム、ヒン

       WX：扉体自重(kN)           ジ板（扉枠部）において、一番厳しくな

       FH：水平地震力(kN)           る評価部位となるヒンジ板（扉部）を評

       FV：鉛直地震力(kN)           価する。ここでは、評価上厳しくなる弱

       Rr：扉体自重反力(kN)           軸方向に発生する曲げモーメントに対し

       L1：作用点間距離(mm)           保守的に、水平及び鉛直方向の荷重を考

          慮したものから次式のとおり算出する。

      +Rr

2

 +(WX+FV)
2
・L1

            曲げモーメント
M=

 +(WX+FV)
2
・L1

         M：ヒンジ板に発生する扉自重による

   M=    

2

2

Lj

Lr

FH
2

FH
2

11



2

    =0.704142(kN・m) 

    =704.2(kN・mm) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

      +Rr

2

          は、水平方向荷重及び鉛直方向を考慮し

          ここで、           次式より算定する。

        Q：せん断力(kN)

      +Rr

2

2

    =10.43173

    =10.44(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-4図　ヒンジ板に生じる荷重の例

        +(4.95+4.9005)
2
x0.0675

  =    

         Q：ヒンジ板に発生するせん断力

Q=     +(WX+FV)
2

Q=     +(WX+FV)
2

     +(4.95+4.9005)
2

  =    
2(5.5935/2)+4.070

2

2

2(5.5935/2)+4.070

FH
2

L

FH
2

12



   (2)　断面検定

    　　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認

      する。なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

      a.　ヒンジ部

      (a)　ヒンジ板

           ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により

         算定し、ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=   (   )
2
+3・(   )

2
        σ：ヒンジ板に曲げとせん断が同時作用

　          する場合の応力度

          ここで、

       σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (   )

2
+3・(   )

2

        M：曲げモーメント(kN・m)

        Q：せん断力(kN)           =   (704.2/10666)
2
+3・(10.44/1600)

2

        Z1：断面係数(mm
3
)

        A1：断面積(mm
2
)           =   (0.082336396)

2
+3・(0.00813125)

2

          = 0.066976299(kN・mm
2
)

          = 67(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z1

Q

A1

M

Z1

Q

A1
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  原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジピン部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定　a.及び

　(b)より算定する荷重から(2)断面検定a.(b)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

        ヒンジピンに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を

      第4-5図に示す。

         ジ板支持部を支持間隔とした水平方向荷重

          ここで          がブッシュ幅でヒンジピンに作用すること

        M：曲げモーメント(kN・m)          から、曲げモーメントを次式より求める。

       FH：水平地震力(kN)

       Rr：扉体自重反力(kN)

        L2：軸支持間距離(mm) ((5.5935/2)+4.0701)x(2x130-80)

        B2：ブッシュ長さ(mm)
   8

          =85.83652(kN・mm) 

          =85.9(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

(     +Rr)

2

          してせん断力が発生することから次式よ

          ここで、           り求める。

        Q：せん断力(kN)

(     +Rr)      (5.5935/2)+4.0701

2 2

          =3.433461

          =3.433(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

発生応力度(N/mm
2
)

21     14

Q=

評価対象部位

ヒンジピン

(    +Rr)・(2・L2-B2)

8

=

 M=

 Q=

        M：ヒンジピンに発生する荷重として、ヒン

 M=
(    +Rr)・(2・L2-B2)

8

       Q：上記水平荷重を負担する支持部の反力と

=

FH
2

FH
2

FH
2

FH
2
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第4-5図　ヒンジピンに生じる荷重の例

   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

          ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し、ヒンジ

        ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=          σ：ヒンジピンに水平方向荷重による曲

           げモーメントが作用する場合の応力度

        τ=         σ=    =85.9/6283=0.032818717(kN/mm
2
)

          = 13.66170992(N/mm
2
)

          =14(N/mm
2
)

         ここで、 　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

      σ：曲げ応力度(N・mm
2
)

      τ：せん断応力度(N・mm
2
)          τ：ヒンジピンにせん断が作用する場合の

       M：曲げモーメント(kN・m) 　         応力度

       Q：せん断力(kN)         τ=    =4.582/1257=0.003645186(kN/mm
2
)

       Z2：断面係数(mm
3
)           =2.7314725043(N・mm

2
)

       A2：断面積(mm
2
)           =3(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z2

M

Z2

Q

A2

Q

A2

LB
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　  原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジボルト部（枠体側）の発生応力度は、

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定 a.(c)より重

　算定する荷から(2)断面検定 a.（c）の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジボルトに生じる荷重

        の例を第4-6図に示す。

    Q=   (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2
        Q：ヒンジボルト（枠体側）に発生する荷重

         は、水平、鉛直方向の荷重によりせん断力

          ここで、          として発生することから次式よりもとめる

         Q：せん断力(kN)

        WX：扉体自重(kN) Q=     (    +Rr)
2
+(WX+FV)

2

        FH：水平地震力(kN)

        FV：鉛直地震力(kN) =     ((5.5935/2)+4.0701)
2
+(4.95+4.9005)

        Rr：扉体自重反力(kN)           12.00779(kN) 

          =12.01(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-6図　ヒンジボルト（枠体側）に生じる荷重の例

評価対象部位

ヒンジボルト 22     19

発生応力度(N/mm
2
)

FH
2

FH
2
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   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

       (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ヒンジボルトの

        短期許容応力度以下であることを確認する。

            

　 　 τ=         τ：ヒンジボルトに発生するせん断力によ

         るせん断応力度を次式より求める。ここで

         ヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボル

　　　ここで、          ト本数は ⑬のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =15.24/(4x157)

 　 　 Q：せん断力(kN)           =0.019121(kN/mm
2
)

　　　n1：本数（本）           =19.121(N/mm
2
)

　　　Ab1：1本当たりの断面積(mm
2
)           =19(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n1・Ab1

Q

n1・Ab1
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックバー部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

       ロックバー部は、ロックバー及びロックボルトで構成されており、次式により算定

     する水平地震力から、各部材に発生する荷重を算定する。ロックバー部に生じる荷重

     の例を第4-7図に示す。

　　　FH=WX・kH        FH：ロックバーに発生する荷重は、扉閉鎖時

         において発生する水平方向荷重が発生する

        FH=WX・kH=4.95・1.13=5.5935

　　　ここで           =5.5935(kN)

　　　FH：水平地震力(kN) 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　WX：扉体自重(kN)

　　　kH：水平震度

第4-7図　ロックバー部に生じる荷重の例

発生応力度（N/mm
2
)

23     3

評価対象部位

ロックバー

Lj
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       (a)　ロックバー

          ロックバーに生じる応力は、次式により算定する。ロックバーに生じる荷重の例

          を第4-8図に示す。

  　　 M=     ・L3         M：ロックバー部に発生する水平荷重により

         ロックバー受け部を支点として曲げモーメ

　　　ここで、          ントが発生することから次式より求める。

　　 　M：曲げモーメント(kN・m)          この時の水平荷重は、扉閉鎖時に発生する

　　　FH：水平地震力(kN)          ことから水平荷重はヒンジ部とロックバー

　　　L3：作用点間距離(mm)          の4か所で負担する。

          =26.57(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がせん

         断力として作用することから次式より求

　　　ここで、          める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =5.5935/4=1.398375(kN) 

          =1.399(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-8図　ロックバー部に生じる荷重の例

　    　M=    ・L3=(5.5935/4)x19=26.56913(kN・mm)

FH
4

FH
4

FH
4

FH
4

L
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

       (a)　ロックバー

       ロックバーに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により算

     定し、ロックバーの短期許容応力度以下であることを確認する。

       σ=   (    )
2
+3・(Q/A)

2
        σ：ロックバーに曲げとせん断が同時

            作用する場合の応力度

　　　ここで

　　　σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (    )

2
+3・(Q/A3)

2

　　　 M：曲げモーメント(kN・m)

　　　Q ：せん断力(kN)           =   (39.27/12271)
2
+3・(2.067/1963)

2

　　　Z3 ：断面係数(mm
3
)

　　　A3 ：断面積(mm
2
)           =   (0.003200228)

2
+3・(0.00105298)

2

          =0.002166719(kN・mm
2
)

          =2.167(N・mm
2
)

          =3(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z3

M

Z3
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックボルト部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ロックボルトに生じる荷重の

        例を第4-9図に示す。

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がロッ

         クボルトにせん断力として作用することか

　　　ここで、          ら次式より求める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    5.5935/4＝1.398375(kN) 

　　　FH：水平地震力(kN)           =1.399(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-9図　ロックボルトに生じる荷重の例

24       3

評価対象部位

ロックボルト

発生応力度（N/mm
2
）

FH
4

FH
4

21



   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ボルトの短期許容応力度

        以下であることを確認する。

　  　τ=        τ：ロックボルトに発生するせん断力による

         せん断応力度を次式より求める。ここでロ

         ックバー部1か所におけるせん断力負担

　　　ここで、          ボルト本数は⑱のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =1.399/(4x157)

 　  　Q：せん断力(kN)           = 0.002226712(kN/mm
2
)

　　　n2：本数（本）           = 2.226712(N/mm
2
)

　　　Ab2：1本当たりの断面積(mm
2
)           =3(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n2・Ab2

Q

n2・Ab2
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　ヒンジ板の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジ板の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、205（N/mm
2
)

26 205

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

ヒンジ板
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　ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ40mm

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジピンの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

26 345

評価対象部位 許容限界値（N/mm
2
）

ヒンジピン
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　ヒンジボルト（枠体側）の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジボルト（枠体側）の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

ヒンジボルト 27 118

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位
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　ロックバーの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ50mm

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックバーの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

28 345

評価対象部位

ロックバー

許容限界値（N/mm
2
）
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　ロックボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

29 118

許容限界値（N/mm
2
）

ロックボルト

評価対象部位
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジ板の許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 20 25 から

　から

　84/205=0.409756097

⇒0.41（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 21 26 から

　33/345=0.095652173

⇒0.10（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ 22 27 から

　25/118=0.211864406

⇒0.22（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックバーの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 23 28 から

　4/345=0.011594202

⇒0.02（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

発生応力度/
許容限界値

30 0.33

発生応力度/
許容限界値

31 0.04

発生応力度/
許容限界値

33 0.01

発生応力度/
許容限界値

32 0.17

評価対象部位

ロックバー

評価対象部位

ヒンジ板

評価対象部位

ヒンジピン

評価対象部位

ヒンジボルト
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ　24 29 から

　4/118=0.033898305

⇒0.04（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

34 0.03

発生応力度/
許容限界値

評価対象部位

ロックボルト

29



その1　耐震評価

水密扉の耐震計算書（数値根拠書）

（原子炉建屋付属棟南側水密扉）



1.　一般事項

  　本数値説明書は、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 における各水密扉の

  計算条件及び計算結果の内容を示す。

 1.1　計算条件

    　計算結果算出にあたっては、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 の

    とおりとする。

 1.2　計算精度と数値の丸め方

    　「東海第二発電所　工事認可申請における本文及び添付資料の作成要領について」を

    準拠する。該当頁を次頁に添付する。

1



2



3



第4-7表　耐震評価に用いる条件（1/2)

記　号 単　位

WX kN ①

kH ― ②

kV ― ③

Lj m ⑤

L1 mm ⑥

Z1 mm
3 ⑦

A1 mm
2 ⑧

L2 mm ⑨

B2 mm ⑩

Z2 mm
3 ⑪

A2 mm
2 ⑫

第4-7表　耐震評価に用いる条件（2/2)

対象部位 記　号 単　位

数　値定　義

共
通

板

8.85

1.13

0.99

対象部位

共
通

扉体自重

水平震度

断面積

鉛直震度

16666

1.745(1745mm)

111

20000

ヒ
ン
ジ

Lr m
扉体重心～ヒンジ中

心間距離
④ 0.865（865mm)

ヒンジ中心間距離

n2

Ab2

ピ
ン

mm
2

mm
2

4

⑲ 157

断面係数

定　義

19

本 本数
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト

Z3

1963

ロ
ッ
ク
バ
ー

L3 mm 作用点間距離

⑰A3 断面積

数　値

⑯ 12271

⑮

mm
3 断面係数

⑱

１本当たりの断面積
（M16）

157

ヒ
ン
ジ
ボ
ル
ト

n1 本 本数 ⑬

軸支持間距離

作用点間距離

断面係数

１本当たりの断面積
（M16）

⑭

140

ブッシュ長さ 90

断面積

4

Ab1 mm
2

6283

1257

4



第5-1表　原子炉建屋水密扉の耐震評価結果

20  127 25  205 30  0.62

21   28 26  345 31  0.09

22   36 27  118 32  0.31

23    3 28  345 33  0.01

24    3 29  118 34  0.03

（注1）　せん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載

（注2）　枠体を固定するアンカーについては、より荷重の大きな水圧荷重により強度計算書

       の方で評価する。

      （水圧荷重：Po=477.5(kN) ＞ 耐震荷重：FH=14.78(kN),FV=12.92(kN) ）

                （Po：水圧荷重は強度計算書による。）

WX kN ① 8.85

KH ― ② 1.13

KV ― ③ 0.99

Lr m ④ 0.865

   Lr　：扉重心位置からヒンジ中心間距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-13-002」参照）

Lj m ⑤ 1.745

   Lj　：最遠端ヒンジ間のヒンジ中心間水平距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-13-002」参照）

L1 mm ⑥ 111

   L1　：ヒンジ板において地震による荷重が作用するヒンジ板枠体取付部からヒンジ板

      ヒンジピン取付中心部間の水平距離

 　　　 (添付　枠体組立図「SWT-13-003」参照）

ヒンジボルト

評価対象部位

ロックバー

ロックボルト

鉛直震度

水平震度

ピン
（注1）

原子炉建屋付属棟
南側水密扉

板

名　称

ロックバー部

発生応力
度/許容
限界値

扉体重心～ヒンジ中心間距離

作用点間距離

ヒンジ中心間距離

許容
限界値

(N/mm
2
)

扉体自重

発生
応力度

(N/mm
2
)

ヒンジ部

5



Z1 mm
3 ⑦ 16666

   Z1 ：ヒンジ板の断面係数

    　ヒンジ板の断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

16666mm
2
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A1 mm
2 ⑧ 2000

   A1　：ヒンジ板の断面積

   　ヒンジ板の断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

2000mm
2

L2 mm ⑨ 140

   L2　：ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジ板支持部におけるヒンジピン

   　 軸支持間の水平距離

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

B2 mm ⑩ 90

   B2  ：地震時ヒンジピンに作用するブッシュ長さ

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

Z2 mm
3 ⑪ 6283

   Z2　：ヒンジピンの断面係数

   　 ヒンジピンの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

作用点間距離

断面係数

断面積

ブッシュ長さ

Z1=  ・b・h
2
=   x40x50

2
=

断面係数

A1=40x50=

16666.666

h

b

d1

1

6

1

6

6



   Z2=　 ・d
3
=　 ｘ40

3
=

⇒ 6283mm
3

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

A2 mm
2 断面積 ⑫ 1257

   A2　：ヒンジピンの断面積

  　  ヒンジピンに断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

A2=   ・d
2
=   x40

2
=

⇒ 1257mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n1 本 ⑬ 4

   n1　：扉体重量をうけもつヒンジ1ヶ所あたりのヒンジボルトの本数

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

Ab1 mm
2 ⑭ 157

   Ab1　：ヒンジボルト(M16)1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab1= 157mm
2

本数

断面積

6283.185307

1256.637061

π

32
π

32

π

4

π

4
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L3 mm ⑮ 19

   L3　：地震時ロックバーに作用する軸支持間距離

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

Z3 mm
3 ⑯ 12271

   Z3　：ロックバーの断面係数

    　ロックバーの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

Z3=   ・d
3
=   ｘ50

3
=

⇒ 12271mm
3
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A3 mm
2 ⑰ 1963

   A3　：ロックバーの断面積

    　ロックバーの断面積を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

A3=   ・d
2
=   x50

2
=

⇒ 1963mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n2 本 ⑱  4

   n2　：扉体重量をうけもつロックバー1ヶ所あたりのロックボルトの本数

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

断面係数

断面積

本数

12271.8463

1963.495408

作用点間距離

d3

π

32

π

32

π

4

π

4
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Ab2 mm
2

19  157

   Ab2　：ロックボルト1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab2= 157mm
2

断面積

9



　原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジ板部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 4.4　評価方法 (1)荷重算定　a.及び(a)よ

　り算定する荷重から(2)断面検定a.(a)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

         ヒンジ部は、ヒンジ板、ヒンジピン、ヒンジボルトで構成されており、次式により

        算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から、

　　　　各部材に発生する荷重を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を第4-3図に示す。

　　　　

FH=WX・kH         FH：扉にかかる水平地震力

FV=WX・kV 　    　FH=WX・kH=8.85x1.13=10.0005

Rr=(WX+FV)・     　　  =10.00(kN) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

          ここで、         FV：扉にかかる鉛直地震力

       WX：扉体自重(kN)         FV=WX・kV=8.85x0.99=8.7615

       kH：水平震度           8.77(kN) 

       kV：鉛直震度 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

       FH：水平地震力(kN)

       FV：鉛直地震力(kN)         Rr：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

       Rr：扉体自重反力(kN)         Rr=(WX+FV)・

          =(8.85+8.77)x(0.865/1.745)

       Lj：ヒンジ中心間距離(m)           =8.730055874

          =8.73(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

       Lr：扉体重心～ヒンジ中心間距離(

20   127

評価対象部位

ヒンジ板

発生応力度(N/mm
2
)

Lr
Lj

Lr
Lj

10



第4-3図　ヒンジ部に生じる荷重の例

   (a)　ヒンジ板

　    ヒンジ板に生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例を第4-4図

　   　　 に示す。

      +Rr

2

          ここで、             扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位

        M：曲げモーメント(kN・m)           ヒンジ部（扉部）、ヒンジアーム、ヒン

       WX：扉体自重(kN)           ジ板（枠体部）において、一番厳しくな

       FH：水平地震力(kN)           る評価部位となるヒンジ板（枠体部）を

       FV：鉛直地震力(kN)           評価する。ここでは、評価上厳しくなる

       Rr：扉体自重反力(kN)           弱軸方向に発生する曲げモーメントに対

       L1：作用点間距離(mm)           し保守的に、水平及び鉛直方向の荷重を

          考慮したものから次式のとおり算出する。

      +Rr

2

2

    M=    

  =            +(8.85+8.77)
2
x0.111

         M：ヒンジ板に発生する扉自重による

            曲げモーメント
M=

 +(WX+FV)
2
・L1

 +(WX+FV)
2
・L1

2

2

2(10.00/2)+8.73

Lj

Lr

FH
2

FH
2

11



    =2.098150343(kN・m) 

    =209.8(kN・mm) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

      +Rr

2

          は、水平方向荷重及び鉛直方向を考慮し

          ここで、           次式より算定する。

        Q：せん断力(kN)

      +Rr

2

2

    =18.90225534

    =18.91(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-4図　ヒンジ板に生じる荷重の例

     +(8.85+8.77)
2  =    

Q=     +(WX+FV)
2          Q：ヒンジ板に発生するせん断力

Q=     +(WX+FV)
2

2

2

2(10.00/2)+8.73

FH
2

FH
2

L

12



   (2)　断面検定

    　　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認

      する。なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

      a.　ヒンジ部

      (a)　ヒンジ板

           ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により

         算定し、ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=  (   )
2 
+3・(   )

2
        σ：ヒンジ板に曲げとせん断が同時作用

　          する場合の応力度

          ここで、

       σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=  (   )

2 
+3・(   )

2

        M：曲げモーメント(kN・m)

        Q：せん断力(kN)           =   (2619/16666)
2
+3・(23.59/2000)

2

        Z1：断面係数(mm
3
)

        A1：断面積(mm
2
)           =   (0.1571463)

2
+3・(0.011795)

2

          = 0.126953869(kN・mm
2
)

          = 127(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z1

Q

A1

M

Z1

Q

A1
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  原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジピン部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定　a.及び

　(b)より算定する荷重から(2)断面検定a.(b)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

        ヒンジピンに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を

      第4-5図に示す。

         ジ板支持部を支持間隔とした水平方向荷重

          ここで          がブッシュ幅でヒンジピンに作用すること

        M：曲げモーメント(kN・m)          から、曲げモーメントを次式より求める。

       FH：水平地震力(kN)

       Rr：扉体自重反力(kN)

        L2：軸支持間距離(mm) ((10.00/2)+8.73)x(2x140-90)

        B2：ブッシュ長さ(mm)
   8

          =171.629(kN・mm) 

          =171.7(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

(     +Rr)

2

          してせん断力が発生することから次式よ

          ここで、           り求める。

        Q：せん断力(kN)

(     +Rr)       (10.00/2)+8.73

2 2

          =6.866(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

 Q=

        M：ヒンジピンに発生する荷重として、ヒン

 M=
(     +Rr)・(2・L2-B2)

8

       Q：上記水平荷重を負担する支持部の反力と

 M=

Q=

評価対象部位

ヒンジピン

=

発生応力度(N/mm
2
)

21     28

(     +Rr)・(2・L2-B2)

8

=

FH
2

FH
2

FH
2

FH
2
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第4-5図　ヒンジピンに生じる荷重の例

   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

          ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し、ヒンジ

        ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=          σ：ヒンジピンに水平方向荷重による曲

           げモーメントが作用する場合の応力度

        τ=         σ=    =171.7/6283=0.027316381(kN/mm
2
)

          =27.3164(N/mm
2
)

          = 28(N/mm
2
)

         ここで、 　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

      σ：曲げ応力度(N・mm
2
)

      τ：せん断応力度(N・mm
2
)          τ：ヒンジピンにせん断が作用する場合の

       M：曲げモーメント(kN・m) 　     　　   応力度

       Q：せん断力(kN)         τ=    =6.866/1257=0.005461538(kN/mm
2
)

       Z2：断面係数(mm
3
)           = 5.461537738(N・mm

2
)

       A2：断面積(mm
2
)           = 6(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z2

Q

A2

M

Z2

Q

A2

L B
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　  原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジボルト部の発生応力度は、

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定 a.(c)より重

　算定する荷から(2)断面検定 a.（c）の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジボルトに生じる荷重

        の例を第4-6図に示す。

    Q=   (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2
        Q：ヒンジボルトに発生する荷重は、水平、

         鉛直方向の荷重によりせん断力として発生

          ここで、          することから次式よりもとめる。

         Q：せん断力(kN)

        WX：扉体自重(kN) Q=     (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2

        FH：水平地震力(kN)

        FV：鉛直地震力(kN) =     ((10.00/2)+8.73)
2
+(8.85+8.77)

2

        Rr：扉体自重反力(kN)           =22.3312837(kN) 

          =22.34(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-6図　ヒンジボルトに生じる荷重の例

22     36

発生応力度(N/mm
2
)評価対象部位

ヒンジボルト

FH
2

FH
2
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   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

       (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ヒンジボルトの

        短期許容応力度以下であることを確認する。

            

　 　 τ=         τ：ヒンジボルトに発生するせん断力によ

         るせん断応力度を次式より求める。ここで

         ヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボル

　　　ここで、          ト本数は⑬のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =22.34/(4x157)

 　 　 Q：せん断力(kN)           = 0.035559369(kN/mm
2
)

　　　n1：本数（本）           =35.559369(N/mm
2
)

　　　Ab1：1本当たりの断面積(mm
2
)           = 36(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n1・Ab1

Q

n1・Ab1
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックバー部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

       ロックバー部は、ロックバー及びロックボルトで構成されており、次式により算定

     する水平地震力から、各部材に発生する荷重を算定する。ロックバー部に生じる荷重

     の例を第4-7図に示す。

　　　FH=WX・kH        FH：ロックバーに発生する荷重は、扉閉鎖時

         において発生する水平方向荷重が発生する

        FH=WX・kH=8.85・1.13=10.0005

　　　ここで           =10.00(kN)

　　　FH：水平地震力(kN) 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　WX：扉体自重(kN)

　　　kH：水平震度

第4-7図　ロックバー部に生じる荷重の例

評価対象部位

ロックバー

発生応力度（N/mm
2
)

23     3

Lj
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       (a)　ロックバー

          ロックバーに生じる応力は、次式により算定する。ロックバーに生じる荷重の例

          を第4-8図に示す。

  　　 M=     ・L3         M：ロックバー部に発生する水平荷重により

         ロックバー受け部を支点として曲げモーメ

　　　ここで、          ントが発生することから次式より求める。

　　 　M：曲げモーメント(kN・m)          この時の水平荷重は、扉閉鎖時に発生する

　　　FH：水平地震力(kN)          ことから水平荷重はヒンジ部とロックバー

　　　L3：作用点間距離(mm)          の6か所で負担する。

　     　M=     ・L3=(10.00/6)x19

          =31.66825(kN・mm) 

          =31.67(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がせん

         断力として作用することから次式より求

　　　ここで、          める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =10.00/6=1.66675(kN) 

          =1.667(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-8図　ロックバー部に生じる荷重の例

FH
6

FH
6

FH
6

FH
6

L
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

       (a)　ロックバー

       ロックバーに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により算

     定し、ロックバーの短期許容応力度以下であることを確認する。

       σ=   (   )
2
+3・(Q/A)

2
        σ：ロックバーに曲げとせん断が同時

            作用する場合の応力度

　　　ここで

　　　σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (    )

2
+3・(Q/A3)

2

　　　 M：曲げモーメント(kN・m)

　　　Q ：せん断力(kN)           =   (31.67/12271)
2
+3・(1.667/1963)

2

　　　Z3 ：断面係数(mm
3
)

　　　A3 ：断面積(mm
2
)           =   (0.002581)

2
+3・(0.0008493)

2

          = 0.002582902(kN・mm
2
)

          =2.582902(N・mm
2
)

          = 3(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z3

M

Z3
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックボルト部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ロックボルトに生じる荷重の

        例を第4-9図に示す。

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がロッ

         クボルトにせん断力として作用することか

　　　ここで、          ら次式より求める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =10.00/6=1.66675(kN) 

　　　FH：水平地震力(kN)           =1.667(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-9図　ロックボルトに生じる荷重の例

評価対象部位

ロックボルト

発生応力度（N/mm
2
）

24     3

FH
6

FH
6
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ボルトの短期許容応力度

        以下であることを確認する。

　  　τ=        τ：ロックボルトに発生するせん断力による

         せん断応力度を次式より求める。ここでロ

         ックバー部1か所におけるせん断力負担

　　　ここで、          ボルト本数は⑱のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =1.667/(4x157)

 　  　Q：せん断力(kN)           = 0.002654061(kN/mm
2
)

　　　n2：本数（本）           = 2.654061(N/mm
2
)

　　　Ab2：1本当たりの断面積(mm
2
)           = 3(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n2・Ab2

Q

n2・Ab2
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　ヒンジ板の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジ板の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、205（N/mm
2
)

評価対象部位

ヒンジ板 25 205

許容限界値（N/mm
2
）
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　ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ40mm

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジピンの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

ヒンジピン

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

26 345
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　ヒンジボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

評価対象部位

ヒンジボルト

許容限界値（N/mm
2
）

27 118
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　ロックバーの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ50mm

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックバーの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

評価対象部位

ロックバー

許容限界値（N/mm
2
）

28 345
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　ロックボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

評価対象部位

ロックボルト 29 118

許容限界値（N/mm
2
）
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジ板の許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 20 25 から

　から

　159/205=0.77561

⇒0.78（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 21 26 から

　69/345=0.20

⇒0.20（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ 22 27 から

　46/118=0.389830508

⇒0.39（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ロックバーの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 23 28 から

　4/345=0.011594202

⇒0.02（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

評価対象部位

ロックバー

評価対象部位

ヒンジ板

評価対象部位

ヒンジピン

評価対象部位

ヒンジボルト

発生応力度/
許容限界値

30 0.62

発生応力度/
許容限界値

31 0.09

発生応力度/
許容限界値

32 0.31

33 0.01

発生応力度/
許容限界値
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉ロックボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ　24 29 から

　4/118=0.033898305

⇒0.04（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

評価対象部位

ロックボルト 34 0.03

発生応力度/
許容限界値
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耐震計算書

1 . 耐震評価に用いる条件　（原子炉建屋原子炉棟水密扉）

扉枠

取付箇所 アンカー

ヒンジ

アンカー

カンヌキ受け

躯体開口内 扉枠 無 扉枠 無

壁面 取付板 有 取付板 有

鉛直

地震係数

取付箇所取付箇所

1.13 0.99

水平

■ 耐震計算　（原子炉建屋原子炉棟水密扉No14） 【Cタイプ】

1



耐震計算書

共通

は入力値

は計算値

： 扉体自重 は既に入力又は計算された値

自重の内訳は次の通り

・ 扉本体（カンヌキ装置，ヒンジ含む） kg ｋN

・ 枠本体（耐震計算では含めない） kg ｋN

合計（耐震計算では枠本体の自重は含めない） kg ｋN

補足資料の数値計算説明書においては扉体自重に枠本体自重を含める

262.82扉体自重Wx 凡例：ｋN

26800

4100

26800

1

Wx

注）

262.82

40.21

262.82

2



耐震計算書

共通

： 水平方向設計震度

： 鉛直方向設計震度

原子炉建屋地震応答解析.結果より最大応答加速度から設計震度を求める。なお，加速度を保守的に評価するため，

設置位置EL. mの部質点となるEL. mの最大応答加速度より求める。

水平方向評価用震度

＝

⇒

鉛直方向評価用震度

＝

⇒

0.99

1.13

0.99

1.13

震度（水平）

震度（鉛直）

2

3

KV

0.99

KH

KV

KH

1.13
KH・KV －

+8.2 +14.0

1.13

0.99

3



耐震計算書

ヒンジ部共通

： 枠付きヒンジ芯から扉幅方向の重心までの距離

2.921Lｒ 4m 扉体重心～ヒンジ芯間距離

Lｒ

L
j

Lr

4



耐震計算書

ヒンジ部共通

： 枠付きヒンジ芯から扉厚さ方向の重心までの距離

5 0.275Lｔ m 扉体重心～ヒンジ芯間距離

Lｔ

L
t

5



耐震計算書

ヒンジ部共通

m ヒンジ間距離 6 4.920Lｊ

L
j

Lr

6



耐震計算書

ヒンジアーム

L m 作用点間距離 7 0.720

L

h
b

ヒンジアーム

7



耐震計算書

ヒンジアーム

： ヒンジアームの断面係数

ヒンジアームの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

1 1

6 6

⇒ （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

= mm ： ヒンジアーム厚み寸法

= mm ： ヒンジアーム高さ寸法

mm3

b 300

h 300

Z ＝ ・ b ・ h2 ＝

Z mm3 断面係数 8 4500000

Z

・（ 4500000）2300300・ ＝

4500000

L

h
b

ヒンジアーム

8



耐震計算書

ヒンジアーム

： ヒンジアームの断面積

ヒンジアームの断面積を算定する

＝ b・h ＝ ・ ＝300 mm2

A mm2 断面積 9 90000

A

A 300 90000

L

h
b

ヒンジアーム

9
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ヒンジピン

： ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジアーム支持部におけるヒンジピン軸支持間の距離

軸支持間距離

L

10L mm 77.5

h
L

b

ヒンジボルト

ヒンジピン

d

10



耐震計算書

ヒンジピン

： ヒンジピンの断面係数

ヒンジピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

= ： ヒンジピン径

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

断面係数 11 130700

32
・

π

mm3

mm

110

Z mm3

・（Z ＝

d 110

130700

Z

）3 ＝
32

d3 π

⇒

130670.6194＝

h
L

b

ヒンジボルト

ヒンジピン

d

11
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ヒンジピン

： ヒンジピンの断面積

ヒンジピンの断面積を算定する

π π

4 4
110 ＝

9503 （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

・（d2

⇒ mm2

・ ＝ 9503.3178）2

A mm2 断面積 12

A

A ＝

9503

h
L

b

ヒンジボルト

ヒンジピン

d

12



耐震計算書

ヒンジボルト

： 扉体重量をうけもつヒンジ１か所あたりのヒンジボルト本数

8

n

n 本 本数 13

h
L

b

ヒンジボルト

ヒンジピン

d

13



耐震計算書

ヒンジボルト

： ヒンジボルト (M ）１本あたりの有効断面積

（JIS　B　1082より）

＝

39

976

A

A 976

mm2A

mm2

断面積 14

14



耐震計算書

（ヒンジ部）アンカー

： （ヒンジ部）アンカー本数

原子炉建屋水密扉のヒンジは下表の２種類の取り付けとなっている。

ヒンジの取付箇所により（ヒンジ部）アンカーの耐震計算を行うか否かを判断する。

原子炉建屋原子炉棟水密扉は に取付いているため本項の計算は 。

本数 15 15n 本

有

n

有・無

扉枠 無

ヒンジ取付板

ヒンジ取付板

ヒンジ取付箇所
（ヒンジ部）アンカー

行う

15
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（ヒンジ部）アンカー

： （ヒンジ部）アンカー１本あたりの断面積

（ヒンジ部）アンカー１本あたりの断面積を算定する。

π

4

⇒ （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

= mm ： アンカーの径 φ の有効径　　JIS　B　0205　より　）

＝ 283.528737

283.5

16 283.5

mm2

＝

mm2 １本当りの断面積

Ab

Ab 19.00 ）2

Ab

＝ ・（

d 19.00 19

πd	

4

16
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（ヒンジ部）アンカー

： （ヒンジ部）アンカー１本あたりの表面積

（ヒンジ部）アンカー１本あたりの表面積を算定する。

＝ π･d･L ＝ π × × ＝

⇒ （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

= ： アンカーの径 φ の外径）

= ： アンカーの有効深さ

11340

Aa 19.00

１本当りの表面積mm2

190 11341.14948

mm2

mm

Aa

190

d 19.00

L

17 11340

19mm

Aa

17



耐震計算書

カンヌキ

： 地震時カンヌキに作用する軸支持間距離

mm 軸支持間距離 18Lb

Ｌb

66.0

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

18
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カンヌキ

： カンヌキの断面係数

カンヌキの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= ： カンヌキ径

⇒

mm

（有効数字５桁目四捨五入有効数字４桁表示）

＝

50

＝

Z

Z

Z mm3 断面係数

）3 ＝d3 ・（ 50 12271.8463

mm312270

d

19 12270

・

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

19
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カンヌキ

： カンヌキの断面積

カンヌキの断面積を算定する

π π

4 4

1963⇒

＝ ・（

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）mm2

＝d2 ）2

A mm2 断面積 20 1963

A

・A ＝ 50 1963.495408

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

20



耐震計算書

カンヌキ受けピン

： 地震時カンヌキ受けピンに作用する軸支持間距離Lp

軸支持間距離 21 91.0Lp mm

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

21
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カンヌキ受けピン

： カンヌキ受けピンの断面係数

カンヌキ受けピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= ： カンヌキ受けピン径

・（ 25Z

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

1534

dp 25 mm

Z mm3 断面係数 22

＝ ・ ）3 ＝ 1533.9807879

Z

＝dp
3

⇒ 1534 mm3

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

22
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カンヌキ受けピン

： カンヌキ受けピンの断面積

カンヌキ受けピンの断面積を算定する

π π

4 4

断面積

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ 490.8738521

A 490.9

A

A ＝

mm2

⇒ 490.9 mm2

23

・ d2 ）2＝ ・（ 25

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb
d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト
dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

23
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カンヌキ受けボルト

： カンヌキ受けボルトの本数

本 本数n 2

n

24

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ

24
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カンヌキ受けボルト

： カンヌキ受けボルト （M ） １本あたりの断面積

（JIS　B　1082より）

＝ mm２

Ab 25 157.0

Ab

１本当たりの断面積mm2

Ab

16

157.0

25



耐震計算書

2 . 発生応力度

ヒンジアーム

ヒンジアーム部の発生応力度は添付資料○「水密扉の耐震評価書」4.4評価方法（１）荷重算定ａ.及び（ａ）より算定する荷重から

（２）断面検定ａ．（ａ）の検定式により発生応力度を算定する。

（１） 荷重算定

ａ . ヒンジ部

ヒンジ部は，ヒンジ，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次'式により算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各部材に発生

する荷重を算定する。

２ よりKH ＝

＝ FH：扉にかかる水平地震力

＝ ＝ ・ ＝

＝ ＝ （kN） （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

Lｒ FＶ：扉にかかる鉛直地震力

Lｊ ＝ ＝ ・ ＝

Lt ＝ （kN） （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

Lｊ

Ｒr，Rt：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

ここで、 ここで反力Rは，水平方向に作用する荷重であるが鉛直地震力を考慮することから水平地震力として

： 扉体自重（ｋN） 考慮する場合JEAC　４６０１で規定された組合係数を用いるところを，ここでは保守的に絶対和法を用いる

： 水平地震力（ｋN） ３ よりKV ＝

： 鉛直地震力（ｋN） ＝ ＝ ・ ＝

： 水平震度 ＝ （ｋN） （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

： 鉛直震度 Lｒ

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） Lｊ

： 扉厚方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN） （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

： 扉体重心（幅方向）～ヒンジ中心距離（m） Lｔ

： ヒンジ中心間距離（m） Lｊ

： 扉体重心（厚方向）～ヒンジ中心距離（m） ＝ （ｋN） （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

1.13

WX・KV

1.13

310.5

（ＷX+FV） ・

Rｔ ＝

Lｔ

262.82

（ＷＸ+FＶ） ・

Rｒ

Rｔ

Lｒ

85

FV

KH

KV

発生応力度（N/mm２）

Ｒｒ

ＷX・ＫV

FH

2.921
310.5165

4.92

Ｒｔ ＝

31

FV

（ＷX+FV） ・

ＷX

Rｒ

ＷX・ＫH

Lｊ

FH

＝

296.9866

262.82 0.99 260.1918

260.2

0.99

260.2

262.82 0.99 260.1918ＷＸ・KＶ

WX・KH

297.0

29.23

＝

)・ ＝

＝ 29.23384
0.275

4.92
+ 260.2 )・

260.2( 262.82（ＷＸ+FＶ） ・ ＝ +＝

FＶ

FH

FV

262.82(

26
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Lt

Lj

Lr

FH

WX＋FV

WX＋FV

Rr

Rr

Rt

Rt

27



耐震計算書

荷重

ヒンジアーム

ヒンジアームに生じる荷重は、次式により算定する。

＝ M ：　ヒンジアームに発生する曲げモーメント

ここで、

： 曲げモーメント（ｋN･m）

： 扉体自重（ｋN）

： 鉛直地震力

： 作用点間距離

＝ ＝ （ + ）・

＝ （ｋN･m）

＝ （ｋN･㎜）

＝ （ｋN･㎜） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ WX+FV Q ：　ヒンジアームに発生するせん断力は、鉛直方向を考慮し次式より算定する。

算定する。

ここで、

： せん断力（kN） ＝ WX+FV ＝ + ＝

＝ （ｋN）

376.5744

262.82

（WX+FV）・L

（WX+FV）・L

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

M

L

M

M

0.720

Q

523.0

WＸ

FＶ

Q

Q

（ａ）

260.2

260.2

376574.4

　扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位でヒンジ（扉部），ヒンジアー
ム，ヒンジ（扉枠部）において，一番厳しくなる評価部位となるヒンジ
アームを評価する。ここでは，評価上厳しくなる強軸方向に発生する
曲げモーメントに対し保守的に，鉛直方向の荷重を考慮したものから
次式のとおり算出する。

262.82

376600

523.02

L

h
b

ヒンジアーム

WX＋FV
反力：WX＋FV

28
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断面検定

　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認する。

なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

応力

ａ . ヒンジ部

ヒンジアーム

　ヒンジアームに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，ヒンジアームの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σX ：　ヒンジアームに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

ここで、 ＝

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジアームの断面係数（mm3）

： ヒンジアームの断面積（mm2） ＝ （ｋN/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

）2

84.291975

σX

0.084291975

（２）

（ａ）

σX

A

σX

M

Q

Z

√ ）2（(
4500000

523.0

90000
＝

85

376600
3・ ）+ (

（
M
Z
）
	
 ３・（

Q
A
）
	

（
M
Z
）
	
 ３・（

Q
A
）
	

29
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ヒンジピン

ヒンジピン部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　（１）荷重算定　ａ.及び（ｂ）より算定する荷重から

（2）断面検定ａ．（ｂ）の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

ヒンジピン

ヒンジピンに生じる荷重は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を第○－○図に示す。

＝ M

ここで、

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） ＝

： 水平地震力（ｋN）

： 扉厚方向水平地震力（ｋN）

： 作用点間距離

＝ （ｋN･㎜）

＝ （ｋN･㎜）

＝ Q

ここで、

： せん断力（kN） ＝

＝ （ｋN）

＝ （ｋN）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

297.0

Rｒ M

Q

M

発生応力度（N/mm２）

32 286

Q

29.23 ）2 ）

2

Rｔ

459.930

FH

：　ヒンジピンに発生する荷重として，ヒンジアームと扉付ヒンジのラジ
アルベアリング間を支持間隔とした水平方向荷重がヒンジピンに作用
することから，曲げモーメントを次式より求める。

（ｂ）

M

L

）2 ））2

Q

35644.56

35640

+ （）2＝ √ （（ 310.5 +
297.0

× 77.5

：　上記水平荷重を負担する支持部の反力としてせん断力が発生す
ることから次式より求める

459.9

2

＝ √ （（ 310.5 + + （ 29.23

（R		  	 	 ）
	
 R	Rt

R		 
F	
2

d

h
b

ヒンジボルト

ヒンジピン

L

R		 
F	
2

（R		  	 	
	
）
	
 R	 	 ･L

（R		  	 	 ）
	
 R	 	 ･L

（R		  	 	
	
）
	
 R	 	 ・

（R		  	 	 ）
	
 R	 	 ・

30
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応力

ヒンジピン

　ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，ヒンジピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σｘ ：　ヒンジピンに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

ここで、 ＝

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジアームの断面係数（mm3）

： ヒンジアームの断面積（mm2） ＝ （ｋN/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

285.278289

）2 + 3・
130700

459.9

Z

σｘ

A

9503
）＝ （(

35640
√

M
）2

0.285278289

（ｂ）

σｘ

Q

286

σｘ

(

（
M
Z
）
	
 3・（

Q
A
）
	

（
M
Z
）
	
 3・（

Q
A
）
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ヒンジボルト

ヒンジボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　（１）荷重算定　ａ.（ｃ）より算定する荷重から

（2）断面検定ｄ.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

ヒンジボルト

ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。

＝ Q

ここで、

： せん断力（kN） Q ＝

： 扉体重量（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

： 鉛直地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

＝ T ：　ヒンジボルトに発生する水平荷重は次式よりもとめる。

ここで、 T ＝

： 引張力（ｋN）

： 扉幅方向水平地震力（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

＝ （ｋN）

＝ （ｋN）459.0

T

＝ +

695.867

T

＝

Q ：　ヒンジボルトに発生する荷重は，水平，鉛直方向の荷重によりせん
断力として発生することから次式よりもとめる。

90

発生応力度（N/mm2）

WX
+

FH

FH

Rr

FＶ

Rｒ

33

Q

（ｃ）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

√ ）2））2 +（ +（（

459.000

310.5
297.0

2
262.8 260.2

310.5
297.0

2

695.9

d

h
b

ヒンジボルト

ヒンジピン

L

WX＋FV

Q

R	 +
	 	
	

（R		 
F	
2

）
	
 （Wx  FV）

	

（R		 
F	
2

）
	
 （Wx  FV）

R		 
F	
2

R		 
F	
2

R		 
F	
2
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応力

ヒンジボルト

＝ τ ：　ヒンジボルトに発生するせん断力によるせん断応力度を次式より

求める。ここでヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボルト本数は

ここで、 13のとおり 8 本である

： せん断応力度（N/mm2）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジボルト本数（本） 8 ・

： １本当たりの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ ：　ヒンジボルトに発生する引張力は，扉90°開放時 に水平方向

荷重として発生するが，せん断力としては，180°開放時の水平，

ここで、 鉛直荷重が最大となることから，荷重負担本数が同数であるため，

： 引張応力度（N/mm２） せん断応力度検定にて引張応力度は包絡される。

T ： 引張力（ｋN）

＝

Ab

ヒンジボルトに生じるせん断応力度及び引張応力度を次式により算定し，
ボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。

σT

τ

＝ ＝
695.9Q

n
0.089126537

（ｃ）

σT

τ

σT

976
τ

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

89.1265

（ｋN/mm2）

90

Q
n・Ab

Q
n・Ab

T
n・Ab
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（ヒンジ部）アンカー

（ヒンジ部）アンカーの発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　a.(d)より算定する荷重から

(2)断面検定c.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

（ｄ） （ヒンジ部）アンカー

　（ヒンジ部）アンカーに生じる荷重は，次式により算出する。（ヒンジ部）アンカーに生じる荷重の例を第4－○図

に示す。

＝ T ：　（ヒンジ部）アンカーに生じる荷重は，扉開放時において水平方向荷

重による水平地震力と扉自重反力が引張力として生じることから次

ここで、 式より求める。

： アンカー１本当たりの引張力（ｋN）

T ＝

： 扉幅方向水平地震力（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

n ： アンカー本数（本）

＝ （ｋN）

＝ （ｋN）

＝ Q

ここで、

： アンカー１本当りのせん断力（kN） Q ＝

： 扉体重量（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

： 鉛直地震力（ｋN） 2 × 15

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

n ： アンカー本数（本） ＝ （ｋN）

30.60 23.20

T

　　T

Rｒ

FH
＝ （ 310.5 +

297.0
） / 15

2

（（ 310.5 +
297.0

）2 +（ 262.82 260.2

23.20

）2）

せん断

30.60000

FH 2

FＶ

23.19557Rr

（有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

30.60 （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

Q ：　（ヒンジ部）アンカーに発生する荷重は，水平，鉛直方向の荷重に
よりせん断力として発生することから次式よりもとめる。

Q

34
引張

WX

＝

√ +

発生応力度（ｋN）

（R		  	 	
	
）/n

（（R		  	 	
	
）
	
 （Wx  FV）

	
）/2n

d

h
b

ヒンジボルト

ヒンジピン

L

WX＋FV

Q

R	 +
	 	
	

R		 
F	
2

（R		  	 	
	
）/n

（（R		  	 	 ）
	
 （Wx  FV）

	
）/2n
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カンヌキ

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度

を算定する。

荷重

ｂ. カンヌキ部

　　カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成されており，次式により算定する

水平地震力から，各部材に発生する荷重を算定する。

＝ WX・KH FH ：カンヌキに発生する荷重は，扉閉鎖時において発生する水平方向荷

重が発生する。

ここで、

： 水平地震力(kN) ＝ WX・KH＝ × ＝

： 扉体自重(kN)　 ＝ (kN)

： 水平震度

1.13

116

296.9866

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

35

KH

発生応力度(N/mm2)

FH

FH 262.82

WX 297

FH

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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（ａ） カンヌキ

カンヌキに生じる応力は、次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカン

： 曲げモーメント（ｋN･mm） 14 か所で負担する。

： 水平地震力(ｋN)

： 作用点間距離（mm）

： カンヌキ本数（本） ＝ (kN・mm)

Q ＝ Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、

Q ： せん断力（ｋN）

＝ (kN)　

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝

＝
14

・＝ ＝ (kN・mm)

M

M

(kN)　
14

1400.14366.0

＝Q ＝

297.0FH

Lb

ヌキの

1400n

297.0

21.21

21.21429

ＦＨ

	 ・Ｌb

ＦＨ

	 ・Ｌb

FH
n

FH
n

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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応力

ｂ. カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定し，

カンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。

ここで、

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･mm）

： せん断力（ｋN） ＝ （ｋN/mm2）

： カンヌキの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2）

： カンヌキの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

Q

＝

0.115624032

1400

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

（ ）2 ）
21.21

M
+3×

： カンヌキに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

Z

A

115.624

116

σｘ
（（

σX ＝ σX

）2

196312270

σX ＝
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カンヌキ受けピン

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度

を算定する。

荷重

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる応力は，次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカン

： 曲げモーメント（ｋN･mm） ヌキ受けピン 14 か所で負担する。

： 水平地震力(kN)

： 作用点間距離（mm） 4･ 14

： カンヌキ受けピン数（本） ＝ (kN・mm)

Q ＝ Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、

： せん断力（ｋN）

： 水平地震力(kN)

： カンヌキ受けボルト数（本） ＝ (kN)　

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝

21.21

n

LP

＝

（有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

＝

M

FH
M

発生応力度(N/mm2)

36 315

21.21429
FH

Q

n

Q

297.0
× 91.0

4･ｎ

(kN)　
14

＝

482.6

FH･LP
482.625 (kN・mm)

＝ ＝
297

FH
n

FH
n

FH･LP
4･n

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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応力

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度が

カンヌキ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σ ：　 カンヌキ受けピンに曲げモーメントが作用する場合の応力度

ここで、

： 曲げ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ） ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2）

ここで、

： 曲げモーメント （ｋN･ｍ）

： カンヌキ受けピンの断面係数 （mm3）

＝ τ ：　カンヌキ受けピンにせん断力が発生する場合の応力度

ここで、

： せん断応力度（N/mm2） 2 ×

： せん断力（ｋN） ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

ここで、

： せん断力 （ｋN）

： カンヌキ受けピンの断面積 （㎜2）

上記より

＞

せん断に対して曲げモーメントが厳しくなる。

（ｋN/mm２）

490.9

Q

τ 490.9
＝ 0.021603

21.21

21.60318

482.6

＝

A

σ

（ｋN/mm2）

1534

＝

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

21.21

0.314602

M 314.6023

τ ＝ ＝

315 22

M

Q

Z

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

σ

Z 315

σ

τ

＝

A 22

1534

482.6

M
Z

M
Z

Q
2･A

Q
2･A
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カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

(b)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる荷重は，次式により算定する。カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例を第○－○図に示す。

T ＝ T ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がカンヌキ受けボルトに引張力として作用す

ることから次式より求める

ここで、

： 引張力(kN)

： 水平地震力(kN) ＝ (kN)

： カンヌキの数（本）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）21.21

n

(kN)＝＝ ＝ 21.21429T
T

発生応力度(N/mm2)

37 68

297

14

FH

FH
n

FH
n

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

Lb

d Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

dp

Lb

d

カンヌキ受けピン

カンヌキ
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応力

(b)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，ボルトの短期許容応力度以下で

あることを確認する。

σT ＝ σT ：　カンヌキ受けボルトに発生する引張力による引張応力度を次式より

求める。ここでカンヌキ部1か所における引張り力負担ボルト

本数は 2 本である。

ここで、

： 引張応力度（N/mm2） 2 ・

： 引張力(kN) ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けボルト本数（本） ＝ （N/mm2）

： M16　１本当たりの断面積（mm2）

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

67.54777

＝
21.21

157.0
σT ＝ 0.067548

σT
（ｋN/mm2）

68

T

＝

Ab

n

T
n･Ab

T
n･Ab
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2 . 許容限界値

ヒンジアーム

ヒンジアームの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SS400

・板厚：300mm（長辺方向寸法）

ヒンジアームの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１　2009年版」P26より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

　ここで，曲げ許容応力度は，Ｆ/1.5となり，短期に生じる応力は，1.5倍とすることから

許容限界値は， （N/mm2）

許容限界値(N/mm2)

205

41

205 400 0.7 205

400205

205

42



耐震計算書

ヒンジピン

ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SCM440

ヒンジピンの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

ここで，曲げ許容応力度は， F/1.5となり，短期に生じる応力は，1.5倍とすることから

許容限界値は， （N/mm2）

835

許容限界値(N/mm2)

曲げ

980

980

68642

0.7 686835

686
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ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルト

ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルトの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SCM435

ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルトの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

「鋼構造設計基準 -許容応力度設計法-」より，

fs：許容せん断応力度，F：基準値（弾性設計のため，降伏点）

＝ (N/mm2)

⇒ （N/mm2）（小数点第一位以下切捨て整数表示）

Fs ＝  (N/mm2)

785 930 0.7

930

375.855

651

375

許容限界値(N/mm2)

651 引張43

785

651

375 せん断

375

ｆs ＝ ＝
Ｆ

	 3 	 3
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カンヌキ

カンヌキの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SUS304

カンヌキの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４３０３」P1213より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

205 520

205 520 0.7 205

44 205 曲げ

許容限界値(N/mm2)
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カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SCM440

カンヌキ受けピンの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

ここで，曲げ許容応力度は， 1/1.5となり，短期に生じる応力は，1.5倍とすることから

許容限界値は， （N/mm2）

980

許容限界値(N/mm2)

45

835 980 0.7

686

835

686 曲げ

686
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アンカー

（ヒンジ部）アンカーに発生する荷重は，

○水密扉の設計に関する補足資料　○耐震評価方法

（２）荷重算定　ａ.ヒンジ部（ｄ）（ヒンジ部）アンカーより算定する。

（ｄ）．（ヒンジ部）アンカー

（ヒンジ部）アンカーに生じる引張力が，次式により算定したアンカーの

短期許容力以下であることを確認する。

・許容引張力

Ta ：  アンカーの短期許容引張力(kN)

ここで、  添付「各種合成構造設計指針・同解説　日本建築学会

： 短期許容引張力(kN) 2010」P36　頭付きアンカーボルトの設計より

＝ 1 × × ＝ (N)

＝ (kN)

＝ (kN) （小数点以下第３位切下げ小数点第2位表示）

ここで，

： アンカーの規格降伏点　

スタッドジベル仕様 φ より (N/mm2)

 添付「各種合成構造設計指針・同解説　日本建築学会

2010」P332　付録３．頭付きスタッド　４．機械的性質より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2

（保守的下限値）から許容引張応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

ここで，曲げ許容応力度は，F/1.5 となり，短期に生じる応力は，

1.5倍とすることから (N/mm2)

66505

66.505

66.50

19 235

235 400

235 400 0.7 235

235

235 283

46 66.50 引張 せん断

Ta 

許容限界値
（kN）

39.71

： 頭付きアンカーボルトの引張強度(N/mm2)

： 頭付きアンカーボルトの断面積(mm2)

T	 ൌ 1･sσ	 	 ･ a	 		
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： アンカーの断面積

アンカー最少断面積 φ

π 2

4

＝ (mm2) （小数点以下第1位切下げ整数表示）

2

3

＝ (N)

＝ (kN)

＝ (kN) （小数点以下第３位切下げ小数点第2位表示）

ここで

＝ × √（ ）

＝

＝ (N/mm2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ π × × （ + ）

＝

＝ (mm2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで

lce＝le＝l-T＝190-10＝180

19

116.22

116.2231

＝ × 19 ＝ 283.5287

283

＝ × 1.454 × 119900

116223.1

119883.2

119900

0.31 22

1.454029

1.454

180 180 32

p	 	 ൌ
2
3
･cσ	 ･A	

cσ	 =0.31 F	

A	 =π･l	 	 （l	 	 D）
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・許容せん断力

Qa ：  アンカーの短期許容せん断力(kN)

ここで、  添付「各種合成構造設計指針・同解説　日本建築学会

： 短期許容せん断力(kN) 2010」P36　頭付きアンカーボルトの設計より

　

＝ 1×0.7 × × ＝ (N)

＝ (kN) （小数点以下第３位切下げ小数点第2位表示）

ここで

： 頭付きアンカーボルトの規格降伏点強度 (N/mm2)

　　 ： 頭付きアンカーボルトの断面積 (mm2)

2

3

＝ (kN)

＝ (kN) （小数点以下第３位切下げ小数点第2位表示）

ここで

： コンクリート支圧強度

＝ × √ （ × ）

＝ (N/mm2)

ここで

： コンクリートの設計基準強度　審査資料○より22.0(N/mm2)

： コンクリートのヤング係数　　審査資料○より22.0(kN/mm2)

： アンカーの断面積　　引張力計算書より　 (mm2)

2

3

＝ (N)

＝ (kN)

＝ (kN) （小数点以下第３位切下げ小数点第2位表示）

＝ × 1.454 × 40970

347.9

Fｃ

Eｃ

Qa 

0.5 22 22000

283

＝ × 347.9 × 283 ＝ 65637.13333

283

39713.58667

39.71358667

39.71

235

(N)

65.63713

65.63

46.55

235 283 46553.5
： 頭付きアンカーボルトの断面積(mm2)

： 頭付きアンカーボルトの引張強度(N/mm2)

Q	 =1･0.7･sσ	 ･ a	 	
	

q	 	 ൌ
	
･cσ	 ･A	 	
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ここで

： コーン状破壊に対する引張強度

　　　　

＝ × √

＝

＝ (N/mm2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

ここで

： コンクリートの設計基準強度　審査資料○より22.0(N/mm2)

： せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積

　　

＝ × × 2

＝

＝ (mm2) （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

以上より許容せん断力は，Min  から

＝ (kN) となる。

161.5

1.45402889

1.454

0.31 22

40970

39.71

Fｃ

0.5 π

40969.90249
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3 . 発生応力度

ヒンジアーム

ヒンジアームの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ

から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

ヒンジピン

ヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

ヒンジボルト

ヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

（ヒンジ部）アンカー

（ヒンジ部）アンカーの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

引張 / ＝ ＝ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

せん断 / ＝ ＝ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

0.42

0.24

52 0.42

0.42

発生応力度/
許容限界値

85

90

205

0.24

0.414634

0.42

発生応力度/
許容限界値

発生応力度/
許容限界値

51

286

39.71

0.46015

0.58423623.20

0.47

0.59

34

53

31 41

686 0.41691

375 0.24

発生応力度/
許容限界値

54 0.59

32 42

33 43

46

66.5030.60
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カンヌキ

カンヌキの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

116

37 43

発生応力度/
許容限界値

発生応力度/
許容限界値

55

68

0.565854

35

0.57

0.11

651 0.104455

発生応力度/
許容限界値

57 0.11

205

56

0.57

44

0.46

0.46

36 45

315 686 0.459184
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1 . 耐震評価に用いる条件（原子炉建屋水密扉）

■ 耐震計算 （原子炉建屋付属棟東側水密扉No.11） 【Ａ”タイプ】

鉛直水平

地震係数

取付箇所取付箇所

1.13 0.99

扉枠

取付箇所 アンカー

ヒンジ

アンカー

カンヌキ受け

躯体開口内 扉枠 無 扉枠 無

壁面 取付板 有 取付板 有

1
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共通

は入力値

は計算値

： 扉体自重 は既に入力又は計算された値

自重の内訳は次の通り

・ 扉本体（カンヌキ装置，ヒンジ含む） kg ｋN

・ 枠本体（耐震計算では含めない） kg ｋN

合計（耐震計算では枠本体の自重は含めない） kg ｋN

補足資料の数値計算説明書においては扉体自重に枠本体自重を含める

Wx 1

Wx

凡例：

注）

39.23

ｋN

6000

4000

6000

58.84

58.84

扉体自重

58.84

2
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共通

： 水平方向設計震度

： 鉛直方向設計震度

原子炉建屋地震応答解析.結果より最大応答加速度から設計震度を求める。なお，加速度を保守的に評価するため，

設置位置EL. mの部質点となるEL. mの最大応答加速度より求める。

水平方向最大応答加速度

＝

⇒

鉛直方向最大応答加速度

＝

⇒

1.13

KV

0.99

KH

KV

KH

1.13
KH・KV －

+8.20 +14.00

1.13

0.99

0.99

1.13

震度（水平1.0）

震度（鉛直1.0）

2

3

0.99

3
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ヒンジ部共通

： 枠付きヒンジ芯から扉幅方向の重心までの距離

Lｒ 4

Lｒ

m 0.930扉体重心～ヒンジ芯間距離

Lr

L
j

4
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ヒンジ部共通

： 枠付きヒンジ芯から扉厚さ方向の重心までの距離

Lｔ m 扉体重心～ヒンジ芯間距離

Lｔ

5 0.245

L
t

5
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ヒンジ部共通

m ヒンジ間距離 6 2.273Lｊ

Lr

L
j

6
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ヒンジアーム

7 0.300作用点間距離L m

L

h

ヒンジアーム

b

7
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ヒンジアーム

： ヒンジアームの断面係数

ヒンジアームの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

1 1

6 6

⇒ （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

= mm ： ヒンジアーム厚み寸法

= mm ： ヒンジアーム高さ寸法

120・Z

Z

・（ 120 288000）2＝ ・ b ・ h2 ＝ ＝

mm3 断面係数 8 288000

Z

288000

b 120

h 120

mm3

L

h

ヒンジアーム

b

8
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ヒンジアーム

： ヒンジアームの断面積

ヒンジアームの断面積を算定する

＝ b・h ＝ ・ ＝120 14400120

14400A mm2 断面積 9

A

A mm2

L

h

ヒンジアーム

b

9
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ヒンジピン

： ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジアーム支持部におけるヒンジピン軸支持間の距離

L mm 10軸支持間距離 43.5

L

L
h

b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

10
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ヒンジピン

： ヒンジピンの断面係数

ヒンジピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

= ： ヒンジピン径

32
d3 π

・（ 41417.48127Z

d

Z

＝

75

41420

41420

＝

mm3

断面係数

⇒

Z mm3

）3・
π

＝

11

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

32
75

mm

L
h

b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

11
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ヒンジピン

： ヒンジピンの断面積

ヒンジピンの断面積を算定する

π π

4 4

A mm2 断面積 12

A

A ＝

mm2

4418

4418⇒ （有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示）

・ ＝ 4417.865）2d2 ・（ 75 ＝

L
h

b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

12
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ヒンジボルト

： 扉体重量をうけもつヒンジ１か所あたりのヒンジボルト本数n

本数 13 4n 本

L
h

b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

13
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ヒンジボルト

： ヒンジボルト (M ）１本あたりの有効断面積

（JIS　B　1082より）

＝ mm2

mm2 561

A

A 561

A 断面積 14

30

14
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カンヌキ

： 地震時カンヌキに作用する軸支持間距離

mm 軸支持間距離

Ｌb

106.0Lb 18

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

15
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カンヌキ

： カンヌキの断面係数

カンヌキの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= ： カンヌキ径d

）3 ＝d3 ・（ 50 12271.8463

⇒ （有効数字5桁目四捨五入有効数字４桁表示）12270

＝ ・

19 12270

Z

Z

mm3Z

mm3

50 mm

＝

断面係数

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

16
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カンヌキ

： カンヌキの断面積

カンヌキの断面積を算定する

π π

4 4

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝

1963

・（

mm2

1963.495＝ ）2

⇒

＝・

A mm2 断面積 20 1963

A

A 50d2

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

17
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カンヌキ受けピン

： 地震時カンヌキ受けピンに作用する軸支持間距離

79.0Lp mm 軸支持間距離 21

Lp

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

18
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カンヌキ受けピン

： カンヌキ受けピンの断面係数

カンヌキ受けピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= ： カンヌキ受けピン径

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ 20

mm3 断面係数 22

⇒ 785.4 mm3

785.4

dp 20 mm

・（ ）3

Z

785.398＝

Z

Z ＝ ・ dp
3

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

19
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カンヌキ受けピン

： カンヌキ受けピンの断面積

カンヌキ受けピンの断面積を算定する

π π

4 4

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ ・（ ）220

23

A

A

⇒ 314.2 mm2

A mm2

＝ ・ d2

314.2

314.159＝

断面積

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

20
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カンヌキ受けボルト

： カンヌキ受けボルトの本数

24本数本n

n

2

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp

21
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カンヌキ受けボルト

： カンヌキ受けボルト （M ） １本あたりの断面積

（JIS　B　1082より）

＝ mm２Ab

16

157.0

25 157.0１本当たりの断面積Ab mm2

Ab

22
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2 . 発生応力度

ヒンジアーム

ヒンジアーム部の発生応力度は添付資料○「水密扉の耐震評価書」4.4評価方法（１）荷重算定ａ.及び（ａ）より算定する荷重から

（２）断面検定ａ．（ａ）の検定式により発生応力度を算定する。

（１） 荷重算定

ａ . ヒンジ部

ヒンジ部は，ヒンジ，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次'式により算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各部材に発生

する荷重を算定する。

2 よりKH ＝

＝ FH：扉にかかる水平地震力

＝ ＝ ・ ＝

＝ ＝ （kN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

Lｒ FＶ：扉にかかる鉛直地震力

Lｊ ＝ ＝ ・ ＝

Lt ＝ （kN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

Lｊ

Ｒr，Rt：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

ここで、 ここで反力Rは，水平方向に作用する荷重であるが鉛直地震力を考慮することから水平地震力として

： 扉体自重（ｋN） 考慮する場合JEAC　４６０１で規定された組合係数を用いるところを，ここでは保守的に絶対和法を用いる

： 水平地震力（ｋN） ３ よりKV ＝

： 鉛直地震力（ｋN） ＝ ＝ ・ ＝

： 水平震度 ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

： 鉛直震度 Lｒ

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） Lｊ

： 扉厚方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

： 扉体重心（幅方向）～ヒンジ芯距離（m） Lｔ

： ヒンジ間距離（m） Lｊ

： 扉体重心（厚方向）～ヒンジ芯距離（m） ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

0.245

2.273

（ＷＸ+FＶ） ・ )・58.84 58.25

0.99

ＷＸ・KＶ

47.90748
2.273

＝
0.930

66.4892

58.84

66.49

0.99 58.2516

58.84 0.99 58.2516

＝

＝ 12.62079+ 58.25 )・

123

1.13

Lｔ

（ＷＸ+FＶ） ・

＝

58.84(

WX・KH

( +
KV

58.25

58.25

47.91

Ｒｔ ＝

FV

1.13

FV

Rｒ

Rｔ

Lｒ

＝

FH

FH

Rｒ

Ｒｒ

（ＷX+FV） ・

Rｔ

Lｊ

FＶ

58.84

ＷX・ＫH

FV

＝

（ＷX+FV） ・

ＷX

KH

12.62

発生応力度（N/mm２）

WX・KV

＝

FH

ＷX・ＫV

31

23
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Lr

L
j L
t

FH

WX＋FV

WX＋FV

Rr

Rr

Rt

Rt

24
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荷重

ヒンジアーム

ヒンジアームに生じる荷重は、次式により算定する。

＝ M ：　ヒンジアームに発生する曲げモーメント

ここで、

： 曲げモーメント（ｋN･m）

： 扉体自重（ｋN）

： 鉛直地震力

： 作用点間距離

＝ ＝ （ + ）・

＝ （ｋN･m）

＝ （ｋN･㎜）

＝ （ｋN･㎜） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝ WX+FV Q ：　ヒンジアームに発生するせん断力は、鉛直方向を考慮し次式より算定する。

ここで、

： せん断力（kN） ＝ WX+FV ＝ + ＝

＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位でヒンジ（扉部），ヒンジアー
ム，ヒンジ（扉枠部）において，一番厳しくなる評価部位となるヒンジ
アームを評価する。ここでは，評価上厳しくなる強軸方向に発生する
曲げモーメントに対し保守的に，鉛直方向の荷重を考慮したものから
次式のとおり算出する。

M 58.84

35127

L

M

WＸ

M

35130

117.1

Q

35.127

58.25

FＶ

（ａ）

Q

Q 117.09058.84 58.25

（WX+FV）・L

（WX+FV）・L 0.300

L

h

ヒンジアーム

b

WX＋FV
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断面検定

　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認する。

なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

応力

ａ . ヒンジ部

ヒンジアーム

　ヒンジアームに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，ヒンジアームの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σX ：　ヒンジアームに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

ここで、 ＝

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジアームの断面係数（mm3）

： ヒンジアームの断面積（mm2） ＝ （ｋN/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

0.122789668

123

122.7897

（( ）2 117.1

14400
3・ ）+ ( ）2

σX

σX

＝

A

σX

M

（ａ）

（２）

35130

Q

Z

√
288000

（
M
Z
）
	
 ３・（

Q
A
）
	

（
M
Z
）
	
 ３・（

Q
A
）
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ヒンジピン

ヒンジピン部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　（１）荷重算定　ａ.及び（ｂ）より算定する荷重から

（2）断面検定ａ．（ｂ）の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

ヒンジピン

ヒンジピンに生じる荷重は，次式により算定する。

＝ M

ここで、

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： 扉体自重反力（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

： 作用点間距離 ＝ （ｋN･㎜）

＝ （ｋN･㎜）

＝ Q

ここで、

： せん断力（kN）

＝ （ｋN）

＝ （ｋN）

66.49

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

1786.336

+ ×（（ 47.91
66.49

）2 12.62 ）2 ）＝ √ + 2（

） / 2

/ 43.5

2

発生応力度（N/mm２）

）2 + 12.62 ）2

M ＝

Q

L

：　ヒンジピンに発生する荷重として，ヒンジアームと扉付ヒンジのラジ
アルベアリング間を支持間隔とした水平方向荷重がヒンジピンに作用
することから，曲げモーメントを次式より求める。

47.91 +

（ｂ）

M

：　上記水平荷重を負担する支持部の反力としてせん断力が発生す
ることから次式より求める

47

2

1786

R

M

FH

32

41.07

√ （（
Q

（

41.06519

Q ＝ ＝

R		  	 	 	
 R	 	 /2・L

R		  	 	
	

	
 R	 	 /2・L

R		 
F	
2

	
 R	 	 /2

R		 
F	
2

	
 R	 	 /2
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応力

ヒンジピン

　ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，ヒンジピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σｘ ：　ヒンジピンに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

ここで、 ＝

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジピンの断面係数（mm3） ＝ （ｋN/mm2）

： ヒンジピンの断面積（mm2） ＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

41.07
√

σｘ

σｘ

M 1786

41420
+

Q

（ｂ）

3・

Z

A

σｘ

＝ （(
4418

）2 ）2 ）

0.046027398

47

(

（
M
Z
）
	
 3・（

Q
A
）
	

（
M
Z
）
	
 3・（

Q
A
）
	

L
h

b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

R		 
F	
2

	
 R	 	 /2Rt

R		 
F	
2

R		 
F	
2
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ヒンジボルト

ヒンジボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　（１）荷重算定　ａ.（ｃ）より算定する荷重から

（2）断面検定ｄ.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

ヒンジボルト

ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。

＝ Q

ここで、

： せん断力（kN） Q ＝

： 扉体重量（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

： 鉛直地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

＝ T

ここで、 FH

： 引張力（ｋN） 2

： 水平地震力（ｋN）

： 扉厚方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

＝ （ｋN） （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

47.91 +
66.49

） / +（ 58.84 58.25 ）2

2

12.62

T

123.9218

FH

FＶ

33

66.49

2
+

（（

：　ヒンジボルトに発生する荷重は，水平，鉛直方向の荷重によりせん
断力として発生することから次式よりもとめる。

56

2

＝

発生応力度（N/mm2）

）＝

T

FH

Rr

＝

Q

+）2

T

123.9

45.87

Rt 45.8650

（ｃ）

Q

WX

：　ヒンジボルトに発生する荷重は水平荷重により引張力として発生す
ることから次式よりもとめる。

√

+Rt

（（R		 
F	
2

）／2）
	
 （Wx  FV）

R		 
F	
2

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

h
b d

WX＋FV
Q

R		 
F	
2

（R		 
F	
2

）／2

（（R		 
F	
2

）／2）
	
 （Wx  FV）
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応力

ヒンジボルト

＝ τ ：　ヒンジボルトに発生するせん断力によるせん断応力度を次式より

求める。ここでヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボルト本数は

ここで、 13のとおり 4 本である

： せん断応力度（N/mm2）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジボルト本数（本） 4 ・

： １本当たりの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ ：　ヒンジボルトに発生する引張力は，扉90°開放時 に水平方向

荷重として発生するが，せん断力としては，180°開放時の水平，

ここで、 鉛直荷重が最大となることから，荷重負担本数が同数であるため，

： 引張応力度（N/mm２） せん断応力度検定にて引張応力度は包絡される。

T ： 引張力（ｋN）

＝ ＝
Q

n

Ab

τ

τ

ヒンジボルトに生じるせん断応力度，取付ボルトに生じるせん断応力度及び引張応
力度を次式により算定し，ボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。

123.9
（ｋN/mm2）

τ

56

55.2139

561

σT

σT σT

（ｃ）

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

＝ 0.055214

Q
n・Ab

Q
n・Ab

T
n・Ab
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カンヌキ

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度

を算定する。

荷重

ｂ. カンヌキ部

　　カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成されており，次式により算定する

水平地震力から，各部材に発生する荷重を算定する。

＝ WX・KH FH ：カンヌキに発生する荷重は，扉閉鎖時において発生する水平方向荷

重が発生する。

ここで、

： 水平地震力(kN) ＝ WX・KH＝ ・ ＝

： 扉体自重(kN)　 ＝ (kN)

： 水平震度

66.4892

66.49 （有効数字５桁目四捨五入有効数４桁表示）

発生応力度(N/mm2)

35

FH FH 1.13

KH

97

58.84

FH

WX

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp
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（ａ） カンヌキ

カンヌキに生じる応力は、次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカンヌキの

： 曲げモーメント（ｋN･mm） 6 か所で負担する。

： 水平地震力(ｋN)

： 作用点間距離（mm）

： カンヌキ本数（本） ＝ (kN・mm)

Q ＝ Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、

Q ： せん断力（ｋN）

＝ (kN)　

66.49

6

＝

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

1175

FH

Lb

11.08167

106.0

＝

1174.657＝

M

M ＝ ＝

(kN)　

(kN・mm)・

Q ＝
66.49

6

11.08

n

ＦＨ

ｎ
・Ｌb

ＦＨ

ｎ
・Ｌb

FH
ｎ

FH
ｎ

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp
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応力

ｂ. カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，カンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。

ここで、

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･mm）

： せん断力（ｋN） ＝ （ｋN/mm2）

： カンヌキの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2）

： カンヌキの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

Z

（（ （ ）2+3×

0.09625977

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

M

Q

σX ： カンヌキに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

11.08
＝

σX

A

96.25977

97

）2

σX ＝

196312270

σｘ

＝

）
1175
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カンヌキ受けピン

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度

を算定する。

荷重

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる応力は，次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカンヌキ受けピン

： 曲げモーメント（ｋN･mm） 6 か所で負担する。

： 水平地震力(kN)

： 作用点間距離（mm） 4･ 6

： カンヌキ受けピン数（本） ＝ (kN・mm)

Q ＝ Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、

： せん断力（ｋN）

： 水平地震力(kN)

： カンヌキ受けボルト数（本） ＝ (kN)　

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

FH FH･LP

M

LP

＝
4･ｎ

11.08167

＝M 218.8629 (kN・mm)

＝ ＝
66.49

＝

発生応力度(N/mm2)

36 279

Q

n

Q (kN)　

66.49

n

FH

＝

11.08

×

6

218.9

79.0

FH
ｎ

FH
ｎ

FH･LP
4･n

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp
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応力

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度が

カンヌキ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σ ：　 カンヌキ受けピンに曲げモーメントが作用する場合の応力度

ここで、

： 曲げ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ） ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2）

ここで、

： 曲げモーメント （ｋN･ｍ）

： カンヌキ受けピンの断面係数 （mm3）

＝ τ ：　カンヌキ受けピンにせん断力が発生する場合の応力度

ここで、

： せん断応力度（N/mm2） 2 ×

： せん断力（ｋN） ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

ここで、

： せん断力 （ｋN）

： カンヌキ受けピンの断面積 （㎜2）

上記より

＞

曲げモーメントが厳しくなる。

0.2787115

A

18

M

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

218.9

11.08

314.2
0.017632

A

279

Q

σ
σ

＝

M 278.7115

Z

17.632

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

＝

11.08

314.2

218.9

785.4
＝

（ｋN/mm２）
τ

785.4

＝

Z

τ

τ ＝ ＝

279

（ｋN/mm2）

18

Q

σ M
Z

M
Z

Q
2･A

Q
2･A
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カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

(b)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる荷重は，次式により算定する。

T ＝ T ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がカンヌキ受けボルトに引張力として作用す

ることから次式より求める

ここで、

： 引張力(kN)

： 水平地震力(kN) ＝ (kN)

： カンヌキの数（本）

11.08FH

T

n

(kN)
T

発生応力度(N/mm2)

＝ 11.08167＝

37 36

（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

＝
66.49

6

FH
n

FH
n

カンヌキ

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けピン

d

Lb

Lb

Lp

カンヌキ

dp
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応力

(b)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，ボルトの短期許容応力度以下で

あることを確認する。

σT ＝ σT ：　カンヌキ受けボルトに発生する引張力による引張応力度を次式より

求める。ここでカンヌキ部1か所における引張り力負担ボルト

本数は 2 本である。

ここで、

： 引張応力度（N/mm2） 2 ・

： 引張力(kN) ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けボルト本数（本） ＝ （N/mm2）

： M16　１本当たりの断面積（mm2）

157.0
σT

Ab

T

n

（ｋN/mm2）

36

0.0352866＝ ＝
11.08

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

σT

＝

35.2866

T
n･Ab

T
n･Ab
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2 . 許容限界値

ヒンジアーム

ヒンジアームの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SS400

・板厚：120mm（長辺方向寸法）

ヒンジアームの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１」（2015年版）より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

205

41

205

許容限界値(N/mm2)

205

400

205 400 0.7

205
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ヒンジピン

ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SCM440

ヒンジピンの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

0.7 686

許容限界値(N/mm2)

42

980

686 曲げ

686

835

835 980
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ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルト

ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルトの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SCM435

ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルトの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

「鋼構造設計基準 -許容応力度設計法-」より，

fs：許容せん断応力度，F：基準値（弾性設計のため，降伏点）

＝ (N/mm2)

⇒ （N/mm2）（小数点第一位以下切捨て整数表示）

Fs ＝  (N/mm2)

651 引張

許容限界値(N/mm2)

651

785 930 0.7

785 930

ｆs ＝

375 せん断

＝

375

651

375

375.855

43

Ｆ

	 3 	 3
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カンヌキ

カンヌキの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SUS304

カンヌキの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４３０３」P1213より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

曲げ

205 520 0.7 205

205

205

520

44

許容限界値(N/mm2)
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カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SCM440

カンヌキ受けピンの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

980

686

許容限界値(N/mm2)

45

686

835

686 曲げ

980

0.7835
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3 . 発生応力度

ヒンジアーム

ヒンジアームの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ

から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

ヒンジピン

ヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

ヒンジボルト

ヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

33 43

32 42

205

0.60

0.15

56

53

47 686 0.068513

31 41

0.07

発生応力度/
許容限界値

0.6

51

375 0.149333

0.6

発生応力度/
許容限界値

123

0.15

52 0.07

発生応力度/
許容限界値
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カンヌキ

カンヌキの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

43

発生応力度/
許容限界値

0.48

56

0.473171

0.48

44

651 0.0553

35

発生応力度/
許容限界値

55

36

97

0.06

37

57 0.06

発生応力度/
許容限界値

0.41

0.41

36 45

279 686 0.406706

205

44
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1 . 耐震評価に用いる条件（原子炉建屋水密扉）

扉枠

取付箇所 アンカー

ヒンジ

アンカー

カンヌキ受け

躯体開口内 扉枠 有 扉枠 有

壁面 取付板 有 取付板 有

鉛直水平

地震係数

取付箇所取付箇所

1.13 0.99

■ 耐震計算　（原子炉建屋付属棟西側水密扉No.23）　【Ａ’タイプ】

1
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共通

は入力値

は計算値

： 扉体自重

自重の内訳は次の通り

・ 扉本体（カンヌキ装置，ヒンジ含む） kg ｋN （小数点第三位切り上げ、小数点第二位表示）

・ 枠本体（耐震計算では含めない） kg ｋN （小数点第三位切り上げ、小数点第二位表示）

合計（耐震計算では枠本体の自重は含めない） kg ｋN

補足資料の数値計算説明書においては扉体自重に枠本体自重を含める

10.30

扉体自重

1050

10.301

Wx

4.42

1050

450

10.30

凡例：

注）

Wx ｋN

2
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共通

： 水平方向設計震度

： 鉛直方向設計震度

原子炉建屋地震応答解析.結果より最大応答加速度から設計震度を求める。なお，加速度を保守的に評価するため，

設置位置EL. mの部質点となるEL. mの最大応答加速度より求める。

水平方向最大応答加速度

＝

⇒ （小数点第三位切り上げ、小数点第二位表示）

鉛直方向最大応答加速度

＝

⇒ （小数点第三位切り上げ、小数点第二位表示）

0.99

1.13

震度（水平1.0）

震度（鉛直1.0）

2

3

1.13
KH・KV －

-8.2 +14.0

1.13

0.99

1.13

KV

0.99

KH

KV

KH

0.99

3
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ヒンジ部共通

： 枠付きヒンジ芯から扉幅方向の重心までの距離

0.5775扉体重心～ヒンジ芯間距離Lｒ 4m

Lｒ

Lj

Lr

4
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ヒンジ部共通

： 枠付きヒンジ芯から扉厚さ方向の重心までの距離

5 0.182

Lｔ

Lｔ m 扉体重心～ヒンジ芯間距離

Lt

5
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ヒンジ部共通

Lｊ m ヒンジ間距離 6 1.607

Lj

Lr

6
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ヒンジアーム

作用点間距離 7 0.190L m

L

h
b

ヒンジアーム

7
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ヒンジアーム

： ヒンジアームの断面係数

ヒンジアームの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

1 1

6 6

⇒ （有効数字5桁目四捨五入、有効数字４桁表示）

= mm ： ヒンジアーム厚み寸法

= mm ： ヒンジアーム高さ寸法

mm3

＝

57170

b 70

h

）2Z

70

Z

・（ 70 57166.6770・＝ ・ b ・ h2 ＝

mm3 8 57170断面係数

Z

L

h
b

ヒンジアーム

8
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ヒンジアーム

： ヒンジアームの断面積

ヒンジアームの断面積を算定する

＝ b・h ＝ ・ ＝ （有効数字5桁目四捨五入、有効数字４桁表示）mm2

4900A mm2 断面積 9

70

A

A 70 4900

L

h
b

ヒンジアーム

9



耐震計算書

ヒンジピン

： ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジアーム支持部におけるヒンジピン軸支持間の距離L

軸支持間距離L mm 40.510

h
b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

10
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ヒンジピン

： ヒンジピンの断面係数

ヒンジピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

= ： ヒンジピン径mm

Z

Z mm3

）3

⇒ 　（有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

・（

d

Z ＝ 4209.243282
π

＝
32

d3 π

mm3

32
・

断面係数 11

35

4209

＝

4209

35

h
b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

11
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ヒンジピン

： ヒンジピンの断面積

ヒンジピンの断面積を算定する

π π

4 4

　（有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

・（ 962.113）2

962.1A 断面積 12mm2

d2

mm2

A

A ＝

962.1⇒

・ ＝ 35 ＝

h
b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

12
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ヒンジボルト

： 扉体重量をうけもつヒンジ１か所あたりのヒンジボルト本数

n

n

13本数本 4

h
b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

13
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ヒンジボルト

： ヒンジボルト (M ）１本あたりの有効断面積

（JIS　B　1082より）

＝

断面積 14

16

mm2 157

A

A 157

A

mm2

14
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カンヌキ

： 地震時カンヌキに作用する軸支持間距離

95.0

Ｌb

Lb 18mm 軸支持間距離

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

15
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カンヌキ

： カンヌキの断面係数

カンヌキの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= ： カンヌキ径

12270 　（有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Z

mm3

＝ ・

50

50 12271.8463

mm

＝d3 ・（

mm3 1227019

⇒

Z

Z

d

断面係数

＝ ）3

Lb
d Lp

dp
カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

16
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カンヌキ

： カンヌキの断面積

カンヌキの断面積を算定する

π π

4 4

　（有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

）2・ 50＝

1963

mm2

20

A

A

A

⇒

＝d2 1963.495＝ ・（

mm2 断面積

1963

Lb
d Lp

dp
カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

17
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カンヌキ受けピン

： 地震時カンヌキ受けピンに作用する軸支持間距離Lp

21 90.0Lp mm 軸支持間距離

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

18
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カンヌキ受けピン

： カンヌキ受けピンの断面係数

カンヌキ受けピンの断面係数を算定する

（機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

π π

32 32

= ： カンヌキ受けピン径

⇒ 785.4 mm3

）3

Z 785.4

Z ＝ ・ 785.398

　（有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

dp
3 ＝

Z

・（ 20

mm

mm3 断面係数 22

dp 20

＝

Lb
d Lp

dp
カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

19
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カンヌキ受けピン

： カンヌキ受けピンの断面積

カンヌキ受けピンの断面積を算定する

π π

4 4
d2

314.2 mm2

・ ・（

23

＝ 314.15920A

⇒

＝

A

断面積

　（有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

＝

A mm2

）2

314.2

Lb
d Lp

dp
カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

20
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カンヌキ受けボルト

： カンヌキ受けボルトの本数n

本数n 24 2本

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

21
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カンヌキ受けボルト

： カンヌキ受けボルト （M ） １本あたりの断面積

（JIS　B　1082より）

＝ mm２

25

Ab

１本当たりの断面積 157Ab mm2

Ab

16

157

22
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2 . 発生応力度

ヒンジアーム

ヒンジアーム部の発生応力度は添付資料○「水密扉の耐震評価書」4.4評価方法（１）荷重算定ａ.及び（ａ）より算定する荷重から

（２）断面検定ａ．（ａ）の検定式により発生応力度を算定する。

（１） 荷重算定

ａ . ヒンジ部

ヒンジ部は，ヒンジ，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次'式により算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各部材に発生

する荷重を算定する。

2 よりKH ＝

＝ FH：扉にかかる水平地震力

＝ ＝ ・ ＝

＝ ＝ （kN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Lｒ FＶ：扉にかかる鉛直地震力

Lｊ ＝ ＝ ・ ＝

Lt ＝ （kN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Lｊ

Ｒr，Rt：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

ここで、 ここで反力Rは，水平方向に作用する荷重であるが鉛直地震力を考慮することから水平地震力として

： 扉体自重（ｋN） 考慮する場合JEAC　４６０１で規定された組合係数を用いるところを，ここでは保守的に絶対和法を用いる

： 水平地震力（ｋN） ３ よりKV ＝

： 鉛直地震力（ｋN） ＝ ＝ ・ ＝

： 水平震度 ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

： 鉛直震度 Lｒ

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） Lｊ

： 扉厚方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

： 扉体重心（幅方向）～ヒンジ芯距離（m） Lｔ

： ヒンジ間距離（m） Lｊ

： 扉体重心（厚方向）～ヒンジ芯距離（m） ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

0.99

＝

7.367

2.322

10.30

KH

Lｊ

ＷX・ＫHFH

Rｒ

Lｒ

Lｔ

Rｒ

Rｔ

KV

FV

発生応力度（N/mm２）

＝

10.30

(

(

69

Rｔ ＝

＝

FH

（ＷＸ+FＶ） ・Ｒｒ

0.99

FＶ ＷＸ・KＶ

10.20

10.2

Ｒｔ ＝ ＝（ＷＸ+FＶ） ・

（ＷX+FV） ・

FH

ＷX・ＫV

31

WX・KH

FV

（ＷX+FV） ・

ＷX

FV

WX・KV

＝ 2.321717+ 10.2 )・
0.182

1.607

1.13 11.639

10.30

)・10.30 10.2+

0.99

7.366988

10.197

10.197

11.64

0.5775

10.30

＝
1.607

1.13

23
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L
j

Lt

Lr

FH

WX＋FV

WX＋FV

Rt

Rr

Rr

Rt

24
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荷重

ヒンジアーム

ヒンジアームに生じる荷重は、次式により算定する。

＝ M ：　ヒンジアームに発生する曲げモーメント

ここで、

： 曲げモーメント（ｋN･m）

： 扉体自重（ｋN）

： 鉛直地震力

： 作用点間距離

＝ ＝ （ + ）・

＝ （ｋN･m）

＝ （ｋN･㎜）

＝ （ｋN･㎜） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

＝ WX+FV Q ：　ヒンジアームに発生するせん断力は、鉛直方向を考慮し次式より算定する。

ここで、

： せん断力（kN） ＝ WX+FV ＝ + ＝

＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Q

3895

FＶ

M

（WX+FV）・L

（WX+FV）・L

L

10.30 10.2

M

WＸ

Q

Q

（ａ）

20.500

0.190

3895

20.50

3.895

10.20

　扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位でヒンジ（扉部），ヒンジアー
ム，ヒンジ（扉枠部）において，一番厳しくなる評価部位となるヒンジ
アームを評価する。ここでは，評価上厳しくなる強軸方向に発生する
曲げモーメントに対し保守的に，鉛直方向の荷重を考慮したものから
次式のとおり算出する。

M 10.30

L

h
b

ヒンジアーム

WX＋FV
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断面検定

　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認する。

なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

応力

ａ . ヒンジ部

ヒンジアーム

　ヒンジアームに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，ヒンジアームの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σX ：　ヒンジアームに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

ここで、 ＝

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジアームの断面係数（mm3）

： ヒンジアームの断面積（mm2） ＝ （ｋN/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

（２）

）2

0.068514415

(
4900

（ａ）

σX

（(√
3895

σX

57170
3・ ）+ ）220.50

＝

68.51442

A

σX

M

Q

Z

69

（
M
Z
）
	
 ３・（

Q
A
）
	

（
M
Z
）
	
 ３・（

Q
A
）
	

26



耐震計算書

ヒンジピン

ヒンジピン部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　（１）荷重算定　ａ.及び（ｂ）より算定する荷重から

（2）断面検定ａ．（ｂ）の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

ヒンジピン

ヒンジピンに生じる荷重は，次式により算定する。

＝ M

ここで、

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： 扉体自重反力（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

： 作用点間距離 ＝ （ｋN･㎜）

＝ （ｋN･㎜） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

＝ Q

ここで、

： せん断力（kN）

＝ （ｋN）

＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Q

R

L

（ 2.322 ）2

2

2.322

542.3

＝ √ （（ 7.367 +
2

11.64
）2

発生応力度（N/mm２）

Q

32

13.38987

（（ 7.367 +
11.64

）2 +

132

：　上記水平荷重を負担する支持部の反力としてせん断力が発生す
ることから次式より求める

13.39

542.2898

：　ヒンジピンに発生する荷重として，ヒンジアームと枠付ヒンジのラジ
アルベアリング間を支持間隔とした水平方向荷重がヒンジピンに作用
することから，曲げモーメントを次式より求める。

Q

（ｂ）

M

FH

M ＝

M

× 40.5）

＝ √ ）

）2+ （

＝

（R		  	 	
	
）
	
 R	 	 ･L

（R		  	 	
	
）
	
 R	 	 ・

（R		  	 	 ）
	
 R	 	 ･L

（R		  	 	 ）
	
 R	 	 ・
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応力

ヒンジピン

　ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，ヒンジピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σｘ ：　ヒンジピンに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

ここで、 ＝

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･ｍ）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジピンの断面係数（mm3）

： ヒンジピンの断面積（mm2） ＝ （ｋN/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2） （小数点第一位切り上げ,整数表示）

（ｂ）

Z

A

3・+

0.1310786

131.0786

）(
Q

√ ）2

962.1

σｘ

＝ （( ）2542.3

4209

13.39

132

σｘ

σｘ

M

h
b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

（
M
Z
）
	
 3・（

Q
A
）
	

（
M
Z
）
	
 3・（

Q
A
）
	

Rt

R		 
F	
2

（R		  	 	 ）
	
 R	 	 ・

R		 
F	
2
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ヒンジボルト

ヒンジボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　（１）荷重算定　ａ.（ｃ）より算定する荷重から

（2）断面検定ｄ.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

ヒンジボルト

ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。

＝ Q

ここで、

： せん断力（kN） Q ＝

： 扉体重量（ｋN）

： 水平地震力（ｋN）

： 鉛直地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

＝ T

ここで、 FH

： 引張力（ｋN） 2

： 水平地震力（ｋN）

： 扉幅方向水平地震力（ｋN） ＝ （ｋN）

＝ （ｋN） （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

＝

7.367＝

T

FH

Q

（ｃ）

Q

Rr

T

発生応力度（N/mm2）

33

：　ヒンジボルトに発生する荷重は水平荷重により引張力として発生す
ることから次式よりもとめる。

＝T

+ +（ 10.30 10.20）2

11.64

2
+

39

Rr 13.1870

13.19

24.37513

FH

FＶ

WX

：　ヒンジボルトに発生する荷重は，水平，鉛直方向の荷重によりせん
断力として発生することから次式よりもとめる。

（（ ）2）+7.367
11.64

2
√

+Rr

24.38

h
b d

ヒンジピン

ヒンジボルト

L

（R		 
F	
2

）
	
 （Wx  FV）

	

R		 
F	
2

WX＋FV
Q

（R		 
F	
2

）
	
 （Wx  FV）

R		 
F	
2

R		 
F	
2
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応力

ヒンジボルト

＝ τ ：　ヒンジボルトに発生するせん断力によるせん断応力度を次式より

求める。ここでヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボルト本数は

ここで、 13のとおり 4 本である

： せん断応力度（N/mm2）

： せん断力（ｋN）

： ヒンジボルト本数（本） 4 ・

： １本当たりの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

＝ （N/mm2）

＝ ：　ヒンジボルトに発生する引張力は，扉90°開放時 に水平方向

荷重として発生するが，せん断力としては，180°開放時の水平，

ここで、 鉛直荷重が最大となることから，荷重負担本数が同数であるため，

： 引張応力度（N/mm２） せん断応力度検定にて引張応力度は包絡される。

T ： 引張力（ｋN）

τ

n
＝

Q

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

157
＝ （ｋN/mm2）0.0388217＝

σT

39

38.8217

（ｃ）

Ab

ヒンジボルトに生じるせん断応力度及び引張応力度を次式により算定し，
ボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。

24.38

σT σT

τ

τ

Q
n・Ab

Q
n・Ab

T
n・Ab

30



耐震計算書

カンヌキ

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度

を算定する。

荷重

ｂ. カンヌキ部

　　カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成されており，次式により算定する

水平地震力から，各部材に発生する荷重を算定する。

＝ WX・KH FH ：カンヌキに発生する荷重は，扉閉塞時において発生する水平方向荷

重が発生する。

ここで、

： 水平地震力(kN) ＝ WX・KH＝ ・ ＝

： 扉体自重(kN)　 ＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

： 水平震度

10.30

KH

WX

1.13

発生応力度(N/mm2)

FH

11.64

23

FH FH

35

11.639

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb
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（ａ） カンヌキ

カンヌキに生じる応力は、次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉鎖時に発生することから水平荷重はカンヌキ

： 曲げモーメント（ｋN･mm） 4 か所で負担する。

： 水平地震力(ｋN)

： 作用点間距離（mm）

： カンヌキ本数（本） ＝ (kN・mm) （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Q ＝ Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、

Q ： せん断力（ｋN）

＝ (kN)　 （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

M ＝ ＝ (kN・mm)

M

(kN)　
4

276.5

2.910

4

n

2.91
11.64

11.64

＝

＝ 276.4595.0・
FH

Lb

＝Q ＝

ＦＨ

ｎ
・Ｌb

ＦＨ

ｎ
・Ｌb

FH
ｎ

FH
ｎ

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb

32



耐震計算書

応力

ｂ. カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，カンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。

ここで、

： 組合せ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント（ｋN･mm）

： せん断力（ｋN） ＝ （ｋN/mm2）

： カンヌキの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2）

： カンヌキの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

Q

σX ： カンヌキに曲げとせん断が同時作用する場合の応力度

12270

σX

σX ＝

23

+3×
1963

）2＝

A

22.68045

＝

（（
σｘ

0.022680446

Z

）2276.5

（小数点第一位切り上げ,整数表示）

（ ）
2.910

M
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カンヌキ受けピン

カンヌキ部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度

を算定する。

荷重

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる応力は，次式により算定する。

M ＝ M ：　カンヌキ部に発生する水平荷重により，カンヌキ受け部を支点とし

て曲げモーメントが発生することから次式より求める。

ここで、 この時の水平荷重は，扉閉塞時に発生することから水平荷重はカンヌキ受けピン

： 曲げモーメント（ｋN･mm） 4 か所で負担する。

： 水平地震力(kN)

： 作用点間距離（mm） 4･ 4

： カンヌキ受けピン数（本） ＝ (kN・mm) （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

Q ＝ Q ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がせん断力として作用することから

次式より求める。

ここで、

： せん断力（ｋN）

： 水平地震力(kN)

： カンヌキ受けボルト数（本） ＝ (kN)　 （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

FH･LP
＝

(kN)　
4

65.475 (kN・mm)

2.9

＝

n

11.64

発生応力度(N/mm2)

36 84

FH

Q

n

Q

65.48

2.910

＝× 90.0

11.64
＝

4･ｎ

M

LP

＝ ＝

FH
M

FH
ｎ

FH
ｎ

FH･LP
4･n

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb
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応力

（ｂ） カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度が

カンヌキ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

＝ σ ：　 カンヌキ受けピンに曲げモーメントが作用する場合の応力度

ここで、

： 曲げ応力度（N/mm2）

： 曲げモーメント(kN・mm) ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面係数（mm3） ＝ （N/mm2）

ここで、

： 曲げモーメント (kN・mm)

： カンヌキ受けピンの断面係数 （mm3）

＝ τ ：　カンヌキ受けピンにせん断力が発生する場合の応力度

ここで、

： せん断応力度（N/mm2） 2 ×

： せん断力（ｋN） ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けピンの断面積（mm2） ＝ （N/mm2）

ここで、

： せん断力 （ｋN）

： カンヌキ受けピンの断面積 （㎜2）

上記より

＞

曲げモーメントが厳しくなる。

（ｋN/mm２）

Z

（小数点第一位切り上げ、整数表示）

M

（小数点第一位切り上げ、整数表示）

2.910
＝ 0.004631

（ｋN/mm2）
785.4

＝＝
65.48

σ

τ

Q

M

σ

A

τ

τ ＝ ＝

83.3715

84

4.631

5

5

Q

A

84

＝ 0.083372

314.2

σ

65.48

785.4

2.910

314.2

Z

M
Z

M
Z

Q
2･A

Q
2･A

M
Z
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カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルト部の発生応力度は

添付資料○「水密扉の耐震評価書」　4.4　評価方法　(１)荷重算定　

b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

荷重

(b)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる荷重は，次式により算定する。

T ＝ T ：　カンヌキ部に発生する水平荷重がカンヌキ受けボルトに引張力として作用す

ることから次式より求める

ここで、

： 引張力(kN)

： 水平地震力(kN) ＝ (kN) （有効数字5桁目四捨五入、有効数字4桁表示）

： カンヌキの数（本）

4T
＝ 2.91

37

＝
11.64

10

発生応力度(N/mm2)

T

n

FH

＝

2.910

(kN)

FH
n

FH
n

Lb

d Lp

dp

カンヌキ受けボルト

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピン

カンヌキ カンヌキ受けボルト

Lb
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応力

(b)　カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，ボルトの短期許容応力度以下で

あることを確認する。

σT ＝ σT ：　カンヌキ受けボルトに発生する引張力による引張応力度を次式より

求める。ここでカンヌキ部1か所における引張り力負担ボルト

本数は 2 本である。

ここで、

： 引張応力度（N/mm2） 2 ・

： 引張力(kN) ＝ （N/mm2）

： カンヌキ受けボルト本数（本） ＝ （N/mm2）

： M16　１本当たりの断面積（mm2）

T

＝ 0.009268＝
2.910

9.2675

＝

Ab

σT

n

σT

10 （小数点第一位切り上げ、整数表示）

（ｋN/mm2）
157.0

T
n･Ab

T
n･Ab
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2 . 許容限界値

ヒンジアーム

ヒンジアームの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:SS400

・板厚：70mm（長辺方向寸法）

ヒンジアームの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　３１０１」（2015年版）より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2（保守的下限値）から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）215

215 400 0.7

215

215

許容限界値(N/mm2)

41

215

400
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ヒンジピン

ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質 : SCM435

ヒンジピンの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

930

651930

42

許容限界値(N/mm2)

785

651 曲げ

785

651

0.7
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ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルト

ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルトの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SCM435

ヒンジボルト及びカンヌキ受けボルトの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４０５３」P１８９０より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

「鋼構造設計基準 -許容応力度設計法-」より，

fs：許容せん断応力度，F：基準値（弾性設計のため，降伏点）

＝ (N/mm2)

＝ （N/mm2） （小数点第一位以下切捨て整数表示）

375.855

785

375 せん断

375

930

651

43

785

ｆs ＝ ＝

930

6510.7

651 引張

許容限界値(N/mm2)

Ｆ

	 3 	 3
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耐震計算書

カンヌキ

カンヌキの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質：SUS304

原子炉建屋水密扉○のカンヌキの許容限界値を算出する。

「鉄鋼Ⅱ　ＪＩＳ　Ｇ　４３０３」P1213より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

44

205

許容限界値(N/mm2)

205 曲げ

2050.7205 520

520
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耐震計算書

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンの許容限界値に係る仕様は，以下のとおり。

・材質:S45C

カンヌキ受けピンの許容限界値を算出する。

「JIS 鉄鋼Ⅰ 参考」P1886より

降伏点 N/mm2，引張強さ N/mm2から許容曲げ応力度を求める。

「国土交通省告示」より

　基準強度F値は，降伏点及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

F=MIN（ ， × ） ＝ （N/mm2）

許容限界値は， （N/mm2）

570

45

0.7

345

許容限界値(N/mm2)

345345

345 曲げ

345

570
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耐震計算書

3 . 発生応力度

ヒンジアーム

ヒンジアームの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ

から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

ヒンジピン

ヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

ヒンジボルト

ヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

52 0.21

215

0.11

51 0.33

53

発生応力度/
許容限界値

375 0.104

発生応力度/
許容限界値

32 42

0.11

651 0.202765132

0.32093

33 43

0.33

発生応力度/
許容限界値

69

39

0.21

31 41
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耐震計算書

カンヌキ

カンヌキの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトの許容限界値に対する発生応力度の応力度比を算出する。

発生応力度/許容限界値より前ページ から

/ ＝

⇒ （小数点以下第３位切上げ小数点第2位表示）

57 0.02

発生応力度/
許容限界値

56

0.12

44

0.25

36 45

84

0.015361

発生応力度/
許容限界値

0.25

651

345 0.243478

55

10

23

0.02

37 43

発生応力度/
許容限界値

205 0.112195

0.12

35

44



その1　耐震評価

水密扉の耐震計算書（数値根拠書）

（原子炉炉建屋付属棟北側水密扉1）



1.　一般事項

  　本数値説明書は、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 における各水密扉の

  計算条件及び計算結果の内容を示す。

 1.1　計算条件

    　計算結果算出にあたっては、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 のと

    おりとする。

 1.2　計算精度と数値の丸め方

    　「東海第二発電所　工事認可申請における本文及び添付資料の作成要領について」を

    準拠する。該当頁を次頁に添付する。

1



2



3



第4-5表　耐震評価に用いる条件（1/2)

記　号 単　位

WX kN ①

kH ― ②

kV ― ③

Lj m ⑤

L1 mm ⑥

Z1 mm
3 ⑦

A1 mm
2 ⑧

L2 mm ⑨

B2 mm ⑩

Z2 mm
3 ⑪

A2 mm
2 ⑫

第4-5表　耐震評価に用いる条件（2/2)

対象部位 記　号 単　位

19

12271Z3

1963

ロ
ッ
ク
バ
ー

L3

A3

mm 作用点間距離

⑰断面積

本 本数
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト

数　値

軸支持間距離

作用点間距離

断面係数

１本当たりの断面積
（M16）

⑭

130

ブッシュ長さ 80

断面積

4

157

6283

1257

本数 ⑬

断面係数

ヒ
ン
ジ
ボ
ル
ト

n1 本

Ab1 mm
2

⑯

⑮

mm
3 断面係数

⑱

１本当たりの断面積
（M16）

定　義

⑲ 157

n3

Ab3

ピ
ン

mm
2

mm
2

4

数　値定　義

共
通

板

4.95

1.67

1.46

対象部位

共
通

扉体自重

水平震度

断面積

鉛直震度

10666

1.44(1440mm)

67.5

1600

Lr m
扉体重心～ヒンジ中

心間距離
④ 0.595（595mm)

ヒンジ中心間距離

ヒ
ン
ジ

4



第5-1表　原子炉建屋水密扉の耐震評価結果

20   84 25  205 30  0.41

21   33 26  345 31  0.10

22   25 27  118 32  0.22

23    4 28  345 33  0.02

23    4 29  118 34  0.04

（注1）　せん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載

（注2）　枠体を固定するアンカーについては、より荷重の大きな水圧荷重により強度計算書

       の方で評価する。

      （水圧荷重：Po=277.5(kN) ＞ 耐震荷重：FH=8.267(kN),FV=7.227(kN) ）

                （Po：水圧荷重は強度計算書による。）

WX kN ① 4.95

KH ― ② 1.67

KV ― ③ 1.46

Lr m ④ 0.595

   Lr　：扉重心位置からヒンジ中心間距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-7-002」参照）

Lj m ⑤ 1.44

   Lj　：最遠端ヒンジ間のヒンジ中心間水平距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-7-002」参照）

L1 mm ⑥ 67.5

   L1　：ヒンジ板において地震による荷重が作用するヒンジ板枠体取付部からヒンジ板

      ヒンジピン取付中心部間の水平距離

 　　　 (添付　枠体組立図「SWT-7-003」参照）

発生
応力度

(N/mm
2
)

発生応力
度/許容
限界値

評価対象部位

扉体重心～ヒンジ中心間距離

作用点間距離

ヒンジ中心間距離

扉体自重

ヒンジボルト

ヒンジ部

ロックバー部

ピン
（注1）

原子炉建屋付属棟
北側水密扉1

板

名　称

ロックバー

ロックボルト

鉛直震度

水平震度

許容
限界値

(N/mm
2
)

5



Z1 mm
3 ⑦ 10666

   Z1 ：ヒンジ板の断面係数

    　ヒンジ板の断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

10666mm
2
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A1 mm
2 ⑧ 1600

   A1　：ヒンジ板の断面積

   　ヒンジ板の断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

1600mm
2

L2 mm ⑨ 130

   L2　：ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジ板支持部におけるヒンジピン

   　 軸支持間の水平距離

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

B2 mm ⑩ 80

   B2  ：地震時ヒンジピンに作用するブッシュ長さ

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

Z2 mm
3 ⑪ 6283

   Z2　：ヒンジピンの断面係数

   　 ヒンジピンの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

断面係数

A1=40x40=

10666.666666mm
2

ブッシュ長さ

Z1=   ・b・h
2
=    x40x40

2
=

作用点間距離

断面係数

断面積

h

b

d1

1

6

1

6

6



   Z2=    ・d
3
=    ｘ40

3
=

⇒ 6283mm
3

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

A2 mm
2 断面積 ⑫ 1257

   A2　：ヒンジピンの断面積

  　  ヒンジピンに断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

A2=    ・d
2
=    x40

2
=

⇒ 1257mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n1 本 ⑬ 4

   n1　：扉体重量をうけもつヒンジ1ヶ所あたりのヒンジボルト（枠体側）の本数

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-7-004」参照）

Ab1 mm
2 ⑭ 157

   Ab1　：ヒンジボルト（枠体側）(M16)1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab1= 157mm
2

6283.185307

1256.637061

断面積

本数

π

32
π

32

π

4

π

4
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L3 mm ⑮ 19

   L3　：地震時ロックバーに作用する軸支持間距離

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

Z3 mm
3 ⑯ 12271

   Z3　：ロックバーの断面係数

    　ロックバーの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

Z3=    ・d
3
=    ｘ50

3
=

⇒ 12271mm
3
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A3 mm
2 ⑰ 1963

   A3　：ロックバーの断面積

    　ロックバーの断面積を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

A3=    ・d
2
=    x50

2
=

⇒ 1963mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n2 本 ⑱  4

   n2　：扉体重量をうけもつロックバー1ヶ所あたりのロックボルトの本数

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-7-005」参照）

作用点間距離

本数

1963.495408

12271.8463

断面係数

断面積

d3

π

32

π

32

π

4

π

4

8



Ab2 mm
2

19  157

   Ab2　：ロックボルト1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab3= 157mm
2

断面積

9



　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジ板部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 4.4　評価方法 (1)荷重算定　a.及び(a)よ

　り算定する荷重から(2)断面検定a.(a)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

         ヒンジ部は、ヒンジ板、ヒンジピン、ヒンジボルトで構成されており、次式により

        算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から、

　　　　各部材に発生する荷重を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を第4-3図に示す。

　　　　

FH=WX・kH         FH：扉にかかる水平地震力

FV=WX・kV 　    　FH=WX・kH=4.95x1.67=8.2665

Rr=(WX+FV)・     　　  =8.267(kN) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

          ここで、         FV：扉にかかる鉛直地震力

       WX：扉体自重(kN)         FV=WX・kV=4.95x1.46

       kH：水平震度           =7.227(kN) 

       kV：鉛直震度 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

       FH：水平地震力(kN)

       FV：鉛直地震力(kN)         Rr：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

       Rr：扉体自重反力(kN)         Rr=(WX+FV)・

          =(4.95+7.227)x(0.595/1.44)

       Lj：ヒンジ中心間距離(m)           =5.03146875

          =5.031(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

20     84

評価対象部位

ヒンジ板

発生応力度(N/mm
2
)

       Lr：扉体重心～ヒンジ中心間距離(

Lr
Lj

Lr
Lj

10



第4-3図　ヒンジ部に生じる荷重の例

   (a)　ヒンジ板

　    ヒンジ板に生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例を第4-4図

　   　　 に示す。

      +Rr

2

          ここで、             扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位

        M：曲げモーメント(kN・m)           ヒンジ部（扉部）、ヒンジアーム、ヒン

       WX：扉体自重(kN)           ジ板（扉枠部）において、一番厳しくな

       FH：水平地震力(kN)           る評価部位となるヒンジ板（扉部）を評

       FV：鉛直地震力(kN)           価する。ここでは、評価上厳しくなる弱

       Rr：扉体自重反力(kN)           軸方向に発生する曲げモーメントに対し

       L1：作用点間距離(mm)           保守的に、水平及び鉛直方向の荷重を考

          慮したものから次式のとおり算出する。

      +Rr

2

2

 +(WX+FV)
2
・L1

            曲げモーメント

        +(4.95+7.227)
2
x0.0675

M=

 +(WX+FV)
2
・L1

         M：ヒンジ板に発生する扉自重による

   M=    

  =    

2

2

2(8.267/2)+5.031

Lj

Lr

FH
2

FH
2

11



    =0.878217138(kN・m) 

    =878.2(kN・mm) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

      +Rr

2

          は、水平方向荷重及び鉛直方向を考慮し

          ここで、           次式より算定する。

        Q：せん断力(kN)

      +Rr

2

2

    =13.01062428

    =13.01(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-4図　ヒンジ板に生じる荷重の例

  =    

         Q：ヒンジ板に発生するせん断力

Q=     +(WX+FV)
2

Q=     +(WX+FV)
2

     +(4.95+7.227)
2

2

2

2(8.267/2)+5.031

FH
2

L

FH
2

12



   (2)　断面検定

    　　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認

      する。なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

      a.　ヒンジ部

      (a)　ヒンジ板

           ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により

         算定し、ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=   (   )
2
+3・(   )

2
        σ：ヒンジ板に曲げとせん断が同時作用

　          する場合の応力度

          ここで、

       σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (   )

2
+3・(   )

2

        M：曲げモーメント(kN・m)

        Q：せん断力(kN)           =   (878.2/10666)
2
+3・(13.01/1600)

2

        Z1：断面係数(mm
3
)

        A1：断面積(mm
2
)           =   (0.082336396)

2
+3・(0.00813125)

2

          = 0.083532232(kN・mm
2
)

          = 84(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z1

Q

A1

M

Z1

Q

A1
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  原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジピン部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定　a.及び

　(b)より算定する荷重から(2)断面検定a.(b)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

        ヒンジピンに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を

      第4-5図に示す。

         ジ板支持部を支持間隔とした水平方向荷重

          ここで          がブッシュ幅でヒンジピンに作用すること

        M：曲げモーメント(kN・m)          から、曲げモーメントを次式より求める。

       FH：水平地震力(kN)

       Rr：扉体自重反力(kN)

        L2：軸支持間距離(mm) ((8.267/2)+5.031)x(2x130-80)

        B2：ブッシュ長さ(mm)
   8

          =206.20125(kN・mm) 

          =206.2(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

(     +Rr)

2

          してせん断力が発生することから次式よ

          ここで、           り求める。

        Q：せん断力(kN)

(     +Rr)      (8.267/2)+5.031

2 2

          =4.58225

          =4.582(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

発生応力度(N/mm
2
)

21     33

Q=

評価対象部位

ヒンジピン

(    +Rr)・(2・L2-B2)

8

=

 M=

 Q=

        M：ヒンジピンに発生する荷重として、ヒン

 M=
(    +Rr)・(2・L2-B2)

8

       Q：上記水平荷重を負担する支持部の反力と

=

FH
2

FH
2

FH
2

FH
2
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第4-5図　ヒンジピンに生じる荷重の例

   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

          ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し、ヒンジ

        ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=          σ：ヒンジピンに水平方向荷重による曲

           げモーメントが作用する場合の応力度

        τ=         σ=    =206.2/6283=0.032818717(kN/mm
2
)

          = 32.81871717(N/mm
2
)

          = 33(N/mm
2
)

         ここで、 　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

      σ：曲げ応力度(N・mm
2
)

      τ：せん断応力度(N・mm
2
)          τ：ヒンジピンにせん断が作用する場合の

       M：曲げモーメント(kN・m) 　         応力度

       Q：せん断力(kN)         τ=    =4.582/1257=0.003645186(kN/mm
2
)

       Z2：断面係数(mm
3
)           =3.645186953(N・mm

2
)

       A2：断面積(mm
2
)           =4(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z2

M

Z2

Q

A2

Q

A2

LB
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　  原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジボルト部（枠体側）の発生応力度は、

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定 a.(c)より重

　算定する荷から(2)断面検定 a.（c）の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジボルトに生じる荷重

        の例を第4-6図に示す。

    Q=   (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2
        Q：ヒンジボルト（枠体側）に発生する荷重

         は、水平、鉛直方向の荷重によりせん断力

          ここで、          として発生することから次式よりもとめる

         Q：せん断力(kN)

        WX：扉体自重(kN) Q=     (    +Rr)
2
+(WX+FV)

2

        FH：水平地震力(kN)

        FV：鉛直地震力(kN) =     ((8.267/2)+5.031)
2
+(4.95+7.227)

2

        Rr：扉体自重反力(kN)           =15.24032117(kN) 

          =15.24(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-6図　ヒンジボルト（枠体側）に生じる荷重の例

評価対象部位

ヒンジボルト 22     25

発生応力度(N/mm
2
)

FH
2

FH
2
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   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

       (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ヒンジボルトの

        短期許容応力度以下であることを確認する。

            

　 　 τ=         τ：ヒンジボルトに発生するせん断力によ

         るせん断応力度を次式より求める。ここで

         ヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボル

　　　ここで、          ト本数は ⑬のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =15.24/(4x157)

 　 　 Q：せん断力(kN)           =0.024267515(kN/mm
2
)

　　　n1：本数（本）           =24.26751592(N/mm
2
)

　　　Ab1：1本当たりの断面積(mm
2
)           =25(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n1・Ab1

Q

n1・Ab1
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックバー部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

       ロックバー部は、ロックバー及びロックボルトで構成されており、次式により算定

     する水平地震力から、各部材に発生する荷重を算定する。ロックバー部に生じる荷重

     の例を第4-7図に示す。

　　　FH=WX・kH        FH：ロックバーに発生する荷重は、扉閉鎖時

         において発生する水平方向荷重が発生する

        FH=WX・kH=4.95・1.67=8.2665

　　　ここで           =8.267(kN)

　　　FH：水平地震力(kN) 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　WX：扉体自重(kN)

　　　kH：水平震度

第4-7図　ロックバー部に生じる荷重の例

発生応力度（N/mm
2
)

23     4

評価対象部位

ロックバー

Lj
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       (a)　ロックバー

          ロックバーに生じる応力は、次式により算定する。ロックバーに生じる荷重の例

          を第4-8図に示す。

  　　 M=     ・L3         M：ロックバー部に発生する水平荷重により

         ロックバー受け部を支点として曲げモーメ

　　　ここで、          ントが発生することから次式より求める。

　　 　M：曲げモーメント(kN・m)          この時の水平荷重は、扉閉鎖時に発生する

　　　FH：水平地震力(kN)          ことから水平荷重はヒンジ部とロックバー

　　　L3：作用点間距離(mm)          の4か所で負担する。

          =39.27(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がせん

         断力として作用することから次式より求

　　　ここで、          める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =8.267/4=2.06675(kN) 

          =2.067(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-8図　ロックバー部に生じる荷重の例

　    　M=    ・L3=(8.267/4)x19=39.26825(kN・mm)

FH
4

FH
4

FH
4

FH
4

L
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

       (a)　ロックバー

       ロックバーに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により算

     定し、ロックバーの短期許容応力度以下であることを確認する。

       σ=   (    )
2
+3・(Q/A)

2
        σ：ロックバーに曲げとせん断が同時

            作用する場合の応力度

　　　ここで

　　　σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (    )

2
+3・(Q/A3)

2

　　　 M：曲げモーメント(kN・m)

　　　Q ：せん断力(kN)           =   (39.27/12271)
2
+3・(2.067/1963)

2

　　　Z3 ：断面係数(mm
3
)

　　　A3 ：断面積(mm
2
)           =   (0.003200228)

2
+3・(0.00105298)

2

          =0.003683444(kN・mm
2
)

          =3.683444026(N・mm
2
)

          =4(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z3

M

Z3
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックボルト部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ロックボルトに生じる荷重の

        例を第4-9図に示す。

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がロッ

         クボルトにせん断力として作用することか

　　　ここで、          ら次式より求める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =8.267/4=2.06675(kN) 

　　　FH：水平地震力(kN)           =2.067(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-9図　ロックボルトに生じる荷重の例

24       4

評価対象部位

ロックボルト

発生応力度（N/mm
2
）

FH
4

FH
4
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ボルトの短期許容応力度

        以下であることを確認する。

　  　τ=        τ：ロックボルトに発生するせん断力による

         せん断応力度を次式より求める。ここでロ

         ックバー部1か所におけるせん断力負担

　　　ここで、          ボルト本数は⑱のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =2.067/(4x157)

 　  　Q：せん断力(kN)           = 0.003291401(kN/mm
2
)

　　　n2：本数（本）           = 3.291401274(N/mm
2
)

　　　Ab2：1本当たりの断面積(mm
2
)           = 4(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n2・Ab2

Q

n2・Ab2
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　ヒンジ板の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジ板の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、205（N/mm
2
)

26 205

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

ヒンジ板
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　ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ40mm

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジピンの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

26 345

評価対象部位 許容限界値（N/mm
2
）

ヒンジピン
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　ヒンジボルト（枠体側）の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジボルト（枠体側）の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

ヒンジボルト 27 118

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位
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　ロックバーの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ50mm

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックバーの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

28 345

評価対象部位

ロックバー

許容限界値（N/mm
2
）
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　ロックボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

29 118

許容限界値（N/mm
2
）

ロックボルト

評価対象部位
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジ板の許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ 20 25 から

　から

　84/205=0.409756097

⇒0.41（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出す

　発生応力度/許容限界値より前ページ 21 26 から

　33/345=0.095652173

⇒0.10（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出

　発生応力度/許容限界値より前ページ 22 27 から

　25/118=0.211864406

⇒0.22（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックバーの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出す

　発生応力度/許容限界値より前ページ 23 28 から

　4/345=0.011594202

⇒0.02（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

発生応力度/
許容限界値

30 0.41

発生応力度/
許容限界値

31 0.10

発生応力度/
許容限界値

33 0.02

発生応力度/
許容限界値

32 0.22

評価対象部位

ロックバー

評価対象部位

ヒンジ板

評価対象部位

ヒンジピン

評価対象部位

ヒンジボルト
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉1のロックボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出

　発生応力度/許容限界値より前ページ　24 29 から

　4/118=0.033898305

⇒0.04（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

34 0.04

発生応力度/
許容限界値

評価対象部位

ロックボルト
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その1　耐震評価

水密扉の耐震計算書（数値根拠書）

（原子炉炉建屋付属棟北側水密扉2）





1.　一般事項

  　本数値説明書は、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 における各水密扉の

  計算条件及び計算結果の内容を示す。

 1.1　計算条件

    　計算結果算出にあたっては、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 のと

    おりとする。

 1.2　計算精度と数値の丸め方

    　「東海第二発電所　工事認可申請における本文及び添付資料の作成要領について」を

    準拠する。該当頁を次頁に添付する。

1



2



3



第4-5表　耐震評価に用いる条件（1/2)

記　号 単　位

WX kN ①

kH ― ②

kV ― ③

Lj m ⑤

L1 mm ⑥

Z1 mm3 ⑦

A1 mm
2 ⑧

L2 mm ⑨

B2 mm ⑩

Z2 mm
3 ⑪

A2 mm
2 ⑫

第4-5表　耐震評価に用いる条件（2/2)

対象部位 記　号 単　位

19

12271Z3

1963

ロ
ッ

ク
バ
ー

L3

A3

mm 作用点間距離

⑰断面積

本 本数
ロ
ッ

ク
ボ
ル
ト

数　値

軸支持間距離

作用点間距離

断面係数

１本当たりの断面積
（M16）

⑭

130

ブッシュ長さ 80

断面積

4

157

6283

1257

本数 ⑬

断面係数

ヒ
ン
ジ
ボ
ル
ト

n1 本

Ab1 mm
2

⑯

⑮

mm
3 断面係数

⑱

１本当たりの断面積
（M16）

定　義

⑲ 157

n3

Ab3

ピ
ン

mm
2

mm
2

4

数　値定　義

共
通

板

4.95

1.67

1.46

対象部位

共
通

扉体自重

水平震度

断面積

鉛直震度

10666

1.44(1440mm)

67.5

1600

Lr m
扉体重心～ヒンジ中

心間距離
④ 0.595（595mm)

ヒンジ中心間距離

ヒ
ン
ジ

4



第5-1表　原子炉建屋水密扉の耐震評価結果

20   84 25  205 30  0.41

21   33 26  345 31  0.10

22   25 27  118 32  0.22

23    4 28  345 33  0.02

24    4 29  118 34  0.04

（注1）　せん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載

（注2）　枠体を固定するアンカーについては、より荷重の大きな水圧荷重により強度計算書

       の方で評価する。

      （水圧荷重：Po=277.5(kN) ＞ 耐震荷重：FH=8.267(kN),FV=7.227(kN) ）

                （Po：水圧荷重は強度計算書による。）

WX kN ① 4.95

KH ― ② 1.67

KV ― ③ 1.46

Lr m ④ 0.595

   Lr　：扉重心位置からヒンジ中心間距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-8-002」参照）

Lj m ⑤ 1.44

   Lj　：最遠端ヒンジ間のヒンジ中心間水平距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-8-002」参照）

L1 mm ⑥ 67.5

   L1　：ヒンジ板において地震による荷重が作用するヒンジ板枠体取付部からヒンジ板

      ヒンジピン取付中心部間の水平距離

 　　　 (添付　枠体組立図「SWT-8-003」参照）

発生
応力度

(N/mm
2
)

発生応力
度/許容
限界値

評価対象部位

扉体重心～ヒンジ中心間距離

作用点間距離

ヒンジ中心間距離

扉体自重

ヒンジボルト

ヒンジ部

ロックバー部

ピン
（注1）

原子炉建屋付属棟
北側水密扉2

板

名　称

ロックバー

ロックボルト

鉛直震度

水平震度

許容
限界値

(N/mm
2
)
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Z1 mm
3 ⑦ 10666

   Z1 ：ヒンジ板の断面係数

    　ヒンジ板の断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

10666mm2 (少数点以下第1位切下げ整数表示)

A1 mm
2 ⑧ 1600

   A1　：ヒンジ板の断面積

   　ヒンジ板の断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

1600mm
2

L2 mm ⑨ 130

   L2　：ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジ板支持部におけるヒンジピン

   　 軸支持間の水平距離

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

B2 mm ⑩ 80

   B2  ：地震時ヒンジピンに作用するブッシュ長さ

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

Z2 mm
3 ⑪ 6283

   Z2　：ヒンジピンの断面係数

   　 ヒンジピンの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

断面係数

A1=40x40=

10666.666666mm
2

ブッシュ長さ

Z1=   ・b・h
2
=    x40x40

2
=

作用点間距離

断面係数

断面積

h

b

d1

1

6

1

6

6



   Z2=    ・d
3
=    ｘ40

3
=

⇒ 6283mm
3

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

A2 mm
2 断面積 ⑫ 1257

   A2　：ヒンジピンの断面積

  　  ヒンジピンに断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

A2=    ・d
2
=    x40

2
=

⇒ 1257mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n1 本 ⑬ 4

   n1　：扉体重量をうけもつヒンジ1ヶ所あたりのヒンジボルト（枠体側）の本数

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-8-004」参照）

Ab1 mm
2 ⑭ 157

   Ab1　：ヒンジボルト（枠体側）(M16)1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab1= 157mm
2

6283.185307

1256.637061

断面積

本数

π

32
π

32

π

4

π

4
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L3 mm ⑮ 19

   L3　：地震時ロックバーに作用する軸支持間距離

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-8-005」参照）

Z3 mm
3 ⑯ 12271

   Z3　：ロックバーの断面係数

    　ロックバーの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-8-005」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

Z3=    ・d
3
=    ｘ50

3
=

⇒ 12271mm
3
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A3 mm
2 ⑰ 1963

   A3　：ロックバーの断面積

    　ロックバーの断面積を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-8-005」参照）

A3=    ・d
2
=    x50

2
=

⇒ 1963mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n2 本 ⑱  4

   n2　：扉体重量をうけもつロックバー1ヶ所あたりのロックボルトの本数

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-8-005」参照）

作用点間距離

本数

1963.495408

12271.8463

断面係数

断面積

d3

π

32

π

32

π

4

π

4
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Ab2 mm
2

19  157

   Ab2　：ロックボルト1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab3= 157mm
2

断面積

9



　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジ板部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 4.4　評価方法 (1)荷重算定　a.及び(a)よ

　り算定する荷重から(2)断面検定a.(a)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

         ヒンジ部は、ヒンジ板、ヒンジピン、ヒンジボルトで構成されており、次式により

        算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から、

　　　　各部材に発生する荷重を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を第4-3図に示す。

　　　　

FH=WX・kH         FH：扉にかかる水平地震力

FV=WX・kV 　    　FH=WX・kH=4.95x1.67=8.2665

Rr=(WX+FV)・     　　  =8.267(kN) 

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

          ここで、         FV：扉にかかる鉛直地震力

       WX：扉体自重(kN)         FV=WX・kV=4.95x1.46

       kH：水平震度           =7.227(kN) 

       kV：鉛直震度        (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

       FH：水平地震力(kN)

       FV：鉛直地震力(kN)         Rr：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

       Rr：扉体自重反力(kN)         Rr=(WX+FV)・

          =(4.95+7.227)x(0.595/1.44)

       Lj：ヒンジ中心間距離(m)           =5.03146875

          =5.031(kN)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

20     84

評価対象部位

ヒンジ板

発生応力度(N/mm
2
)

       Lr：扉体重心～ヒンジ中心間距離(

Lr
Lj

Lr
Lj
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第4-3図　ヒンジ部に生じる荷重の例

   (a)　ヒンジ板

　    ヒンジ板に生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例を第4-4図

　   　　 に示す。

      +Rr

2

          ここで、             扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位

        M：曲げモーメント(kN・m)           ヒンジ部（扉部）、ヒンジアーム、ヒン

       WX：扉体自重(kN)           ジ板（扉枠部）において、一番厳しくな

       FH：水平地震力(kN)           る評価部位となるヒンジ板（扉部）を評

       FV：鉛直地震力(kN)           価する。ここでは、評価上厳しくなる弱

       Rr：扉体自重反力(kN)           軸方向に発生する曲げモーメントに対し

       L1：作用点間距離(mm)           保守的に、水平及び鉛直方向の荷重を考

          慮したものから次式のとおり算出する。

      +Rr

2

2

 +(WX+FV)
2
・L1

            曲げモーメント

        +(4.95+7.227)
2
x0.0675

M=

 +(WX+FV)
2
・L1

         M：ヒンジ板に発生する扉自重による

   M=    

  =    

2

2

2
(8.267/2)+5.031

FH
2

FH
2

Lj
Lr
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    =0.878217138(kN・m) 

    =878.2(kN・mm) 

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

      +Rr

2

          は、水平方向荷重及び鉛直方向を考慮し

          ここで、           次式より算定する。

        Q：せん断力(kN)

      +Rr

2

2

    =13.01062428

    =13.01(kN)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-4図　ヒンジ板に生じる荷重の例

  =    

         Q：ヒンジ板に発生するせん断力

Q=     +(WX+FV)
2

Q=     +(WX+FV)
2

     +(4.95+7.227)
2

2

2

2
(8.267/2)+5.031

FH
2

L

FH
2

12



   (2)　断面検定

    　　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認

      する。なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

      a.　ヒンジ部

      (a)　ヒンジ板

           ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により

         算定し、ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=   (   )
2
+3・(   )

2
        σ：ヒンジ板に曲げとせん断が同時作用

　          する場合の応力度

          ここで、

       σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (   )

2
+3・(   )

2

        M：曲げモーメント(kN・m)

        Q：せん断力(kN)           =   (878.2/10666)
2
+3・(13.01/1600)

2

        Z1：断面係数(mm
3
)

        A1：断面積(mm
2
)           =   (0.082336396)

2
+3・(0.00813125)

2

          = 0.083532232(kN・mm
2
)

          = 84(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z1

Q

A1

M

Z1

Q

A1
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  原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジピン部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定　a.及び

　(b)より算定する荷重から(2)断面検定a.(b)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

        ヒンジピンに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を

      第4-5図に示す。

        ジ板支持部を支持間隔とした水平方向荷重

          ここで         がブッシュ幅でヒンジピンに作用すること

        M：曲げモーメント(kN・m)         から、曲げモーメントを次式より求める。

       FH：水平地震力(kN)

       Rr：扉体自重反力(kN)

        L2：軸支持間距離(mm) ((8.267/2)+5.031)x(2x130-80)

        B2：ブッシュ長さ(mm)
   8

          =206.20125(kN・mm) 

          =206.2(kN・mm)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

(     +Rr)

2

          してせん断力が発生することから次式よ

          ここで、           り求める。

        Q：せん断力(kN)

(     +Rr)      (8.267/2)+5.031

2 2

          =4.58225

          =4.582(kN)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

発生応力度(N/mm
2
)

21     33

Q=

評価対象部位

ヒンジピン

(    +Rr)・(2・L2-B2)

8

=

 M=

 Q=

       M：ヒンジピンに発生する荷重として、ヒン

 M=
(    +Rr)・(2・L2-B2)

8

       Q：上記水平荷重を負担する支持部の反力と

=

FH
2

FH
2

FH
2

FH
2
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第4-5図　ヒンジピンに生じる荷重の例

   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

          ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し、ヒンジ

        ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=          σ：ヒンジピンに水平方向荷重による曲

           げモーメントが作用する場合の応力度

        τ=         σ=    =206.2/6283=0.032818717(kN/mm
2
)

          = 32.81871717(N/mm
2
)

          = 33(N/mm
2
)

         ここで、 　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

      σ：曲げ応力度(N・mm
2
)

      τ：せん断応力度(N・mm
2
)          τ：ヒンジピンにせん断が作用する場合の

       M：曲げモーメント(kN・m) 　         応力度

       Q：せん断力(kN)         τ=    =4.582/1257=0.003645186(kN/mm
2
)

       Z2：断面係数(mm
3
)           =3.645186953(N・mm

2
)

       A2：断面積(mm
2
)           =4(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z2

M

Z2

Q

A2

Q

A2

LB
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　  原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジボルト部（枠体側）の発生応力度は、

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定 a.(c)より重

　算定する荷から(2)断面検定 a.（c）の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジボルトに生じる荷重

        の例を第4-6図に示す。

    Q=   (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2
       Q：ヒンジボルト（枠体側）に発生する荷重

        は、水平、鉛直方向の荷重によりせん断力

          ここで、         として発生することから次式よりもとめる

         Q：せん断力(kN)

        WX：扉体自重(kN) Q=     (    +Rr)
2
+(WX+FV)

2

        FH：水平地震力(kN)

        FV：鉛直地震力(kN) =     ((8.267/2)+5.031)
2
+(4.95+7.227)

2

        Rr：扉体自重反力(kN)           =15.24032117(kN) 

          =15.24(kN)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-6図　ヒンジボルト（枠体側）に生じる荷重の例

評価対象部位

ヒンジボルト 22     25

発生応力度(N/mm
2
)

FH
2

FH
2
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   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

       (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ヒンジボルトの

        短期許容応力度以下であることを確認する。

            

　 　 τ=         τ：ヒンジボルトに発生するせん断力によ

        るせん断応力度を次式より求める。ここで

         ヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボル

　　　ここで、          ト本数は ⑬のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =15.24/(4x157)

 　 　 Q：せん断力(kN)           =0.024267515(kN/mm
2
)

　　　n1：本数（本）           =24.26751592(N/mm
2
)

　　　Ab1：1本当たりの断面積(mm
2
)           =25(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n1・Ab1

Q

n1・Ab1
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のロックバー部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

       ロックバー部は、ロックバー及びロックボルトで構成されており、次式により算定

     する水平地震力から、各部材に発生する荷重を算定する。ロックバー部に生じる荷重

     の例を第4-7図に示す。

　　　FH=WX・kH        FH：ロックバーに発生する荷重は、扉閉鎖時

        において発生する水平方向荷重が発生する

        FH=WX・kH=4.95・1.67=8.2665

　　　ここで           =8.267(kN)

　　　FH：水平地震力(kN)        (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　WX：扉体自重(kN)

　　　kH：水平震度

第4-7図　ロックバー部に生じる荷重の例

発生応力度（N/mm
2
)

23     4

評価対象部位

ロックバー

Lj
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       (a)　ロックバー

          ロックバーに生じる応力は、次式により算定する。ロックバーに生じる荷重の例

          を第4-8図に示す。

  　　 M=     ・L3        M：ロックバー部に発生する水平荷重により

        ロックバー受け部を支点として曲げモーメ

　　　ここで、         ントが発生することから次式より求める。

　　 　M：曲げモーメント(kN・m)         この時の水平荷重は、扉閉鎖時に発生する

　　　FH：水平地震力(kN)         ことから水平荷重はヒンジ部とロックバー

　　　L3：作用点間距離(mm)          の4か所で負担する。

          =39.27(kN・mm)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　 　 Q=        Q：ロックバー部に発生する水平荷重がせん

         断力として作用することから次式より求

　　　ここで、          める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =8.267/4=2.06675(kN) 

          =2.067(kN)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-8図　ロックバー部に生じる荷重の例

　    　M=    ・L3=(8.267/4)x19=39.26825(kN・mm)

FH
4

FH
4

FH
4

FH
4

L
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

       (a)　ロックバー

       ロックバーに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により算

     定し、ロックバーの短期許容応力度以下であることを確認する。

       σ=   (    )
2
+3・(Q/A)

2
        σ：ロックバーに曲げとせん断が同時

            作用する場合の応力度

　　　ここで

　　　σ：組合せ応力度(N/mm2)         σ=   (    )2+3・(Q/A3)
2

　　　 M：曲げモーメント(kN・m)

　　　Q ：せん断力(kN)           =   (39.27/12271)
2
+3・(2.067/1963)

2

　　　Z3 ：断面係数(mm
3
)

　　　A3 ：断面積(mm
2
)           =   (0.003200228)

2
+3・(0.00105298)

2

          =0.003683444(kN・mm
2
)

          =3.683444026(N・mm
2
)

          =4(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z3

M

Z3
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のロックボルト部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ロックボルトに生じる荷重の

        例を第4-9図に示す。

　　 　 Q=        Q：ロックバー部に発生する水平荷重がロッ

        クボルトにせん断力として作用することか

　　　ここで、          ら次式より求める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =8.267/4=2.06675(kN) 

　　　FH：水平地震力(kN)           =2.067(kN)

       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-9図　ロックボルトに生じる荷重の例

24       4

評価対象部位

ロックボルト

発生応力度（N/mm
2
）

FH
4

FH
4
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ボルトの短期許容応力度

        以下であることを確認する。

　  　τ=        τ：ロックボルトに発生するせん断力による

        せん断応力度を次式より求める。ここでロ

         ックバー部1か所におけるせん断力負担

　　　ここで、          ボルト本数は⑱のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =2.067/(4x157)

 　  　Q：せん断力(kN)           = 0.003291401(kN/mm
2
)

　　　n2：本数（本）           = 3.291401274(N/mm
2
)

　　　Ab2：1本当たりの断面積(mm
2
)           = 4(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n2・Ab2

Q

n2・Ab2
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　ヒンジ板の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジ板の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、205（N/mm
2
)

26 205

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

ヒンジ板
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　ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ40mm

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジピンの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

26 345

評価対象部位 許容限界値（N/mm
2
）

ヒンジピン
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　ヒンジボルト（枠体側）の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジボルト（枠体側）の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

ヒンジボルト 27 118

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位
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　ロックバーの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ50mm

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のロックバーの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

28 345

評価対象部位

ロックバー

許容限界値（N/mm
2
）
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　ロックボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のロックボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

29 118

許容限界値（N/mm
2
）

ロックボルト

評価対象部位
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジ板の許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ 20 25 から

　から

　84/205=0.409756097

⇒0.41（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出す

　発生応力度/許容限界値より前ページ 21 26 から

　33/345=0.095652173

⇒0.10（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出

　発生応力度/許容限界値より前ページ 22 27 から

　25/118=0.211864406

⇒0.22（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のロックバーの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出す

　発生応力度/許容限界値より前ページ 23 28 から

　4/345=0.011594202

⇒0.02（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

発生応力度/
許容限界値

30 0.41

発生応力度/
許容限界値

31 0.10

発生応力度/
許容限界値

33 0.02

発生応力度/
許容限界値

32 0.22

評価対象部位

ロックバー

評価対象部位

ヒンジ板

評価対象部位

ヒンジピン

評価対象部位

ヒンジボルト
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　原子炉建屋付属棟北側水密扉2のロックボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出

　発生応力度/許容限界値より前ページ　24 29 から

　4/118=0.033898305

⇒0.04（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

34 0.04

発生応力度/
許容限界値

評価対象部位

ロックボルト
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その1　耐震評価

水密扉の耐震計算書（数値根拠書）

（原子炉建屋付属棟南側水密扉）



1.　一般事項

  　本数値説明書は、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 における各水密扉の

  計算条件及び計算結果の内容を示す。

 1.1　計算条件

    　計算結果算出にあたっては、添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 の

    とおりとする。

 1.2　計算精度と数値の丸め方

    　「東海第二発電所　工事認可申請における本文及び添付資料の作成要領について」を

    準拠する。該当頁を次頁に添付する。

1



2



3



第4-7表　耐震評価に用いる条件（1/2)

記　号 単　位

WX kN ①

kH ― ②

kV ― ③

Lj m ⑤

L1 mm ⑥

Z1 mm
3 ⑦

A1 mm
2 ⑧

L2 mm ⑨

B2 mm ⑩

Z2 mm
3 ⑪

A2 mm
2 ⑫

第4-7表　耐震評価に用いる条件（2/2)

対象部位 記　号 単　位

157

ヒ
ン
ジ
ボ
ル
ト

n1 本 本数 ⑬

軸支持間距離

作用点間距離

断面係数

１本当たりの断面積
（M16）

⑭

140

ブッシュ長さ 90

断面積

4

Ab1 mm
2

6283

1257

数　値

⑯ 12271

⑮

mm
3 断面係数

⑱

１本当たりの断面積
（M16）

Z3

1963

ロ
ッ
ク
バ
ー

L3 mm 作用点間距離

⑰A3 断面積

本 本数
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト

断面係数

定　義

19

n2

Ab2

ピ
ン

mm
2

mm
2

4

⑲ 157

数　値定　義

共
通

板

8.85

1.67

1.46

対象部位

共
通

扉体自重

水平震度

断面積

鉛直震度

16666

1.745(1745mm)

111

20000

ヒ
ン
ジ

Lr m
扉体重心～ヒンジ中

心間距離
④ 0.865（865mm)

ヒンジ中心間距離

4



第5-1表　原子炉建屋水密扉の耐震評価結果

20  159 25  205 30  0.78

21   69 26  345 31  0.20

22   46 27  118 32  0.39

23    4 28  345 33  0.02

24    4 29  118 34  0.04

（注1）　せん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載

（注2）　枠体を固定するアンカーについては、より荷重の大きな水圧荷重により強度計算書

       の方で評価する。

      （水圧荷重：Po=477.5(kN) ＞ 耐震荷重：FH=14.78(kN),FV=12.92(kN) ）

                （Po：水圧荷重は強度計算書による。）

WX kN ① 8.85

KH ― ② 1.67

KV ― ③ 1.46

Lr m ④ 0.865

   Lr　：扉重心位置からヒンジ中心間距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-13-002」参照）

Lj m ⑤ 1.745

   Lj　：最遠端ヒンジ間のヒンジ中心間水平距離

 　　　 (添付　扉体組立図「SWT-13-002」参照）

L1 mm ⑥ 111

   L1　：ヒンジ板において地震による荷重が作用するヒンジ板枠体取付部からヒンジ板

      ヒンジピン取付中心部間の水平距離

 　　　 (添付　枠体組立図「SWT-13-003」参照）

扉体重心～ヒンジ中心間距離

作用点間距離

ヒンジ中心間距離

許容
限界値

(N/mm
2
)

扉体自重

発生
応力度

(N/mm
2
)

ヒンジ部

ロックバー部

発生応力
度/許容
限界値

評価対象部位

ロックバー

ロックボルト

鉛直震度

水平震度

ピン
（注1）

原子炉建屋付属棟
南側水密扉

板

名　称

ヒンジボルト
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Z1 mm
3 ⑦ 16666

   Z1 ：ヒンジ板の断面係数

    　ヒンジ板の断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

16666mm
2
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A1 mm
2 ⑧ 2000

   A1　：ヒンジ板の断面積

   　ヒンジ板の断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

2000mm
2

L2 mm ⑨ 140

   L2　：ヒンジピンにおいて地震による荷重が作用するヒンジ板支持部におけるヒンジピン

   　 軸支持間の水平距離

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

B2 mm ⑩ 90

   B2  ：地震時ヒンジピンに作用するブッシュ長さ

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

Z2 mm
3 ⑪ 6283

   Z2　：ヒンジピンの断面係数

   　 ヒンジピンの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

断面係数

A1=40x50=

16666.666

ブッシュ長さ

Z1=  ・b・h
2
=   x40x50

2
=

作用点間距離

断面係数

断面積

h

b

d1

1

6

1

6

6



   Z2=　 ・d
3
=　 ｘ40

3
=

⇒ 6283mm
3

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

A2 mm
2 断面積 ⑫ 1257

   A2　：ヒンジピンの断面積

  　  ヒンジピンに断面積を算定する。

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

A2=   ・d
2
=   x40

2
=

⇒ 1257mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n1 本 ⑬ 4

   n1　：扉体重量をうけもつヒンジ1ヶ所あたりのヒンジボルトの本数

 　　　 (添付　ヒンジ部詳細図「SWT-13-004」参照）

Ab1 mm
2 ⑭ 157

   Ab1　：ヒンジボルト(M16)1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab1= 157mm
2

断面積

6283.185307

1256.637061

本数

π

32
π

32

π

4

π

4
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L3 mm ⑮ 19

   L3　：地震時ロックバーに作用する軸支持間距離

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

Z3 mm
3 ⑯ 12271

   Z3　：ロックバーの断面係数

    　ロックバーの断面係数を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

   （機械工学便覧　基礎編　α3　材料力学　α-22ページより）

Z3=   ・d
3
=   ｘ50

3
=

⇒ 12271mm
3
(少数点以下第1位切下げ整数表示)

A3 mm
2 ⑰ 1963

   A3　：ロックバーの断面積

    　ロックバーの断面積を算定する。

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

A3=   ・d
2
=   x50

2
=

⇒ 1963mm
2

(有効数字5桁目四捨五入有効数4桁表示)

n2 本 ⑱  4

   n2　：扉体重量をうけもつロックバー1ヶ所あたりのロックボルトの本数

 　　　 (添付　ロック装置組立図「SWT-13-005」参照）

12271.8463

1963.495408

作用点間距離

断面係数

断面積

本数

d3

π

32

π

32

π

4

π

4
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Ab2 mm
2

19  157

   Ab2　：ロックボルト1本あたりの有効断面積

  　（JIS B 1082：2009 より）

   Ab2= 157mm
2

断面積
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジ板部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書 4.4　評価方法 (1)荷重算定　a.及び(a)よ

　り算定する荷重から(2)断面検定a.(a)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

         ヒンジ部は、ヒンジ板、ヒンジピン、ヒンジボルトで構成されており、次式により

        算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から、

　　　　各部材に発生する荷重を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を第4-3図に示す。

　　　　

FH=WX・kH         FH：扉にかかる水平地震力

FV=WX・kV 　    　FH=WX・kH=8.85x1.67=14.7795

Rr=(WX+FV)・     　　  =14.78(kN) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

          ここで、         FV：扉にかかる鉛直地震力

       WX：扉体自重(kN)         FV=WX・kV=8.85x1.46=12.921

       kH：水平震度           =12.92(kN) 

       kV：鉛直震度 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

       FH：水平地震力(kN)

       FV：鉛直地震力(kN)         Rr：ヒンジ部に作用する扉自重による反力

       Rr：扉体自重反力(kN)         Rr=(WX+FV)・

          =(8.85+12.92)x(0.865/1.745)

       Lj：ヒンジ中心間距離(m)           =10.79143266

          =10.79(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

評価対象部位

ヒンジ板

発生応力度(N/mm
2
)

20   159

       Lr：扉体重心～ヒンジ中心間距離(

Lr
Lj

Lr
Lj
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第4-3図　ヒンジ部に生じる荷重の例

   (a)　ヒンジ板

　    ヒンジ板に生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例を第4-4図

　   　　 に示す。

      +Rr

2

          ここで、             扉から扉枠へ地震荷重を伝達する部位

        M：曲げモーメント(kN・m)           ヒンジ部（扉部）、ヒンジアーム、ヒン

       WX：扉体自重(kN)           ジ板（枠体部）において、一番厳しくな

       FH：水平地震力(kN)           る評価部位となるヒンジ板（枠体部）を

       FV：鉛直地震力(kN)           評価する。ここでは、評価上厳しくなる

       Rr：扉体自重反力(kN)           弱軸方向に発生する曲げモーメントに対

       L1：作用点間距離(mm)           し保守的に、水平及び鉛直方向の荷重を

          考慮したものから次式のとおり算出する。

      +Rr

2

2

 +(WX+FV)
2
・L1

            曲げモーメント
M=

 +(WX+FV)
2
・L1

         M：ヒンジ板に発生する扉自重による

    M=    

  =            +(8.85+12.92)
2
x0.111

2

2

2(14.78/2)+10.79

Lj

Lr

FH
2

FH
2

11



    =2.618661506(kN・m) 

    =2619(kN・mm) 

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

      +Rr

2

          は、水平方向荷重及び鉛直方向を考慮し

          ここで、           次式より算定する。

        Q：せん断力(kN)

      +Rr

2

2

    =23.5915451

    =23.59(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-4図　ヒンジ板に生じる荷重の例

Q=     +(WX+FV)
2

         Q：ヒンジ板に発生するせん断力

     +(8.85+12.92)
2  =    

Q=     +(WX+FV)
2

2

2

2(14.78/2)+10.79

FH
2

FH
2

L

12



   (2)　断面検定

    　　各部材に生じる応力より算定する応力度等が、許容限界値以下であることを確認

      する。なお、異なる荷重が同時に作用する部材については、組合せを考慮する。

      a.　ヒンジ部

      (a)　ヒンジ板

           ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により

         算定し、ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=  (   )
2 
+3・(   )

2
        σ：ヒンジ板に曲げとせん断が同時作用

　          する場合の応力度

          ここで、

       σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=  (   )

2 
+3・(   )

2

        M：曲げモーメント(kN・m)

        Q：せん断力(kN)           =   (2619/16666)
2
+3・(23.59/2000)

2

        Z1：断面係数(mm
3
)

        A1：断面積(mm
2
)           =   (0.1571463)

2
+3・(0.011795)

2

          = 0.158469(kN・mm
2
)

          = 159(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z1

Q

A1

M

Z1

Q

A1
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  原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジピン部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定　a.及び

　(b)より算定する荷重から(2)断面検定a.(b)の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

        ヒンジピンに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を

      第4-5図に示す。

         ジ板支持部を支持間隔とした水平方向荷重

          ここで          がブッシュ幅でヒンジピンに作用すること

        M：曲げモーメント(kN・m)          から、曲げモーメントを次式より求める。

       FH：水平地震力(kN)

       Rr：扉体自重反力(kN)

        L2：軸支持間距離(mm) ((14.78/2)+10.79)x(2x140-90)

        B2：ブッシュ長さ(mm)
   8

          =431.775(kN・mm) 

          =431.8(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

(     +Rr)

2

          してせん断力が発生することから次式よ

          ここで、           り求める。

        Q：せん断力(kN)

(     +Rr)       (14.78/2)+10.79

2 2

          =9.090(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

発生応力度(N/mm
2
)

21     69

(     +Rr)・(2・L2-B2)

8
 M=

Q=

評価対象部位

ヒンジピン

=

 Q=

        M：ヒンジピンに発生する荷重として、ヒン

 M=
(     +Rr)・(2・L2-B2)

8

       Q：上記水平荷重を負担する支持部の反力と

=

FH
2

FH
2

FH
2

FH
2
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第4-5図　ヒンジピンに生じる荷重の例

   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

     (b)　ヒンジピン

          ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し、ヒンジ

        ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

        σ=          σ：ヒンジピンに水平方向荷重による曲

           げモーメントが作用する場合の応力度

        τ=         σ=    =431.8/6283=0.068725131(kN/mm
2
)

          = 68.72513131(N/mm
2
)

          = 69(N/mm
2
)

         ここで、 　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

      σ：曲げ応力度(N・mm
2
)

      τ：せん断応力度(N・mm
2
)          τ：ヒンジピンにせん断が作用する場合の

       M：曲げモーメント(kN・m) 　     　　   応力度

       Q：せん断力(kN)         τ=    =9.090/1257=0.007231503(kN/mm
2
)

       Z2：断面係数(mm
3
)           = 7.23150358(N・mm

2
)

       A2：断面積(mm
2
)           = 8(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z2

Q

A2

M

Z2

Q

A2

L B

15



　  原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジボルト部の発生応力度は、

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定 a.(c)より重

　算定する荷から(2)断面検定 a.（c）の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     a.　ヒンジ部

     (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ヒンジボルトに生じる荷重

        の例を第4-6図に示す。

    Q=   (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2
        Q：ヒンジボルトに発生する荷重は、水平、

         鉛直方向の荷重によりせん断力として発生

          ここで、          することから次式よりもとめる。

         Q：せん断力(kN)

        WX：扉体自重(kN) Q=     (     +Rr)
2
+(WX+FV)

2

        FH：水平地震力(kN)

        FV：鉛直地震力(kN) =     ((14.78/2)+10.79)
2
+(8.85+12.92)

2

        Rr：扉体自重反力(kN)           =28.36274493(kN) 

          =28.36(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-6図　ヒンジボルトに生じる荷重の例

発生応力度(N/mm
2
)評価対象部位

ヒンジボルト 22     46

FH
2

FH
2
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   (2)　断面検定

     a.　ヒンジ部

       (c)　ヒンジボルト

          ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ヒンジボルトの

        短期許容応力度以下であることを確認する。

            

　 　 τ=         τ：ヒンジボルトに発生するせん断力によ

         るせん断応力度を次式より求める。ここで

         ヒンジ部1か所におけるせん断力負担ボル

　　　ここで、          ト本数は⑬のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =28.36/(4x157)

 　 　 Q：せん断力(kN)           = 0.045159235(kN/mm
2
)

　　　n1：本数（本）           = 45.15923567(N/mm
2
)

　　　Ab1：1本当たりの断面積(mm
2
)           = 46(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n1・Ab1

Q

n1・Ab1
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックバー部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(a)より算定する荷重から(2)断面検定b.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

       ロックバー部は、ロックバー及びロックボルトで構成されており、次式により算定

     する水平地震力から、各部材に発生する荷重を算定する。ロックバー部に生じる荷重

     の例を第4-7図に示す。

　　　FH=WX・kH        FH：ロックバーに発生する荷重は、扉閉鎖時

         において発生する水平方向荷重が発生する

        FH=WX・kH=8.85・1.67=14.7795

　　　ここで           =14.78(kN)

　　　FH：水平地震力(kN) 　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　　WX：扉体自重(kN)

　　　kH：水平震度

第4-7図　ロックバー部に生じる荷重の例

発生応力度（N/mm
2
)

23     4

評価対象部位

ロックバー

Lj
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       (a)　ロックバー

          ロックバーに生じる応力は、次式により算定する。ロックバーに生じる荷重の例

          を第4-8図に示す。

  　　 M=     ・L3         M：ロックバー部に発生する水平荷重により

         ロックバー受け部を支点として曲げモーメ

　　　ここで、          ントが発生することから次式より求める。

　　 　M：曲げモーメント(kN・m)          この時の水平荷重は、扉閉鎖時に発生する

　　　FH：水平地震力(kN)          ことから水平荷重はヒンジ部とロックバー

　　　L3：作用点間距離(mm)          の6か所で負担する。

　     　M=     ・L3=(14.78/6)x19

          =46.80333333(kN・mm) 

          =46.80(kN・mm)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がせん

         断力として作用することから次式より求

　　　ここで、          める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =14.78/6=2.4633333...(kN) 

          =2.463(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-8図　ロックバー部に生じる荷重の例

FH
6

FH
6

FH
6

FH
6

L
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

       (a)　ロックバー

       ロックバーに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から、組合せ応力度を次式により算

     定し、ロックバーの短期許容応力度以下であることを確認する。

       σ=   (   )
2
+3・(Q/A)

2
        σ：ロックバーに曲げとせん断が同時

            作用する場合の応力度

　　　ここで

　　　σ：組合せ応力度(N/mm
2
)         σ=   (    )

2
+3・(Q/A3)

2

　　　 M：曲げモーメント(kN・m)

　　　Q ：せん断力(kN)           =   (46.8/12271)
2
+3・(2.463/1963)

2

　　　Z3 ：断面係数(mm
3
)

　　　A3 ：断面積(mm
2
)           =   (0.00381387)

2
+3・(0.001254712)

2

          = 0.003818592(kN・mm
2
)

          = 3.818592907(N・mm
2
)

          = 4(N・mm
2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

M

Z3

M

Z3
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックボルト部の発生応力度は

　添付資料 その1耐震評価 水密扉の耐震計算書　4.4　評価方法　(1)荷重算定

　b.(b)より算定する荷重から(2)断面検定d.の検定式により発生応力度を算定する。

   (1)　荷重算定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じる荷重は、次式により算定する。ロックボルトに生じる荷重の

        例を第4-9図に示す。

　　 　 Q=         Q：ロックバー部に発生する水平荷重がロッ

         クボルトにせん断力として作用することか

　　　ここで、          ら次式より求める。

　　　Q ：せん断力(kN) 　   　　Q=    =14.78/6=2.463333...(kN) 

　　　FH：水平地震力(kN)           =2.463(kN)

　       (有効数字5桁目四捨五入有効数字4桁表示）

第4-9図　ロックボルトに生じる荷重の例

24     4

発生応力度（N/mm
2
）評価対象部位

ロックボルト

FH
6

FH
6
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   (2)　断面検定

     b.　ロックバー部

     (b)　ロックボルト

        ロックボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し、ボルトの短期許容応力度

        以下であることを確認する。

　  　τ=        τ：ロックボルトに発生するせん断力による

         せん断応力度を次式より求める。ここでロ

         ックバー部1か所におけるせん断力負担

　　　ここで、          ボルト本数は⑱のとおり4本である。

　  　τ：せん断応力度(N・mm
2
)         τ=        =2.463/(4x157)

 　  　Q：せん断力(kN)           = 0.003921974(kN/mm
2
)

　　　n2：本数（本）           = 3.921974522(N/mm
2
)

　　　Ab2：1本当たりの断面積(mm
2
)           = 4(N/mm

2
)

　       (小数点以下第1位切上げ整数表示）

Q

n2・Ab2

Q

n2・Ab2
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　ヒンジ板の許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジ板の許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、205（N/mm
2
)

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

ヒンジ板 25 205
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　ヒンジピンの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ40mm

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジピンの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

26 345

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

ヒンジピン
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　ヒンジボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のヒンジボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

27 118

許容限界値（N/mm
2
）評価対象部位

ヒンジボルト
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　ロックバーの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304N2

　・直径：φ50mm

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックバーの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　345N/mm
2
、引張強さ　690N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（345，690x0.7）=345(N/mm
2
)

　ここで、曲げ許容応力度は、F/1.5となり、短期に生じる応力は、1.5倍とすることから

　許容限界値は、345（N/mm
2
)

28 345

評価対象部位

ロックバー

許容限界値（N/mm
2
）
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　ロックボルトの許容限界値に係る仕様は、以下のとおり。

　・材質：SUS304

　原子炉建屋付属棟南側水密扉のロックボルトの許容限界値を算出する。

　「鉄鋼Ⅱ　JIS G 4303：2012」P1213より　

　耐力　205N/mm
2
、引張強さ　520N/mm

2
から許容曲げ応力度を求める。

　「国土交通省告示」より

　基準強度Ｆ値は、降伏点(耐力)及び引張強さの70％のどちらか小さい値より

　F=MIN（205，520x0.7）=205(N/mm
2
)

　せん断許容応力度は、F=205/ 3になるので、

　許容限界値は、118（N/mm
2
)

29 118

許容限界値（N/mm
2
）

ロックボルト

評価対象部位
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジ板の許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 20 25 から

　から

　159/205=0.77561

⇒0.78（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジピンの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 21 26 から

　69/345=0.20

⇒0.20（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ヒンジボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ 22 27 から

　46/118=0.389830508

⇒0.39（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

　原子炉建屋付属棟南側水密扉ロックバーの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する。

　発生応力度/許容限界値より前ページ 23 28 から

　4/345=0.011594202

⇒0.02（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

発生応力度/
許容限界値

30 0.78

発生応力度/
許容限界値

31 0.20

発生応力度/
許容限界値

32 0.39

33 0.02

発生応力度/
許容限界値

評価対象部位

ロックバー

評価対象部位

ヒンジ板

評価対象部位

ヒンジピン

評価対象部位

ヒンジボルト
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　原子炉建屋付属棟南側水密扉ロックボルトの許容限界値に対する発生応力度の裕度を算出する

　発生応力度/許容限界値より前ページ　24 29 から

　4/118=0.033898305

⇒0.04（小数点以下第3位切上げ小数点第2位表示）

34 0.04

発生応力度/
許容限界値

評価対象部位

ロックボルト
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